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工　●　　古ま　じめlこ

我が国の技術貿易は、経済活動の急速なグローバリゼーションの進展ととも

に近年拡大傾向にある。我が国の技術貿易に関する代表的な統計としては、日

本銀行の「国際収支統計」および総務庁の「科学技術研究調査報告」がある。

（＊注1）それらによると、平成6年度の口本の技術貿易顔は「日銀統計」で

は輸出が5427億円（対前年度比24．7％増）、輸入が8561億円（同8．3％増）であ

り、一方「総務庁統計」では輸出が4621億円（同15．4％増）、輸入が3707億円

（同2．1％増）で、両統計で金額は異なるが、どちらも輸出額の伸びが輸入額の

伸びを大きく上回っている。

当研究所では、技術貿易のうち技術輸入については、従来より「外国為替及

び外国貿易管理法」による技術導入契約の締結（変更）に関する報告書等に基

づき、「外国技術導入の動向分析」を毎年作成し、その動向について分析を行

ってきた。そして年々重要性を増す技術輸出についても、従来の技術貿易統計

で行われている金額や件数の量的な把握にとどまらず、輸出技術の内容、契約

形態、対価の受取方法といった技術輸出の質的な面での分析を行うために、平

成4年度より毎年民間企業に対してアンケート調査を実施し、その分析結果を

「日本の技術輸出の実態」として発表している。

今回の調査は平成6年度に締結された技術輸出契約について取りまとめてい

るが、過去2年間調査対象としてきた資本金10億円以上の企業に加えて、新た

に資本金10億円未満の企業についても調査を試験実施し、さらに技術輸出の実

状に即した分析を目指している。

本報告書が、我が国の技術輸出の実態に関して賃的な面まで踏み込んだ唯一

の資料として、技術貿易に関係する方々に役立つことが有れば幸いである。

（＊注1）　　　　　　我が国の主な技術貿易統計の種類と内容

統　計　の　種　類 内　　 容 分　　　　 類

日銀統計

（国際収支統計）

輸出入の金額 金額のみ

総務庁統計 輸出入の金額 ・件数 産業分類 ・地域分類 ・

（科学技術研究調査報告） 新規継続別

なお、我が国に存在する技術貿易統計の種類とその内容の詳細については、

当研究所調査研究資料26「我が国の技術貿易統計」を参照のこと。

－1－



Ⅱ．　都呵査方も巨

1．アンケート調査の内容

当アンケート調査は、技術輸出の実態を把捜し、我が国の技術貿易の特徴を

明らかにする事を主目的としている。外国からの技術導入に関しては、当研究

所で「外国技術導入の動向分析」を発行している。それとの比較対照のため、

当調査の設問は「外国技術導入の動向分析」の調査項目を参考にして作成して

いる。今回の調査対象となる契約は、平成6年4月1日以降平成7年3月31

日までの1年間に締結された新規の技術輸出契約である。

なお、本調査における「技術輸出」の定義は工業所有権（特許・実用新案・

意匠・商標）およびノウハウ（ソフトウェアを含む）に関する権利の譲渡、使

用権の設定や技術指導を行った場合をさすものとした。（質問表は資料1参照）

2．調査方法

アンケートの調査概要は以下の通りである。

（丑調査対象企業：資本金10億円以上で、研究開発活動を実施している企業お

よび技術貿易と関連のある企業（1，56　9社）

②調査方法　　：郵送によるアンケート調査とし、上記各社の知的財産部門長

もしくは研究開発管理部門長へ直接郵送した。

③調査期間　　：平成8年2月6日（発送）から平成8年2月26日（締切）

までの間に実施した。

④回収結果 回答企業数900社（回収率57．4％）

なお、今回の調査では資本金10億円未満の企業についても調査を試験実施

しているが、その調査方法、調査結果については第Ⅷ章で別に述べる。

3．回収サンプルの属性分布

アンケート調査対象企業および回答企業の資本金別・産業分類別内訳は次頁

に示すとおりである。（図2－1・表2－1参照）

［備　考］

・本書で用いている企業の産業分類は、当研究所の「外国技術導入の動向分析」

と同様に、総務庁統計局編集の「会社企業名鑑」に拠り、これに収載されてい

ない企業についてもこれに準じて「日本標準産業分類」（昭和59年、行政管

理庁告示第2号）により分類し、集計を行った。

・本書のグラフ中でNは、サンプル数を表すものとする。また、回答中記載の

ないものについては、除外して集計している。
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図2－1調査対象企業及び回答企業の資本金別内訳

215％

調査対象企業

■l10億円～50億円　田50億円～100億円

図100億円～500億円図500億円～

表2－1調査対象企業・回答企業の産業分類別内訳
業　　 種 調 査 対 象企 業 回答 企 業 回 答 率 （％）

（1）農 林 水 産 業 4　 （0．3） 2　 （0．2） 50．0

（2）鉱 業 8　 （0．5） 7　 （0．8） 87．5

（3）建 設 業 12 2　 （7．8） 8 2　 （9．1） 67．2

（4）食 品 工 業 9 5　 （6．1） 4 4　 （4．9） 4 6．3

（5）繊 維 工 業 4 7　 （3．0） 24　 （2．7） 5 1．1

（6）パ ル プ ・紙 工 業 3 0　 （1．9） 13　 （1．4） 4 3．3

（7）出版 ・印刷 業 9　 （0．6） 3　 （0．3） 3 3．3

（8）総 合 化 学 工 業 95　 （6 ．1） 5 0　 （5．6） 5 2．6

（9）油 脂 ・塗料 工 業 2 1 （1．3） 13　 （1．4） 6 1．9

（10）医 薬 品 工 業 54　 （3．4） 32　 （3．6） 5 9．3

（11）そ の他 の化 学 工 業 32　 （2．0） 19　 （2．1） 5 9．4

（12）石 油 製 品 工 業 24　 （1．5） 1 1 （1．2） 4 5．8

（13）プ ラス チ ック製 品 工 業 2 8　 （1．8） 15　 （1．7） 5 3．6

（14 ） ゴム 製 品 工 業 13　 （0 ．8） 8　 （0．9） 6 1．5

（15）窯 業 4 9　 （3．1） 3 3　 （3．7） 6 7．3

（16）鉄 鋼 業 5 3　 （3．4） 32　 （3．6） 6 0．4

（17）非 鉄 金 属 工 業 4 5　 （2．9） 2 7　 （3．0） 6 0．0

（18）金 属 製 品 工 業 53　 （3．4 ） 3 3　 （3．7） 6 2．3

（19）機 械 工 業 156　 （9．9） 9 0 （10．0） 5 7．7

（2 0）電 気機 械 器 具 工 業 78　 （5．0） 4 7　 （5．2） 6 0．3

（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 14 3　 （9．1） 9 1 （10．1） 6 3．6

（22） 自動 車 工 業 6 9　 （4 ．4） 4 0　 （4 ．4） 5 8．0

（2 3）そ の 他 の輸 送 用 機 械 工 業 3 3　 （2．1） 20　 （2．2） 6 0．6

（24）精 密機 械 工 業 32　 （2．0） 16　 （1．8） 5 0．0

（25）そ の他 の製 造 業 57　 （3．6） 3 0　 （3．3） 5 2．6

（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 39　 （2．5） 25　 （2．8） 64 ．1

（27）卸 売 ・小 売 業 93　 （5．9） 4 0　 （4 ．4） 4 3．0

（28）情 報 ・調 査 ・広 告 業 33　 （2．1） 2 3　 （2．6） 69 ．7

（29）そ の他 の サ ー ビス 業 54　 （3．4 ） 3 0　 （3．3） 5 5．6

全 体 15 69 （100 ．0） 9 0 0 （100 ．0） 57 ．4

（注）・総合化学工業とは化学肥料、無機・有機化学および化学繊維工業を指す。
・括弧内は業種別構成比（％）を示す。
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Ⅲ．　調査枯＝幕の全般的傾　向

Ⅲ章～Ⅶ章では資本金10億円以上の企業に関する分析を行う。本章において

は、まず輸出先地域別の特徴を中心に全般的な傾向をみる。なお、資本金10億

円未満の企業に関する分析結果については第Ⅷ章でみること　とする。

1．技術輸出契約の締結状況

a．技術輸出契約の実施企業について

回答企業900社のう　ち、平成6年度に「新規の技術輸出がある」と答えた企業

の割合は全体の27．0％であり、その他「継続中の輸出がある」企業が16．7％、

「過去に輸出がある」企業が16．1％、「輸出実績はない」企業が40．2％であっ

た。「新規の技術輸出がある」企業の割合は、前年度（23．6％）と比べて3．4ポ

イント増加し、平成4年度（26．6％）とほぼ同じ割合になっている。

（図3　－1参照）

次に「新規の技術輸出がある」割合を輸出企業の資本金規模別にみてみる　と、

「資本金10億円以上50億円未満」の企業では18．8％にと　どまるが、資本金規模

が大き　く　なるほど高く　な　り、「資本金500億円以上」の企業では過半数（52．5％）

を占めている。逆に「今まで技術輸出の実績がない」企業の割合は「資本金

10億円以上50億円未満」では約半数（48．9％）を占めるのに対して、「資本金

500億円以上」の企業では27．5％にと　どまっている。技術輸出を行う場合その前

提と　して研究開発を行う　だけの資金と渉外事務をこなす事務体制が必要なこ　と

から、このよ　う　な傾向が表れている　ものと思われる。

前年度と比較する　と、「新規の技術輸出がある」企業の割合は「資本金10億

円以上50億円未満」の企業で4．5ポイント、「資本金50億円以上100億円未満」の企

業で5．8ポイント増加しており、比較的資本金規模の小さい企業において増加が顕

著である。（図3　－　2、表3　－1参照）
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図3－1技術輸出契約の実施の有無

26．6％　　　　　　　　　　　　　　　　73．4％

23．6％　　　　19．9％　　　　は0％　　　　　　　38．5％

平成5年度

平成6年度

囚匪召⊂＝＝コ
27．0％　　　　16．7％　　16．1％　　　　　　　40．2％

囚匡∃⊂＝＝＝］
■l新規の輸出有因継続中の輸出有

Eヨ過去に輸出有□輸出実績なし

＊平成4年度は新規の技術輸出の有無のみ調査。

図3－2　技術輸出契約の実績の有無（資本金規模別）
27．0％　　　　16．7％　　16．1％　　　　　　40．2％

N＝920社

N＝900社
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18．8％　　14．0％　　18．3％　　　　　　　　48．9％

10億円～50億円

50億円～100億円

100億円～500億円

35．1％　　　　　　　21．8％　　14．6％

■l新規輸出有国】継続中の輸出有巳ヨ過去輸出有⊂］輸出実績無

表3－1資本金規模別技術輸出契約の有無の割合
新規 の輪．出 あ り 継 続 中の 輸 出 あ り 過 去 の輸 出あ り 輸 出実 績 な し

5 年度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年度 増 減 5 年度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年度 増 減

全 体 23 ．6％ 27．0％ 3．4％ 19 ．9％ 16 ．7％ －3 ．2％ 18 ．0％ 16．1％ －1．9％ 38 ．5％ 40 ．2％ 1．7％

10億 円 ～50億 円 14．3％ 18 ．8％ 4．5％ 15 ．8％ 14 ．0％ 胃1．8％ 22 ．3％ 18 ．3％ －4 ．0％ 4 7．6％ 48 ．9％ 1 ．3％

50億 円～ 10 0億 円 17．3％ 23 ．1％ 5．8％ 24 ．5％ 18 ．1％ －6 ．4％ 18．9％ 16 ．5％ －2 ．4 ％ 39 ．3％ 42 ．3％ 3．0％

100億 円～500億 円 34．4 ％ 3 5．1％ 0．7％ 25 ．3％ 21 ．8％ －3 ．5％ 14．9 ％ 14 ．6％ 胃0 ．3％ 25 ．3％ 28 ．5％ 3．2％

500億 円～ 5 1．2％ 52 ．5％ 1．3％ 13 ．1％ 11．3％ －1．8％ 4．8％ 8 ．8％ 4 ．0％ 3 1．0％ 27．5％ －3．5％
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続いてこれを製造業（＊注2）に絞ってみると、回答企業691社のうち、

「新規の技術輸出がある」企業の割合は32．7％で全産業でみるより5．7ポイント高

く、逆に「技術輸出実績のない」企業の割合は29．4ノ％で全産業でみるより10．8

ポイント低くなっている。資本金規模別にみた場合、ここでも資本金規模が大きく

なるほど「新規の技術輸出がある」企業の割合は高くなり、特に「資本金500億

円以上」の企業では「新規の技術輸出のある」企業の割合が7割を越えている

点は注目される。また、前年度と比較すると、資本金100億円未満の企業で「新

規の技術輸出のある」企業の割合の増加が著しく、特に「資本金50億円以上

100億円未満」の企業では前年度よ　り8．3ポイントも増加している

（図3－3、表3－2参照）

図3－3　技術輸出契約の実績の有無（資本金規模別・製造業）

28．6％　　　　　　24．8％　　　　19．5％　　　　　27．1％

平成5年度・全体

平成6年度・全体

10億円～50億円

50億円～100億円

100億円～500億円

■新規輸出有田継続中の輸出有匠ヨ過去輸出有［コ輸出実績無

表3－2　資本金規模別技術輸出契約の有無の割合（製造業のみ）
新 規 の 輸 出 あ り 継 続 中 の 輸 出 あ り 過 去 の 輸 出 あ り 輸 出 実 績 な し

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 2 8 ．6％ 3 2 ．7 ％ 4 ．1％ 2 4 ．8 ％ 2 0 ．4 ％ －4 ．4 ％ 19 ．5 ％ 1 7 ．5 ％ －2 ．0 ％ 2 7 ．1％ 2 9 ．4 ％ 2 ．3 ％

10 億 円 ～ 5 0 億 円 1 7 ．0 ％ 2 1 ．7 ％ 4 ．7 ％ 19 ．9 ％ 17 ．2 ％ －2 ．7 ％ 24 ．8 ％ 20 ．1％ －4 ．7％ 3 8 ．2 ％ 4 1 ．1 ％ 2 ．9 ％

5 0 億 円 ～ 1 0 0億 円 2 0 ．8 ％ 2 9 ．1 ％ 8 ．3 ％ 28 ．9 ％ 2 2 ．0 ％ －6 ．9 ％ 2 0 ．鍋 19 ．9 ％ －0 ．9 ％ 2 9 ．6 ％ 29 ．1％ －0 ．5 ％

10 0 億 円 ～ 50 0 億 円 4 1 ．4 ％ 4 2 ．0 ％ 0 ．6 ％ 3 0 ．9 ％ 2 7 ．1 ％ －3 ．8 ％ 14 ．9 ％ 14 ．4 ％ －0 ．5 ％ 12 ．7 ％ 1 6 ．5 ％ 3 ．8 ％

5 0 0 億 円 ～ 7 6 ．5 ％ 73 ．6 ％ －2 ．9 ％ 19 ．6 ％ 1 1 ．3 ％ －8 ．3 ％ 0 ．0 ％ 7 ．5 ％ 7 ．5 ％ 3 ．9 ％ 7 ．5 ％ 3 ．6 ％

（＊注2）「製造業」とは資料2「業種区分表」のうち、農林水産業、鉱業、

建設業、運輸・通信・公益業、卸売・小売業等を除いた番号4～2　5の業種を

指す。
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最後に回答企業を業種別に分類し業種間の特徴をみる　と、「新規の技術輸出

がある」企業の割合が高い業種と　しては「自動車工業」（57．5％）が飛び抜け

てお　り、その他に「鉄鋼業」（40．6％）、「総合化学工業」（40．0％）が挙げ

られ、一方割合の低い業種と　しては「卸売・小売業」（2．5％）、「建設業」

（9．8％）、「運輸・通信・公益業」（12．0％）といった非製造業および「食品

工業」（6．8％）が挙げられる。また、「食品工業」以外の製造業の業種では、

4社に1社以上の割合で平成6年度に新規の技術輸出を行っている。

そして、回答企業の数に違いがあるので単純に比較するこ　とは出来ないが、

傾向をみるために、新規の技術輸出を行っている企業の割合を前年度と比較す

る　と、「金属製品工業」（＋23．2ガインO、「自動車工業」（十20．7ガインO　で増

加が著しく、「食品工業」（－13．2ポイント）で減少が著しい。（図3　－　4参照）

図3－4　技術輸出契約の実績の有無（＊産業分類別）

98％　8．5％　13．4％　　　　　　　　　　　　　　　　　68．3％

建設業

食品工業

総合化学工業

医薬品工業

窯業

鉄鋼業

非鉄金属工業

金属製品工業

機械工業

電気機械器具工業

通信・電子工業

自動車工業

運輸・通信・公益業

卸売・小売業

68％　　　205％　　　　　　　　　　　40．9％　　　　　　　　　　　　　　318％

40．0％　　　　　　　　10．伊あ　　　　22．肺　　　　　　　　28．0％

313％　　　　　　　　　　　　　40．6％　　　　　　　　　156％　　　12．5％

273％　　　　　　　　　273％　　　　　　15．2％　　　　　　　303％

40．6％　　　　　　　　　155％　　　　　21．9％　　　　　　　219％

33．3％　　　　　　　148％　　　　　　25．9％　　　　　　　　259％

303％　　　　　　152％　　121％　　　　　　　　　424％

30．（賜　　　　　　　　23．3％　　　　144％　　　　　　　32．2％

213％　　　　　17．（瓶　　　　　　23．4％

275％　　　　　　　198％　　　　165％　　　　　　　　　363％

17．5％　　50％　　　20．0％

12．0％　40％　40％

2．5％12，5％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　85．0％

■新規輸出有田継続中の輸出有田過去輸出有□輸出実績無
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b．技術輸出契約件数について

本調査では、新規の技術輸出件数は、平成4年度の712件から平成5年度には

12．1％減少して626件となったが、平成6年度には逆に16．6％増加して730件と

3年間で最大の件数を記録している。本調査はアンケート調査であり、すべて

の技術輸出が網羅されていないので、この件数の変化が実際の件数の推移によ

る　ものか、回収のばらつき等他の要因による　ものか、以下に検討を行う。

まず「総務庁統計」における技術輸出件数の推移と照ら　し合わせてみる。同

統計では新規と継続の合計件数では　3　年連続して増加している　ものの、新規の

みの件数でみる　と、平成3　年度の2，066件から　2年連続して約4％ずつ減少し、

平成5年度には1，896件まで落ち込んでいたが、平成6年度には対前年比プラス

13．3％と著しく増加して2，148件と平成3年度の件数を上回っている（＊注3）。

また、本調査においても回収のばらつき　による誤差をさけるために、　3　年間

連続して回答を得られた企業の技術輸出件数のみで集計しても、平成4　年度が

462件、平成5年度が対4年度比13．9％減の398件、平成6年度が対5年度比

16．3％増の463件と　同様の推移を示している。

このよ　う　に、我が国の技術輸出件数は平成5年度に減少した　ものの平成6年

度には増加に転じたものと思われる。（表3　－　3参照）

表3－3　本調査および総務庁統計における技術輸出件数の推移
本調査 総務庁統計

全体 3 年連続回答企業 新規 ・継続合計 新規のみ

件数 対前年比 件数 対前年比 件数 対前年比 件数 対前年比

平成 3 年度 － － － － 8，063 12．6％ 2，066 31．6％

平成 4 年度 712 － 462 － 8，201 1．7％ 1，983 －4．096

平成 5 年度 626 －12．1％ 398 －13．9％ 8，338 1．7％ 1，896 －4．4％

平成 6 年度 730 16．6％ 463 16．3％ 9，099 9．1％ 2，148 13．3％

（＊注3）本調査は資本金10億円以上の企業に関する調査であるが、「総務庁

統計」は資本金500万円以上の企業や特殊法人も調査対象と　していること等から、

技術輸出件数に差がでている。
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C．企業1牡あたりの輸出件数について

平成6年度に新規の技術輸出を実施した企業243社が締結した契約の総数は、

730件にのぼってお　り、単純平均する　と1社あた　り3．0件となる。前年度は217社

が1社あた　り2．9件の技術輸出を　してお　り、今年度は前年度と比べて、技術輸出

を実施した企業の数は約1割増加しているが、1杜あた　りの件数には殆ど変化

がない。

次に、技術輸出を行った企業243社の1社あたり　の技術輸出件数の分布をみる

と、「1件」と答えた企業が48．6％、次いで「2件～3件」の企業が25．5％で

あり、3件以下の輸出企業が全技術輸出企業の約4分の3　を占める一方、「11

件以上」と答えた企業はわずか3．7％に過ぎない。これを資本金規模との関係で

みる　と、「資本金10億円以上50億円未満」の企業では、輸出件数が「3件以下」

が88．0％を占めてお　り、1社あた　り　の件数で1．8件であるのに対して、「資本金

500億円以上」の企業では、輸出件数「3件以下」は45．2％にと　どまる一方、

「11件以上」輸出した企業が16．7％存在し、1社あたりの件数で6．1件となる。

前年度同様、資本金規模が大き　く　なるほど1社あた　りの件数が増加するこ　とが

分かる。（図3　－　5、表3　－　4参照）

図3－5　企業1社あたりの輸出件数（資本金規模別）

平成5年度・全体

平成6年度・全体

25．3％　　　9．3％　2．7％

10億円～50億円

50億円～100億円

100億円～500億円

500億円～

29．8％　　　　131％11．9％2．4％

表1件［コ2－3件図4～5件田6－10件［コ11件～

N＝75社

N＝42社

N＝84社

N＝42社

表3 －4　 資本金規模別企業1社あたりの輸出件数

平成5年度 平成6年度

輸出企業数 輸出件数 1社あたり輸出企業姜 輸出件数 1社あたり

全体 217 626－ 2．9 243 730 3．0

10億円～50億円 57 108 1．9 75 134 1．8

50億円～100億円 34 83 2．4 42 92 2．2

100億円～500億円 83 214 2．6 84 246 2．9

500億円～ 43 221 5．1 42 258 6．1
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2．契約相手先回・地域

契約相手先の地域を北アメリ　カ、ヨーロ　ッパ、アジア、その他の4　地域に分

類してその地域ごとの輸出件数の推移をみる　と、前年度はすべての地域で減少

していたのが、平成6年度はヨーロ　ッパでは依然減少傾向にある　ものの、北ア

メリ　カおよびアジアでは前年度の件数を大き　く上回っている。（表3　－　5参照）

表3－5　地域別の技術輸出件数の推移
北 アメ リカ ヨーロッパ アジア その他

件数 対前年比 件数 対前年比 件数 対前年比 件数 対前年比
平成 4 年度 155 － 136 － 385 － 36 －
平成 5 年度 119． －23．296 123 －9．6％ 352 －8．6％ 32 －11．1％
平成 6 年度 136 14．3％ 116 －5．7％ 451 28．1％ 27 －15．6％

そこで各地域の全体に占める割合をみる　と、平成6年度はアジアが61．8％、

北アメリ　カが18．6％、ヨーロ　ッパが15．9％、その他が3．7％となっている。アジ

アが調査開始以来年々その割合をのばしており、平成6年度は全体の6割以上

を占めている。（図　3　－　6参照）

図3－6　技術輸出契約の契約相手先地域

21．8％　　　　　19．1％

平成4年度

平成5年度

平成6年度

54．0％

樟枯葉翳叡蜘書
19．0％　　　　19．6％ 56．3％

閻　　　　　　□
18．6％　　　15．9％ 61．8％

玉露二日二‥一日lー‥…＝

m北アメリカ　因ヨーロッパ園アジア［コその他
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上記の地域別のデータをさらに国・地域別に分析してみると、今年度は再び

米国が最大の技術輸出先国となっており、以下韓国、中国、台湾、タイの順と

なっているがこの上位5ヶ国・地域は3年間変わっていない。また、上位10ヶ

国・地域のうち7つをアジア地域の国・地域が占めており、我が国の技術輸出

はアジア地域向けが中心であるという特徴がみられる。3年間の変化をみると、

中国の増加（平成4年度56件→平成6年度101件）および英国の減少（平成4年

度35件→平成6年度15件）が顕著である。また平成5年度はタイ、マレーシア、

インドネシアの東南アジア3ヶ国への輸出が大きく減少していたが（平成4年

度108件→平成5年度65件）、今年度は99件と再び増加している。それ以外では

過去2年間合計で11件（平成4年度7件、平成5年度4件）しか輸出されていな

かったフィリピンに今年度は14件輸出されている。（表3－6参照）

（国・地域別の詳細については、巻末集計表表2参照）

表3－6　技術輸出先上位国・地域
平成 4 年度 平成 5 年度 平成 6 年度

国名 件数 割 合 国名 件数 割 合 国名 件数 割合

1 米 国 14 2件 19．9％韓 国 104 件 16．6％米 国 122件 1 6．7％

2 韓 国 98件 13 ．8％米 国 10 0件 16 ．0％韓国 10 1件 13．8％

3 中国 56件 7 ．9％中 国 80件 12 ．8％中国 10 1件 13．8％

4 台湾 53件 7．4％台湾 52件 8 ．3％台湾 73件 10．0％

5 タイ 51件 7 ．2％タイ 32件 5 ．1％タイ 49件 6．7％

6 英 国 35件 4 ．9％英 国 29件 4．6％ ドイツ 28件 3．8％

7 マ レー シア 34件 4 ．8％ ドイツ 26件 4 ．2％マ レー シア 26件 3．6％

8 ドイツ 24件 3 ．4％イン ドネシア 19件 3 ．0％イ ン ドネシア 24件 3．3％

9 イ ン ドネシ ア 23件 3 ．2％イ ン ド 18件 2 ．9％イ ン ド 23件 3．2％

10 イン ド 20件 2．8％フラ ンス 15件 2 ．4％英 国 15件 2．1％

…11．

．．．旦213

シンガポール 19件 2 ．7％マ レー シア 14件 2 ．2％イ タリア 15件 2．1％

フランス 16件 2 ．2％香港 14件 2．2％シ ンガ ポール 14件 1．9％

イタ リア 15件 2．1％イ タリア 12件 1．9％フ ィリピン 14件 1．9％
…T互香 港 12件 1．7％シ ンガポー ル 11件 1．8％フ ランス 13件 1．8％
：：董 ブラジル 11件 1．5％オース トラ リア 10件 1．6％スペ イ ン 12件 1．6％

その他 103件 14 ．5％その他 90件 14 ．4％そ の他 10 0件 13．7％

合計 712件 10 0．0％合計 62 6件 10 0．0％合計 73 0件 10 0．0％

－11－



3．契約相手先企業との資本陶係

平成6年度の新規の技術輸出契約の相手先企業との間の資本関係の有無（＊

注4）について調べてみた。全体では、「資本関係のない企業」への輸出が

59．2％を占める。次いで、「資本金の2分の1以上を所有している企業」へ

25．1％、「資本金の2分の1未満を所有している企業」へ15．7％輸出している。

我が国の技術輸出は、平成6年度も「資本関係のない企業」との取引が過半数

を占めているが、前年度と　く　らべて「資本関係のある企業」への輸出の割合が

9．6ポイント増加している。

地域別に特色を探ってみる　と、「資本関係のある企業」への輸出の割合は、

アジ＿ア地域で高く、約半数（48．8％）を占めているのに対し、ヨーロ　ッパでは

約2割（20．7％）にと　どまっており、地域によ　り大きな差がでている。前年度

と比べる　と、各地域と　も「資本関係のある企業」への輸出の割合が増加してい

るが、特に北アメリ　カ（＋10．8ポインり　およびアジア（＋9．0ポイント）でその傾向は

著しい。（図3　－　7、表3　－　7参照）

これを国・地域別にみる　と、　アジア地域の中でもそれぞれ大き　な違いが見え

て　く　る。すなわち、「資本関係のない企業」への輸出の割合が高い輸出先回

〔韓国・イ　ンド〕と、逆に「資本関係のある企業」への輸出の割合が高い輸出

先回〔マレーシア・タイ・中国〕およびその中間の国・地域〔台湾・イ　ンドネ

シア〕の3種類に分類される。同じアジア地域であっても、国・地域によ　って、

日本からの直接投資の状況や経済状況はまちまちであり、契約相手先企業との

間の資本関係に違いがでている　ものと思われる。（図3　－8参照）

なお、契約相手先企業との資本関係の有無別の件数の推移については、さ　ら

に第Ⅶ章で詳し　く　分析する。

（＊注4）資本関係があるとは、契約相手先企業の株式または持分を所有して

いる　こ　と　を指す。
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図3－7　技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係

平成5年度・全体

平成6年度・全体

N＝626件

N＝728件

ヨーロッパ

アジア

〃12分の1以上の所有国2分の1未満の所有□資本関係なし

表3－7　地域別の相手先との資本関係

N＝136件

N＝116件

N＝449件

2分の 1以上の所有 2分の1未満の所有 資本関係 な し

5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減

全体 20．4％ 25．1％ 4 ．7％ 10 ．7％ 15．7％ 5．0％ 68．8％ 59．2％ －9．6％

北 アメリカ 21．0％ 2 8．7％ 7．7％ 4．2％ 7．4％ 3．2％ 74．8％ 64．0％－10．8％

ヨーロツノヾ 13．8％ 19．0％ 5．2％ 2．4％ 1．7％ －0．7％ 83．7％ 79．3％ －4．4％

アジア 23．9％ 26．1％ 2．2％ 15．9％ 2 2．7％ 6．8％ 60．2％ 5 1．2％ －9．0％

図3－8　技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係
（国・地域別）

27．0％　　　　　7．4％

米国

ドイツ

英国

韓国

中国

台湾

タイ

マレーシア

インドネシア

インド

9．9％　11．9％

37．0％　　　　　　　12．3％

41．7％　　　　　　　　12．5％

308％　　　　　　　　　26．9％

事2分の1以上の所有囚2分の1未満の所有□資本関係なし
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4．契約期間

平成6年度の新規の技術輸出契約の契約期間についてみる。まず、全体につ

いて契約期間の内訳を多い順に並べる　と、「5年以上10年未満」が全体の34．4

％を占め、次いで「1年以上5年未満」が29．5％を占めており、この両者を合

わせた「1年以上10年未満」の期間で6割以上（63．9％）を占めている。以下、

「10年以上15年未満」が12．5％、「その他の期間（＊注5）」が　7．4％、「工

業所有権等の期間まで」ザ6．2％と続いている。なお、「1年未満」（5．9％）

および「15年以上」（4．0％）といった契約期間の割合は低く　なっている。また

前年度と比べる　と、「10年以上15年未満」（胃2．5ポイント）、「15年以上」

主1．4ポイント）、「工業所有権等の期間まで」（－2．7ポインO　といった長期の契

約の割合が減少している。

さ　らに、地域別に比較する　と以下のよ　う　になる。北アメリ　カおよ　びヨーロ　ッ

パへの輸出は「工業所有権等の期間まで」の契約がそれぞれ16．9％、13．8％と

高い割合を占めている。一方アジアでは「工業所有権等の期間まで」の契約は

1．3％と低く、10年末満の契約が4分の3以上（75．4％）を占めているのが特徴

である。また、前年度と比べて各地域と　も短期の契約の割合が増加してお　り、

特に北アメリ　カで「1年以上5年未満」（＋8．7ポイント）、ヨーロ　ッパで「1年未

満」（＋10．4ポインO　の増加が著しい。（図3　－　9、表3　－8参照）

次にこれを国・地域別にみた場合、欧米諸国では「工業所有権等の期間まで」

や10年以上といった契約期間が長期の契約の割合が高いが、ほとんどのアジア

の国・地域では10年未満の契約の割合が8割前後を占めている。ただし、中国

で「10年以上15年未満」の契約の割合が約3割（29．0％）と非常に高い割合を

示しているこ　と　は注目　される。（図3　－10参照）

（＊注5）「その他の期間」とは、契約期間の定めのないもの、永久となって

いる　もの、他の契約が切れるまでと定めてある　もの等を指す。
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図3－9　技術輸出契約の契約期間（地域別）
46％　　　　　267％　　　　　　　　　　　　321％　　　　　　　　150％　　54％　89％　721払

平成5年度・全体

平成6年度・全体

N＝626件

59‘‰　　　　　　295％　　　　　　　　　　　　　344％　　　　　　　125％　4．0％　　62％　7．4％

N＝726件

51％　　　　　272％　　　　　　　　　221％　　　　　96％　59％　　169％　　　132％

北アメリカ

ヨーロッパ

アジア

11．2％　　　　　　259％　　　　　　　　　　259啄　　　　　　121％　26％　138％　　86％

49啄　　　　　102啄　　　　　　　　　　　　　　　401％　　　　　　　　139％　40％1．3％　54％

■11年未満　国1年以上5年未満　　　　にヨ5年以上10年未満Eヨ10年以上15年未満
【；ヨ15年以上　田工業所有権等の朋間まで［コその他

表3胃8　地域別の契約期間

N＝447件

～ 1 年 1 ～ 5 年 5 ～10年 10～15年

5年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減

全体 4．6％ 5．9％ 1．3％ 26．7％ 29．5％ 2．8％ 32．1％ 34．4％ 2．3％ 15．0％ 12．5％ 胃2．5％

北アメリカ 1．7％ 5．1％ 3．4％ 18．5％ 27．2％ 8．7％ 35．3％ 22．1％－13．2％ 10．1％ 9．6％ －0．5％

ヨーロッパ 0．8％ 11．2％ 10．4％ 26．0％ 25．9％ －0．1％ 22．0％ 25．9％ 3．9％ 17．1％ 12．1％ －5．0％

アジア 7．1％ 4．9％ －2．2％ 29．8％ 30．2％ 0．4％ 34．4％ 40．3％ 5．9％ 15．9％ 13．9％ －2．0％

15年～ 工業所有権等の期間 その他

5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減

全体 5．4％ 4．0％ －1．4％ 8．9％ 6．2％ －2．7％ 7．2％ 7．4％ 0．2％

北アメリカ 7．6％ 5．9％ －1．7％ 21．0％ 16．9％ 胃4．1％ 5．9％ 13．2％ 7．3％

ヨーロッパ 5．7％ 2．6％ －3．1％ 19．5％ 13．8％ －5．7％ 8．9％ 8．6％ －0．3％

アジア 4．5％ 4．0％ －0．5％ 2．0％ 1．3％ －0．7％ 6．3％ 5．4％ －0．9％

図3－10　技術輸出契約の契約期間（国・地域別）

49％　　　　262啄　　　　　　　205％　　　10．7％　49％　　189％　　　139％

3．6％　　　　286％　　　　　　　　　250％　　　　　　179％　　　　　21．4％　　　36％

6，7％　　　　　　333啄　　　　　　133啄　　13．3％　67％　　　20．0％　　　6．7％

N＝122件

N＝28件

N＝15件

59％　　　　　　337％　　　　　　　　　　　　　　44．付偽　　　　　　　119％1，0％3．0％

N＝101件

60％　　　　250％　　　　　　　　　300％　　　　　　　　　29．0％　　4．0％10％　5．0％

1．4％　　　　　　403切，　　　　　　　　　　　　36．1％　　　　　8．1％　42％2．8％　69％

43％　　　　　340％　　　　　　　　　　　352％　　　　　　8．5％　6．4％105％

7．7啄　　　　　30計陽　　　　　　　　　　　　　462％　　　　　　　　38％11．5％

292％一　　　　　　　　　　　　　　500％　　　　　　　　　4．21‰125％　42％

87啄　130％　　　　　　　　　　　　　　65二！堺J　　　　　　　　　　　　　8．7％43％

■1年末溝　田1年以上5年未満　　【コ5年以上10年末溝田10年以上15年未満

Eヨ15年以上田工業所有権等の期間まで［コその他
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5．契約形態

技術輸出契約全体を契約形態別に区分してみると、有償契約が85．5％、クロ

スライセンス契約が5．7％を占めている。一方、無償契約も全体の8．9％存在し

ている。

輸出先国の地域別に契約形態の違いをみる　と、北アメリ　カにおいてクロスラ

イセンスの契約の割合が13．2％と他の地域と比べて高く　なっている。

また前年度と比べると、全体では無償契約、クロスライセンス契約の割合が

減少し、有償契約の割合が増加している。地域別にみるとクロスライセンス契

約の割合が北アメリ　カ（一5．3ポイント）およびヨーロッパ　主4．6ポイント）で減少し

た一方で、アジアではわずかに（＋1．2ポイント）増加している。

（図3　－11、表3　－　9参照）

図3－11技術輸出契約の契約形態

82．1％

平成5年度・全体

平成6年度・全体

9．6％　　　　　　　　　　　　　　　　77．2％

■■無償契約　匹ヨ有償契約【：コクロスライセンス

表3－9　地域別の契約形態
無 償 契 約 有 償 契 約 ク ロ ス ラ イ セ ンス

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 10 ．9％ 8．9％ －2 ．0％ 82 ．1％ 85 ．5％ 3 ．4 ％ 7．0％ 5 ．7％ －1．3％

北 ア メ リ カ 10 ．9％ 9 ．6％ －1．3 ％ 70 ．6 ％ 77 ．2％ 6 ．6％ 18．5％ 13 ．2％ －5 ．3％

ヨ ー ロ ッパ 11．4％ 10 ．4％ －1．0 ％ 78 ．9 ％ 84 ．3 ％ 5 ．4％ 9 ．8％ 5 ．2％ －4 ．6％

ア ジ ア 8 ．5％ 8 ．3％ －0 ．2％ 88 ．9 ％ 87 ．9％ －1 ．0％ 2 ．6％ 3 ．8％ 1．2％
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（クロスライセンス契約）

近年は技術の価値が重んじられ、自社の技術の対価と　して金銭だけではな　く

相手側の技術を要求する　またはされるケースが増えている。また技術分野によ

っては1つの製品の中に関係する特許が何百も含まれる場合があり、知的財産

権の侵害によ　る紛争の防止、ロイヤルティ　の軽減といった観点からクロスライ

センス契約は非常に大きな意味を持っている。そこで今回クロスライセンス契

約について詳し　く分析する。ただしク　ロスライセンス契約については年度ごと

に分析するには件数が少ないため、過去3年間のデータをま　とめて分析する。

まず輸出先地域についてみる　と、ク　ロスライセンス契約については、北アメ

リ　カの割合が非常に高く約半数（46．3％）を占めている。一方アジアの割合は

仝輸出契約に占める割合（57．4％）と比較して低く（33．8％）なっている。ク

ロスライセンス契約は他の契約と比べて権利が錯綜する高度な技術の際に採用

されるケースが多い。また北米、特に米国は他の地域と比べて知的財産権に対

する考えがシビアなためこのよ　う　な結果になっている　と思われる。

（図3　－12参照）

図3－12　クロスライセンス契約の輸出先地域（3年間合計）

クロスライセンス契約

■北アメリカ田ヨーロッパ田アジアロその他
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本調査では、ク　ロスライセンス契約について、「対価を受け取る　もの」、

「等価交換のもの」、「対価を支払う　もの」のすべてを含めて調査している。

そこで、過去3　年間のク　ロスライ　センス契約についてその内訳をみてみる　と

「対価を受け取る　もの」が51．5％と過半数を占め、以下「等価交換のもの」が

36．8％、「対価を支払う　もの」が11．8％となっている。

これを地域別にみる　と、アジアでは「対価を受け取る　もの」が8割以上

（82．6％）を占めているが、北アメリ　カおよ　びヨーロ　ッパでは「等価交換のも

の」の割合が「対価を受け取る　もの」を上回っている。さらに北アメリ　カでは

「対価を支払う　もの」の割合が23．8％と他の地域と比べて非常に高い値を示し

ている。（図　3　胃13参照）

最後にこれを国・地域別にみる　と米国が全クロスライセンス契約の43．4％と

非常に大きな割合を占めている。全技術輸出契約に占めるク　ロスライセンス契

約の割合をみて　も、米国では16．3％と他の国・地域と比べて高　く　なっている。

国・地域によ　ってクロスライセンス契約の内訳も大き　く異なってお　り、「対

価を支払う　もの」はドイツの1件を除く　とすべて米国である。また、韓国、タ

イ　についてはすべてが「対価を受け取る　もの」と　なっている。我が国と各国・

地域との技術力の関係等がク　ロスライセンス契約の形態に影響している　と思わ

れる。（表3　－10参照）

図3－13　地域別のクロスライセンス契約の内訳（3年間合計）

36．8％　　　　　　　11．8％

N＝136件

33．3％　　　　　　　　　　　　　　42．9％

北アメリカ

ヨーロッパ

■l対価受取　匿】等価交換［コ対価支払

表3－10クロスライセンス契約件数上位国・地域（3年間合計）
クロスライセンス契約 仝技術輸

出契約

クロスライセンス

の比率対価受取 等価交換 対価支払 合計

1 米国 20 24 15 59 （43．4％） 363 16．3％

2 韓国 15 0 0 15 （11．0％） 301 5．0％

3 台湾 6 3 0 9 （6．6％） 177 5．1％
4 中国 3 5 0 8 （5．9％） 235 3．4％

5 タイ 7 0 0 7 （5．1％） 130 5．4％

6 ドイツ 2 3 1 6 （4．4％） 77 7．8％
その他 17 15 0 32 （23．5％） 776 4．1％

全体 70 50 16 136 （100％） 2，059 6．6％
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6．対価の受取方法

技術貿易の実施料の受取方式の代表的なものと　してイニシャルペイメ　ントお

よびランニングロイヤルティ（＊注6）が挙げられる。平成6年度の新規の技

術輸出契約においてはどのく　らいの割合でこれらの方式を採用しているかをみ

る。契約形態が有償契約および対価受取のクロスライセンス契約と回答のあっ

た技術輸出契約637件（有償契約618件・クロスライセンス契約＜対価受取＞19

件）に、対価の受取方法について調査した。

まず、イニシャルペイ　メ　ント　を受け取る契約の割合は、全体の55．5％であり、

前年度よ　り7．1ポイント減少している。これを地域別にみる　と、　ヨーロ　ッパ（58．0

％）、アジア（57．0％）、北アメリ　カ（48．6％）の順になってお　り、北アメリ

カにおいて他の地域よ　り低く　なっている。また、すべての地域で前年度と比べ

て6～8ボイン日成少している。

一方、ラ　ンニングロイヤルティ　を受け取る契約の割合は、全体の76．8％であ

り、前年度同様4分の3以上の契約がラ　ンニングロイヤルティ　を受領している。

これを地域別にみる　と、北アメリ　カ（78．0％）、アジア（77．7％）、　ヨーロ　ッ

パ（75．0％）の順になっており、地域による差はほとんどない。また、前年度

と比べてヨーロ　ッパにおいて大き　く（－8．2ガイシ小）減少している。

次に、ラ　ンニングロイ　ヤルティ　を受け取る契約について、　ミ　ニマムペイ　メ　ン

ト条項（＊注7）を設定しているかどうかについての調査を実施したと　ころ、

「ラ　ンニングロイヤルティ有」の契約476件のう　ち8．2％の割合でミ　ニマムペイ

メ　ント　を要求している　こ　とが分かった。この割合を地域別にみる　と　ヨーロ　ッパ

で高く（13．3％）、北アメリ　カで低い（3．6％）という結果が出た。また、すべ

ての地域で前年度と比べて減少してお　り、特に北アメリ　カで大き　く（－9．1ポイン

t）減少している。（図3　胃14、表3　－11参照）

（＊注6）イニシャルペイメ　ント　とは、契約発行時または一定期間内に契約製

品の生産・販売・使用等に基づく　実施支払債務の発生の有無にかかわらず、独

立的に支払われる金額を　さす。ラ　ンニングロイヤルティ　とは、契約製品の出来

高に関連して支払われる実施料のこ　とで、別名「出来高払い実施料」と　もいう。

（＊注7）ミ　ニマムペイ　メ　ント　と　は、契約で決められた契約期間内にロイヤル

ティ　が発生しない時あるいは決められた薗以下の時に支払わなければならない

最低額のこ　と　をいい、独占権を付与した場合等、最低限の対価を確保するため

に設定する。
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図3－14技術輸出契約の対価の受取方法（地域別）
（件）
N＝522　N＝530　N工407　N工622Nこ628　N＝476　　N工109N工109N工84　　1拒100NS100Nニ75　　　N工388N工394Nニ301

表イ二シ叫ベイメント有田ランニング口付ルティ有田ミニマムベイルト有

＊「ミニマムベイルト有」の割合は「ランユダロイヤルティ有」の契約に占める割合

表3－11地域別の対価の受取方法
イニシャルペ イメント有 ランニング ロイヤルティ有 ミニマムペ イメント有

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 62．6％ 5 5．5％ －7．1％ 76．8％ 7 6．8％ 0 ．0％ 12．0％ 8．2％ －3．8％

北 ア メ リ カ 55．1％ 4 8．6％ 胃6．5％ 78．9％ 7 8．0％ －0 ．9％ 12 ．7％ 3．6％ －9．1％

ヨ ー ロ ツノ† 66．0％ 5 8．0％ －8．0％ 83．2％ 7 5．0％ －8 ．2％ 15 ．5％ 13．3％ －2．2％

ア ジ ア 6 3．3％ 5 7．0％ －6．3％ 74．0％ 7 7．7％ 3 ．7％ 10 ．2％ 7．6％ 胃2．6％

ここでイニシャルペイメ　ント　とランニングロイヤルティの受領の有無につい

て国・地域別にさらに詳しくみる。まず、イニシャルペイメ　ントについてみて

みると、アジアの中でも国・地域によ　りそれぞれ大きな格差があることが分か

る。韓国（69．9％）およびインド（75．0％）ではイニシャルペイメントを受領

する割合は非常に高くなっているのに対し、タイ（43・2％）およびマレーシア

（41．7％）では約4割にとどまっている。（図3－15参照）

一方ランニングロイヤルティについてみてみると、ほとんどの国では全体と

同じような割合を示しているが、マレーシア（91．7％）で受領する割合が高く

なっているのが特徴である。（図3－16参照）
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図3－15　イニシャルベイメント有の契約（国・地域別）

N工95（件）　N＝25　　　N＝12　　　N＝93　　　N＝82　　　N＝61　　N＝44　　　N＝24　　　N工22　　　N＝20

図3●16　ランニングロイヤルティ有の契約（国・地域別）

N＝95（件）　N＝25　　　N＝12　　　N＝93　　　N＝86　　　N＝61　　N＝44　　　N＝24　　　N＝22　　　N＝22
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最後に輸出相手先企業との資本関係と対価の受取方法の関係をみる。

相手先企業との資本関係別にみてみると、イニシャルペイメ　ントを受領する割

合は、資本関係がない企業への輸出の場合は66．2％あるのに対し、資本金の2

分の1未満の所有の企業の場合では57．7％、さらに資本金の2分の1以上所有

の企業の場合では、27．8％にと　どまっている。逆にランニングロイヤルティ　を

受領する割合は、資本関係がない企業への輸出の場合67．5％だが、資本金の2

分の1未満の所有の企業の場合では85．7％、さらに資本金の2分の1以上所有

の企業の場合では、93．4％と非常に高く　なっている。また「ミ　ニマムペイ　メ　ン

ト有」の契約については「イニシャルペイメ　ント有」の契約と同様に、資本関

係のない企業への輸出の場合11．8％を占めているのに対して、資本金の2分の

1未満の所有の企業の場合6．7％、資本金の2分の1以上の所有の企業の場合は

わずか2．8％である。（図3　－17参照）

さ　らにイニシャルペイメ　ント　と　ラ　ンニングロイヤルティ　の有無を組み合わせ

てみた場合、全体でみると「イニシャルペイメントのみ」受領する割合が18．2

％、「イニシャルペイメ　ント・ランニングロイヤルティ両方」受領する割合が

37．3％、「ラ　ンニングロイヤルティ　のみ」受領する割合が39．7％、「その他

（＊注8）」が4．8％となっているが、資本関係別にみると資本関係がない企業

への輸出の場合「イニシャルペイ　メ　ントのみ」受領する割合が24．8％と高い割

合を占めているのに対して、資本金の2分の1以上所有する企業への輸出の場

合「イニシャルペイメ　ントのみ」受領する割合はわずか6．0％であり、「ラ　ンニ

ングロイヤルティ　のみ」受領する割合が71．5％を占めている。

（図　3　－18参照）

イニシャルペイメ　ント　を受領するこ　とは、技術開示に対する危険回避や確実

に一定の対価を確保する　という意味合いがあり、またミニマムペイメ　ント　を受

領する　こ　と　は、最低限のロイ　ヤルティ　を確保する　と　いう　意味合いがあるので、

資本関係の有無がこれらを受領するか否かの決定に当たっての重要なファク　タ

ー　と　されている　ものと思われる。　したがってアジアの中でも資本関係のある企

業への輸出の割合が高いタイやマレーシアではイニシャルペイメ　ント　を受領す

る割合が低く、資本関係のない企業への輸出の割合が高い韓国やイ　ンドではイ

ニシャルペイ　メ　ント　を受領する割合が高　く　なっている　ものと思われる。

ちなみにアジアの上位技術輸出先国・地域について、「資本関係な　し」の割

合と「イ　ニシャルペイメ　ント有」の割合の相関係数を求める　と0．88と　な　り、両

者の間には強い相関が見られる。（図3　－　8、15参照）

（＊注8）「その他」の支払方法とは、定額弘等を指す。
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図3－17技術輸出契約の対価の受取方法（資本関係別）

N＝367　N＝372　N＝246　　　　　　N＝104　N＝105　N＝89　　　　　　N＝151N＝151N＝141

囲イ二シャ柄。イルト有　田ランユダロイヤ椋イ有　田ミニマムベイルト有

図3－18　イニシャルベイルト・ランニングロイヤルティ有の契約（資本関係別）

18．2％　　　　　　　37．3％ 39．7％　　　　　　4．8％

匿歪蛋証＝≡≡認 帖工622件

26．4％　　　7．4％

資本関係なし

2分の1未満所有

2分の1以上所有

匝［＝∃］
12．5％　　　　　　　　45．2％ 40．4％　　　　　1．9％

匿笠歪∃［：＝≡］】
6．0％　　21．9％　　　　　　　　　　　　　　　71．5％

■仁軸∧。イルトのみ　田仁シ叫＋ランニング

Eコラン二がロイヤ椋イのみ口その他
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7．独占権・再実施権

技術貿易の契約上、支払方式以外に定められる権利の代表的なものと　して独

占権およ　び再実施権が挙げられる。

まず、独占権の付与の有無について、「独占権有」の契約は、全体の34．3％

であり、地域別にみる　と　アジア（36．9％）、ヨーロ　ッパ（34．5％）で高く、北

アメリ　カ（25．2％）で低く　なっている。前年度と比べる　と全体の割合ではほと

んど変化がないが、地域別にみる　と北アメリ　カ、　ヨーロ　ッパでそれぞれ6．7ポイ

ント、2．4ガイシ小減少しているのに対してアジアでは3．4ポイント増加している。

つぎに、再実施権の付与の有無について、「再実施権有」の契約は、全体の

8．8％であり、地域別にみる　と、北アメリ　カ（16．3％）およびヨーロ　ッパ

（12．1％）、アジア（6．1％）の順になっている。前年度と比べて全体で4．8ガ

イシ小減少しており、またすべての地域で減少しているが、特にヨーロ　ッパで大き

く　減少（一10．0ゼインり　している。（図3　－19、表3　－12参照）

こ　こで独占権および再実施権付与の有無について国・地域別にさ　らに詳し　く

みる。独占権付与の割合については、イ　ンド（56．5％）および韓国（50．0％）

において高く、中国（17．3％）で低く　なっている。（図3　－　2　0参照）

一方、再実施権については、米国、　ヨーロ　ッパ地域の国々が比較的高く、ア

ジア地域の国々　は一般に低い割合を示しているが、イ　ンド（21．7％）およ　びイ

ンドネシア（13．0％）では高く　なっている。（図3　－　21参照）

図3－19独占権・再実施権有の契約（地域別）

N＝619　N＝619　　　　N＝722　N＝720　　　　N＝135　Nと135　　　　N＝116　N3116　　　　N＝444　N＝442

細網独占権有　口再実施権有
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表3－12　地域別の独占権・再実施権の有無
独 占権 有 再 実 施 権 有

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年度 6 年 度 増 減

全 体 3 4．6％ 3 4．3％ －0 ．3％ 1 3．6％ 8．8％ －4 ．8％

北 アメ リカ 3 1．9％ 2 5．2％ －6 ．7％ 2 1．2％ 16．3％ －4．9％

ヨー ロ ツノヾ 3 6．9％ 3 4．5％ －2 ．4％ 22 ．1％ 12．1％－10．0％

ア ジ ア 3 3．5％ 3 6．9％ 3 ．4％ 8 ．0％ 6．1％ －1．9％

図3－21再実施権有の契約（国・地域別）
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8．技術の種類

技術輸出契約に含まれる技術の種類について、特許・ノ　ウハウ・商標・出願

中特許・実用新案・意匠に区分けして調査を行った。なお、これらの技術の種

類を重複して含む場合は、すべて回答しても　らう　よ　う依頼している。

まず最初に、仝技術輸出契約について、特許・ノ　ウハウ・商標の含まれる割

合をみる。特許は全契約の41．9％、ノ　ウハウは88．5％、商標は19．8％含まれて

お　り、　ほ　と　んどの契約にノ　ウハウが含まれている　こ　とがわかる。

また、輸出先の地域別にみてみる　と、特許を含む割合は、北アメリ　カ（53．7

％）およびヨーロ　ッパ（53．1％）で高く、アジア（36．7％）で低く　なっている。

ノ　ウハウを含む割合は、逆にアジア（92．9％）で高く、北アメリ　カ（77．6％）

およびヨーロ　ッパ（81．4％）では低く　なっている。また、商標を含む割合につ

いては北アメリ　カで他の地域よ　り低く　なっている。前年度と比較する　と、全体

でみれば特許、ノ　ウハウ、商標と　もに大きな変化はないが、地域別にみれば北

アメリ　カにおいてノ　ウハウを含む割合が大き　く増加（＋10．4ポイント）し、特許を

含む割合（－5．1ゼインO、商標を含む割合（－6．4ポイハ）が減少している。

（図3　－　2　2、表3　－13参照）

図3－22特許・ノウハウ・商標有の契約（地域別）

N＝626件　　　　　N＝711件　　　　　N＝134件　　　　　N＝113件　　　　　N＝439件

』特許有［コノウハウ有田商標有
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表3－13　地域別の特許・ノウハウ・商標の含まれる割合
特 許 有 ノ ウハ ウ 有 商 標 有

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 4 2．8％ 4 1．9％ －0．9％ 87．7％ 88．5％ 0．8％ 18．8％ 19．8％ 1．0％

北 アメ リカ 5 8．8％ 53 ．7％ －5．1％ 67 ．2％ 7 7．6％ 10．4％ 16．8％ 10．4％ －6 ．4％

ヨー ロ ツノヾ 4 9．6％ 5 3．1％ 3．5％ 8 3．7％ 8 1．4％ －2 ．3％ 17．1％ 2 2．1％ 5．0％

ア ジ ア 3 5．8％ 3 6 ．7％ 0．9％ 9 5．7％ 92．9％ －2．8％ 19．9％ 2 2．1％ 2．2％

さらに、これらを国・地域別に詳しくみる。まず、各国の仝技術輸出契約に

占める特許を含む契約の割合をみると、米国（56．7％）およびドイツ（55．6％）

において高く、アジア諸国では特許を含む割合の高い国・地域〔台湾・韓国・

中国〕と低い国〔タイ・マレーシア・インドネシア・インド〕の大き　く二つに

分かれる。逆に、ノウハウを含む契約の割合はドイツ（66．7％）、米国（75．8

％）において低く、アジアの国・地域で高い値を示している。これらの違いは

輸出される技術および形態の違い、輸出先の技術基盤の違い等を反映している

ものと思われる。（図3　－2　3、2　4参照）

商標を含む契約の割合については、インドネシア（30．4％）および中国

（30．2％）で他の地域よ　り高くなっている。（図3－2　5参照）

図3－23　特許有の契約（国・地域別）

N＝120（件）　N＝27　　N＝15　　N＝101　N＝96　　N＝72　　N＝48　　N＝25　　N＝23　　N＝22

タイ　　　　インドネシア

マレーシア　　　　インド
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図3－24　ノウハウ有の契約（国・地域別）

N＝120（件）　N＝27　　N＝15　　N＝101　　N＝96　　N＝72　　　N＝嶋　　N＝25　　　N＝23　　N＝22

図3－25　商標有の契約（国・地域別）

N＝120（件）　N＝27　　N＝15　　N工101　　N＝96　　N＝72　　N＝48　　N＝25　　　N＝23　　N＝22
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っぎに、全技術輸出契約について、出願中特許・実用新案・意匠の含まれる

割合をみると、出願中特許は全契約の20・0％、実用新案は13・4％、意匠は8・0％

含ま　れている。

さらに、技術輸出先の地域別にみる　と、

ヨーロッパ（26．5％）、アジア（16．2％）

割合と同じく、欧米で高くアジアで低い○

域による差はあまりない。（図3　－2　6、

出願中特許は北アメリ　カ（29．1％）

の順になっており、特許の含まれる

実用新案および意匠については、地

表3　－14参照）

図3－26出願中特許・実用新案・意匠有の契約（地域別）

N＝626件　　　　　N＝711件　　　　　N＝134件　　　　　N＝113件　　　　　N＝439件

召出願中特許有　田実用新案有　田意匠有

表3－14　地域別の出願中特許・実用新案・意匠の含まれる割合
出願 中 特 許 有 実 用 新 案 有 意 匠有

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 2 1．9％ 2 0．0％ －1．9％ 1 3．1％ 13．4％ 0．3％ 9．7％ 8 ．0％ －1．7％

北 ア メ リカ 3 1．1％ 2 9．1％ －2 ．0％ 1 1．8％ 16．4％ 4 ．6％ 6．7％ 8 ．2％ 1．5％

ヨ ー ロ ッパ 2 8．5％ 2 6．5％ －2 ．0％ 6 ．5％ 12．4％ 5 ．9％ 7．3％ 8．0％ 0 ．7％

ア ジ ア 17．6％ 16．2％ －1．4％ 16 ．5％ 12．8％ －3 ．7％ 11．4％ 7．7％ －3 ．7％
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技術輸出契約に含まれる技術の種類について、これまで輸出先の地域別に分

析してきたが、次に輸出先企業との資本関係との相関を特許・ノ　ウハウを組み

合わせて分析する。まず全技術輸出契約についてみる　と、「ノ　ウハウのみ」の

契約が一番多く、全体の56．3％を占めている。以下、「特許＋ノ　ウハウ」が

32．2％、「特許のみ」が9．7％、「その他」が1．8％となっている。

さて、契約相手先企業との資本関係別にこれらの組み合わせの特徴をみてみ

る　と、過去2年間同様「特許のみ」の割合に大きな違いがでている。資本関係

のない企業への輸出の場合、「特許のみ」は13．1％を占めるのに対して、資本

金2分の1未満所有の場合5．3％、資本金2分の1以上所有の場合4．6％と低く

なっている。逆に「ノ　ウハウのみ」の割合は資本関係のある企業への輸出の場

合、資本関係のない企業への輸出の場合よ　り高く　なっている。このよ　う　に資本

関係のある場合には特許を伴った契約の割合が低く、ノ　ウハウを伴った契約の

割合が高いこ　とが分かる。（図3　－2　7参照）

9．特許内包契約に含まれる特許数

新規の技術輸出契約中、「特許」および「出願中特許」を含む271件に対し、

内包する特許数を調査した。その結果、「2件以上10件未満」が前年よ　り10．2

ガインり曽加して6割以上（61．6％）を占め、続いて「10件以上50件未満」が

20．7％であり、一契約に「1件」という契約は前年度よ　り割合を半減し、9．2％

となっている。また、「100件以上」が4．4％、「50件以上100件未満」が4．1％

であり，一契約に50件以上もの多数の特許を含んだ契約が1割近く　存在してい

るこ　とが分かる。（図　3　－　2　8参照）

次に、一契約に含まれる特許の数と契約形態の関係をみてみる　と、一契約に

含む特許の数が50件未満の場合、無償契約がわずかながら存在しているのに対

して、特許の数が50件以上になる　と無償契約は存在せず、クロスラ　イセンス契

約の割合が増加し、特許の数が「100件以上」になる　と半数がクロスライセンス

契約である。一契約に含まれる特許件数が多い契約では無償契約の割合が減少

し、クロスライセンス契約の割合が非常に高く　なる　という傾向が見て取れる。

（図3　－　2　9参照）
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図3－27　技術輸出契約の技術の種類（資本関係別）

9．7％　　　　　　322％　　　　　　　　　　　　　　　　563％　　　　　　　　　1．8％

匝⊂＝＝＝≡』
13．1％　　　　　　　　324％

資本関係なし

2分の1未満所有

2分の1以上所有

平成5年度

平成6年度

匿歪歪溺［＝：＝＝：＝‡コロ
5．3％　　　　　29．8％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　54．9％

4．6％　　　　　　33．7％　　　　　　　　　　　　　　　　　　59．4％　　　　　　　　　　　2，3％

細特許のみ　園特許＋ノウハウ　田ノウハウのみ　ロその他

図3－28特許内包契約に含まれる特許数

18．0％　　3．6％

■1件田2～10件図10－部件　園50～1∞件田100件以上

図3－29　内包する特許数と契約形態

4．0％　　　　　　　　　　　　　　　　　92．0％

N＝711件

N＝420件

N＝114件

N＝175件

6．8％

N＝278件

4，1％　　4．4％

N＝271件

50件～100件

100件以上

72．7％　　　　　　　　　　　　　　　　　　27．3％

50．0％　　　　　　　　　　　　　　　　　　50．0％

〃無償契約団有償契約［コクロスライセンス
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Ⅳ．　技術分類男叫の分析結果

第Ⅲ章では、技術輸出の全般的な動向について概観してきたが、この章では

輸出された技術の内容別に細かく技術輸出の状況をみる。

1．技術分類について

輸出された技術を分類するために、本調査では、日本標準産業分類を基に当

研究所において作成した「技術分類」（48分類）〔以下技術分類別と呼ぶ〕を

用いて分類した。また、本書においては、この48の技術分類以外に、技術分類

を電気・機械・化学・金属・その他の大き　く　5分野に統合した分類〔以下技術

分野別と呼ぶ〕も用いて分析する。（資料3参照）

2．技術分類別技術輸出状況

平成6年度に新規に技術輸出された技術の内容を技術分野別にみる　と、今年

度は「機械」が28．4％と最も多く、以下「電気」24．0％、「化学」21．6％、

「金属」14．5％、「その他」11．5％と続いている。前年度と比較する　と、「電

気」、「化学」、「その他」の割合が減少し、「機械」、「金属」の割合が増

加している。中でも「機械」の割合の増加（＋6．2ポイント）が著し　く、過去2年間

最も件数の多かった「電気」を抜いて最大の技術輸出分野となっている。

（図4　胃1参照）

次に、これを技術分類別にみる　と、「輸送用機械」（15．1％）が3年連続し

てもっ　と　も多く、次いで「電子計算機」（7．8％）、「鉄鋼」（6．2％）、「有

機化学」（6．0％）、「電子・通信用部品」（5．5％）の順と　なっている。

年度ごとの推移をみる　と、前年度大き　く　割合が減少した「輸送用機械」が今

回増加した一方、前年度増加した「医薬品」、「油脂・塗料」が今回減少し、

それぞれ平成4年度水準に戻っている。それ以外では「鉄鋼」が過去2年間よ

り大き　く　増加した一方、「民生用電気機械」が減少して上位十分類から消えて

いる。次頁に上位十位までの技術分類を示す。（表4　－1参照）
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図4－1輸出技術の技術分野の内訳

29．2％　　　　　　　　23．5％　　　　　19．4％　　11．1％　　16．9％

平成4年度

平成5年度

平成6年度

事手車輩■l
25．7％　　　　　　22．2％　　　　　　25．7％　　　11．0％　15．3％

図［＝］因
24．0％　　　　　　　28．4％　　　　　　21．6％　　　14．5％　11．5％

二二＝＝＝＝

■電気団機械□化学回金属［コその他

表4－1輸出技術上位10分類

N＝712件

N＝626件

N＝730件

平成 4 年度 平成 5 年度 平成 6 年度

技術分類名 件数 割合 技術分類名 件数 割合 技術分類名 件数 割合

1 輸送用機械 99件 13．9％輸送用機械 65件 10．4％輸送用機械 110件 15．1％

2 電子 ・通信部品 47件 6．6％医薬品 50件 8．0％電子計算機 57件 7．8％

3 電子計算機 45件 6．3％油脂 ・妾′粘 41件 6．5％鉄鋼 45件 6．2％

4 医薬品 42件 5．9％電子 ・通信部品 39件 6．2％有機化学 44件 6．0％

5 金属製品 33件 4．6％電子計 ‾≡機 38件 6．1％電子 ・通信用部品 40件 5．5％

6 民生用電気機械 32件 4．5％金属製品 34件 5．4％金属製品 33件 4．5％

7 有機化学 28件 3．9％民生用電気機械 30件 4．8％医薬品 30件 4．1％

8 窯業 26件 3．7％有機化学 29件 4．6％その他化学製品 28件 3．8％

9 油脂 ・塗料 26件 3．7％通信機械 23件 3．7％非鉄金属 28件 3．8％

10 テレビ ・音響 25件 3．5％ 22件 3．5％油脂 ・塗料 27件 3．7％

その他 309件 43．4％その他 255件 40．7％その他 288件 39．5％

合計 712件 100．0％合計 626件 100．0％合計 730件 100．0％
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3．契約柏手先回・地境

技術分野別に契約相手先地域の特色をみると、「化学」分野においてアジア

向けの割合が6割を下回っているが、それ以外の分野ではアジア向けの割合が

6割以上となっている。前年度と比べるとアジア向けの割合が比較的低かった

「化学」、「その他」、「金属」分野でそれぞれアジア向けの割合が10ポイント以

上増加し、すべての分野でアジアが過半数を占めている。ただし前年度アジア

向けの割合が高かった「電気」および「機械」では逆にアジア向けの割合は減

少している。

また、「化学」分野において、ヨーロッパ向けの割合が前年度よ　り5．7ポイント

減少しているものの24．7％と他の地域よ　り　も高くなっている。

（図4　－　2、表4　－2参照）

17．9％　　　　15．5％

17．7％　　　　　　24．7％

18．9％　　10．4％

17．9％　　　11．9％

■l北アメリカ圏∃胃ロッパ固アジア［コその他

その他

表4－2　技術分野別輸出先地域

N＝158件

N＝106件

N＝84件

北アメ リカ ヨーロッパ アジア その他

5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増減 5 年度 6 年度 増 減 5 年度 6 年度 増減

全体 19．0％ 18．6％ －0．4％ 19．6％ 15．9％ －3．7％ 56．2％ 61．8％ 5．6％ 5．1％ 3．7％ －1．4％

電気 18．0％ 20．6％ 2．6％ 13．0％ 13．7％ 0．7％ 67．7％ 62．3％ －5．4％ 1．2％ 3．4％ 2．2％

機械 17．3％ 17．9％ 0．6％ 14 ．4％ 15．5％ 1．1％ 66．2％ 64．3％ －1．9％ 2．2％ 2．4％ 0．2％

化学 18．6％ 17．7％ －0．9％ 30．4％ 24．7％ －5．7％ 41．6％ 55．7％ 14．1％ 9．3％ 1．9％ －7．4％

金属 18．8％ 18．9％ 0．1％ 21．7％ 10．4％－11．3％ 52．2％ 62．3％ 10．1％ 7．2％ 8．5％ 1．3％

その他 24 ．0％ 17．9％ －6．1％ 18．8％ 11．9％ －6 ．9％ 50．0％ 65．5％ 15．5％ 7．3％ 4．8％ －2．5％
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さ　らにこれを技術分類別にみる　と、仝技術輸出契約の傾向と比較して、北ア

メリ　カへの輸出の割合が高い技術と　して、「電子計算機」がある。また、　ヨー

ロ　ッパへの輸出の割合の高い技術と　して「医薬品」が挙げられる。「電子計算

機」および「医薬品」については、ヨーロ　ッパ、北アメリ　カ向けの輸出で6割

以上を占めてお　り、他の技術分類と大き　く傾向が異なっている。それ以外の分

野ではアジアへの輸出の割合がいずれも過半数を占めているが、中でも「発送

電・産業用電気機械」（100％）、「精密機械」（75．0％）、「非鉄金属」

（71．4％）、「油脂・塗料」（70．4％）、「電子・通信用部品」（70．0％）の

五分類については　7割以上がアジア向けとなっている。

同じ技術分野でも技術分類によ　って輸出先の地域が大き　く　異なっているこ　と

がわかる。（図4　－3参照）

図4－3　契約相手先地域（技術分類別）

186％　　　　15．9％ 37項フ

N＝730件

31．6喫フ　　　　　35％

電子計算機

電子・通信用部品

発送電・産業用電気機械

輸送用機械

精密機械

有機化学

医薬品

油脂・塗料

その他の化学

鉄鋼

金属製品

非鉄金属

1751施　　　12．5％

1821あ　　　　15．5％

167％　　　8．3％

25．ぴあ　　　　　9．1％

7．4％　　185％

10．7％　　　　　　286％

20．0陽　　　　133％

182％　　　12．1％

179％　　36免

■北アメリカ国ヨーロッパ田アジアロその他
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N＝57件

N＝40件

N＝21件

N＝110件

N＝24件

N＝44件

N＝30件

N＝27件

N＝28件

N＝45件

N＝33件

N＝28件



最後に、国・地域別に輸出された技術の特色をみる　と、アジアにおいて国・

地域ごとに傾向が大き　く異なっている。例えば、アジアにおいて技術輸出件数

の多い韓国と中国を比較しても、韓国では全体の傾向と比較して、「機械」分

野の割合が非常に高く（47．5％）、「金属」分野の割合が非常に低く　なってい

る（2．0％）のに対して、中国では全体の傾向と比較して「電気」分野の割合が

高く（29．7％）、「化学」分野の割合が低く（13．9％）なっている。

（図4　－　4参照）

図4－4　輸出技術の技術分野の内訳（国・地域別）

24．0％ 21．6％　　　　14．5％　　11．5％

N＝730件

26．2％　　　　　　　　20．5％　　　　　15．6％　　11．5％

米国

ドイツ

英国

韓国

中国

台湾

タイ

マレーシア

インドネシア

インド

28．6％　　　　　　　　　　　　35．7％　　　　　　　7．1％

26．7％　　　　　13．3％

23．8％　　　2．0％　8．9％

26．7％　　　　　　13．9％　　　15．8％　　　13．9％

26．0％　　　　　15．1％　　　　　20．5％　　　　　　21．9％　　　　　16．4％

12．2％　　　　　22．4％ 20．4％　　　10．2％

30．8％　　　　　　　15．4％

12．5％　　　16．7％　　　　16．7％

30．4％　　　　　　8．7％　　　　　26．1％　　　　　8．7％

■電気囚機械固化学口金属□その他
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N＝122件

N＝28件

N＝15件

N＝101件

N＝101件

N＝73件

N＝49件

N＝26件

N＝24件

N＝23件



さ　らにこれを詳しく、国・地域別に輸出された技術の技術分類をみる　と、台

湾を除く　すべての国で「輸送用機械」が上位を占めている。「輸送用機械」に

関する技術は平成6年度の仝技術輸出件数の15．1％を占めているが、アジアを

中心に幅広い国・地域に輸出されている　こ　とがわかる。　また、「電気」分野の

技術について、欧米に対しては「電子計算機」に関する技術が多く、アジアに

対しては「電子・通信用部品」に関する技術が多いこ　とがわかる。

（表4　－　3参照）

表4－3　国・地域別の技術分類の内訳

米国 ドイツ 英国

技術分類 件姜 技術分類 件蓄′ 技術分類　　　 件数

1 電子計算機 18 電子計算機 6 電子計算機 4

2 輸送用機械 16 医薬品 6 輸送用機械 2

3 有機化学 11 輸送用機械 4 その他化学製品 2

4 鉄鋼 8 油脂 ・塗料 2

5 電子 ・通信用部品 7 精密機械 2

6 金属製品 6

7 非鉄金属 5

8 医薬品 4

9 精密機械 4

10 その他一般産業用機械 4
その他 39 その他 8 その他 7

合計 122 合計 28 合計 15

韓 国 中国 台湾

技術分類 件要 技術分類 件姿′ 技術分類 件数

1 輸送用機械 2 1 輸送用機械 12 非鉄金属 6

2 有機化学 9 鉄鋼 10 金属製品 6

3 発送電 ・産業用電機 8 電子 ・通信用部品 9 電 子 ・通信用部品 5

4 電子 ・通信用部品 6 民生用電気機械 9 精密機械 5

5 その他の機械 6 電子計算機 6 有機化学 5

6 化学機械装置 5 金属加工機械 4 その他化学製品 5

7 油脂 ・塗料 4 その他の機械 4 民生用電気機械 4

8 精密機械 4 通信機械 4 発送電 ・産業用電機 4

9 その他一般産業用機械 4 窯業 4 鉄鋼 4

10 建設業 4
その他 30 その他 39 その他 29

合計 101 合計 10 1 合計 73

タイ マ レーシア イン ドネシア イン ド

技術分類 件数 技術分類 作数 技術分類 件数 技術分類 件数

1 輸送用機械 9 非鉄金属 6 輸送用機械 6 輸送用機械 5

2 有機化学 7 輸送用機械 5 有機化学 2 金属製品 4

3 油脂 ・塗料 5 発送電 ・産業用電機 3 非鉄金属 2 発送電 ・産業用電機 3

4 その他化学製品 5 電子 ・通信用部品 2 油脂 ・塗料 2

5 鉄鋼 4 通信機械 2 鉄鋼 2

6 金属製品 4 鉄鋼 2

7 電子 ・通信用部品 2 ゴム製品 2

8 民生用電気機械 2

9 非鉄金属 2

10 食料品 2

その他 7 その他 4 その他 14 その他 7

合計 49 合計 26 合計 24 合計 23
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4．契約相手先企業との資本関係

技術輸出先企業との間の資本関係について、まず、仝技術輸出契約の傾向と

各技術分野の傾向と　を比較する。「資本関係のある」企業への輸出の割合は、

「電気」分野において他の分野よ　り高く、過半数（50．3％）を占めている。よ

り資本関係が強いといえる「資本金2分の1以上所有」の企業への技術輸出の

割合に限定しても、「電気」分野が高く、約4割（40．6％）を占めている。

前年度と比較して、全分野で「資本関係のある」企業への輸出の割合が増加

しているが、特に「機械」分野（＋19．2ポイント）、「金属」分野（＋11．4ガインり

「その他」分野（＋11．3ガイシ小）でその傾向は顕著である。

（図4　－　5、表4　－　4参照）

図4－5　契約相手先企業との資本関係（技術分野別）

■2分の1以上の所有田2分の1未満の所有口資本関係なし

表4胃4　技術分野別資本関係の有無
2 分 の 1 以 上 の 所 有 2 分 の 1 未 満 の 所 有 資 本 関 係 な し

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 2 0 ．4％ 2 5．1％ 4 ．7％ 10 ．7％ 15 ．7％ 5 ．0 ％ 6 8 ．8％ 59 ．2％ －9 ．6％

電 気 3 8．5％ 40 ．6％ 2 ．1％ 8 ．1％ 9 ．7％ 1．6％ 53 ．4％ 49 ．7％ －3 ．7％

機 械 10 ．8％ 2 2．9％ 12 ．1％ 12 ．9％ 20 ．0％ 7 ．1％ 76 ．3％ 57 ．1％－19 ．2％

化 学 18 ．6％ 19 ．6％ 1．0 ％ 9 ．9％ 15 ．2％ 5 ．3％ 7 1．4％ 65 ．2％ －6 ．2％

金 属 10 ．1％ 14 ．2％ 4 ．1％ 8 ．7％ 16 ．0％ 7．3％ 8 1．2％ 69 ．8％－11 ．4 ％

そ の 他 14 ．6 ％ 22 ．6 ％ 8 ．0 ％ 14 ．6 鮎 17．9％ 3 ．3％ 70 ．8％ 59 ．5 ％－11 ．3％

－38－



さ　らに技術分類別にみる　と、「非鉄金属」（64．3％）、「電子・通信用部品」

（62．5％）、「油脂・塗料」（55．6％）の三分野において「資本関係のある」

企業への輸出の割合が過半数を占めている。中でも「電子・通信用部品」では

「資本の　2分の1以上を所有する」企業への輸出の割合が55．0％と非常に高く

なっている。一方、資本関係のある企業への輸出の割合の低い技術に目を向け

ると「鉄鋼」（8．9％）、「精密機械」（12．5％）、「医薬品」（16．7％）が挙

げられる。（図4　－　6参照）

図4－6　契約相手先企業との資本関係（技術分類別）

25．1％　　　　　15．7％

38．6％　　　　　　5．3％

電子計算機

電子・通信用部品

発送電・産業用電気機械

輸送用機械

精密機械

有機化学

医薬品

油脂・塗料

その他の化学

鉄鋼

金属製品

非鉄金属

19．0％　　　9．5％

22．2％　　　　　　　　27．8％

7．5％　　　　　　　37．5％

4．2％　8．3％　　　　　　　　　　　　　　　　　87．5％

18．2％　　　　15．9％

14．8％　　　　　　　　　40．7％

35．7％　　　　　　　14．3％

2．2％　6．7％

18．2％　　　12．1％

■2分の1以上の所有国2分の1未満の所有□資本関係なし
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N＝57件

N＝40件

N＝21件

N＝108件

N＝24件

N＝44件

N＝30件

N＝27件

N＝28件

N＝45件

N＝33件

N＝28件



5．契約期間

技術分野別に契約期間の特徴をみる。「電気」分野については全体でみた場

合とほぼ同じ傾向を示している。「機械」分野については、「5年以上10年未

満」の割合が約4割（41．0％）を占めているのが特徴である。「化学」分野に

ついては、　5年未満の契約の割合が低く、10年以上の長期の契約の割合が29．8

％と高く　なっている。「金属」分野については5年未満の契約が52．8％と、短

期の契約の占める割合が高く　なっている。（図4　－　7、表4　－5参照）

図4－7　技術輸出契約の契約期間（技術分野別）

5・9％　　　　　29．5％　　　　　　　　　　　34．4％　　　　　　　12．5％　4．0％6．2％　7．4％

．．．ll－　－　－　一　一　－．．．－．一　一　一　－．一　一　－．－　－　－　－．－　－　－　一　胃　－　－　－　－　－．－　－　－　－　一　一　胃．－　－　－．一　一　胃　一　一．．－．r－　一　胃　．

4・6％　　　　28・2％　　　　　　　　　　　35．1％　　　　　　10．3％　4．0％8．0％　9．8％

3・9％　　　　　32・2％　　　　　　　　　　　　　41．0％　　　　　　10．7％2．9％　5．4％　3．9％

3．2％　17．1％　　　　　　　　31．0％　　　　　　　　　22．8％　　　　7．0％　7．0％　12．0％

＿‾　＿‥：こ　‾一　一一　　　　∴一一一　　／／／　　　／　　　＼ヾヾ

N＝174件

N＝205件

l■1年未満　国1年以上5年未満　　［コ5年以上10年未満E召10年以上15年未満

匡ヨ15年以上匿ヨ工業所有権等の期間まで［］その他

表4－5　技術分野別の契約期間
～ 1 年 1 、 5 年 5 ～ 10 年 10 ～ 15年

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 4 ．6％ 5 ．9％ 1 ．3 ％ 26 ．7％ 2 9 ．5％ 2．8％ 32 ．1％ 34 ．4 ％ 2 ．3％ 15 ．0％ 12 ．5 ％ －2．5％

電 気 7 ．5％ 4 ．6 ％ 胃2 ．9％ 30 ．4％ 2 8．2％ －2．2％ 34 ．8％ 35 ．1％ 0 ．3 ％ 11 ．8％ 10 ．3％ －1．5％

機 械 2 ．9 ％ 3 ．9％ 1．0％ 24 ．5％ 32 ．2％ 7 ．7％ 4 6 ．8％ 4 1．0 ％ －5．8 ％ 12 ．9％ 10 ．7％ －2 ．2％

化 学 1．2 ％ 3 ．2％ 2．0％ 18 ．0％ 17 ．1％ －0 ．9％ 23 ．6％ 3 1 ．0 ％ 7．4％ 2 1 ．7％ 2 2．8％ 1．1％

金 属 4 ．3％ 17 ．0％ 12．7％ 46 ．4％ 35 ．8％－10 ．6 ％ 26 ．1％ 34 ．9％ 8 ．8％ 10 ．1％ 5 ．7％ －4 ．4％

そ の 他 8 ．3％ 4 ．8％ －3 ．5％ 24 ．0％ 4 1．0 ％ 17 ．0 ％ 2 5 ．0％ 2 2．9％ 胃2 ．1％ 15 ．6％ 10 ．8％ －4 ．8％

15年 ～ 二［二葉 所 有 権 等 の 期 間 そ の 他

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 5 ．4％ 4 ．0％ －1．4％ 8 ．9％ 6 ．2％ －2 ．7％ 7 ．2％ 7 ．4％ 0 ．2％

電 気 3 ．7％ 4 ．0％ 0 ．3％ 6 ．2％ 8 ．0％ 1 ．8％ 5 ．6％ 9 ．8％ 4 ．2％

機 械 2．9％ 2．9％ 0 ．0％ 2 ．9 ％ 5 ．4％ 2 ．5％ 7 ．2％ 3 ．9％ －3 ．3％

化 学 9 ．9％ 7 ．0％ －2 ．9％ 16 ．8％ 7 ．0％ －9 ．8％ 8 ．7％ 12 ．0％ 3 ．3 ％

金 属 7 ．2％ 0 ．0％ －7 ．2％ 1 ．4 ％ 2 ．8％ 1 ．4％ 4 ．3％ 3 ．8％ －0 ．5％

そ の 他 3 ．1％ 6 ．0％ 2 ．9％ 14 ．6 ％ 7 ．2％ －7 ．4％ 9 ．4 ％ 7 ．2％ －2 ．2％
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さ　らにこれを技術分類別に詳し　く　みる。　5年未満の短期の契約の割合の高い

技術分類と　しては「鉄鋼」（93．4％）および「精密機械」（75．0％）が挙げら

れ、中でも「鉄鋼」は「1年未満」のものも37．8％を占めている。一方10年以

上の長期の契約の割合が高い技術分類と　しては「医薬品」（50．0％）および

「有機化学」（31．8％）が挙げられる。その中間の「5年以上10年未満」の契

約の割合が高い技術分類と　しては「非鉄金属」（75．0％）が挙げられる。また、

「工業所有権等の期間まで」の契約の割合が高い技術分類と　しては「電子・通

信用部品」（15．0％）がある。同じ技術分野でも技術分類によって契約期間に

大きな違いがあることが分かる。（図4　－8参照）

図4－8　技術輸出契約の契約期間（技術分類別）

5．9％　　　　　295％　　　　　　　　　　　344％　　　　　　125％　40％6．2％　74％

N＝726件

70％　　　　　298％　　　　　　　　　228％　　35％5．3％881あ　　　　22．8％

電子計算機

電子・通信用部品

発送電・産業用電気機械

輸送用機械

精密機械

有機化学

医薬品

油脂・塗料

その他の化学

鉄鋼

金属製品

非鉄金属

10．0％　125％　　　　　　　　　40．0％　　　　　　　　　150％　50％　15．0％　25％

35．0施　　　　　　　　　　　　　　　　　55．0％　　　　　　　　　　50％50％

N＝57件

N＝40件

N＝20件

46％　　　231％　　　　　　　　　　　　　463％　　　　　　　　12．0％　09％65％　65％

N＝108件

4．2％　　　　　　　　　　　　　　　708％　　　　　　　　　　　　　　　　　16．7％　　42％　42％

23％114％　　　　　　　　386％　　　　　　　　　　　　273％　　　　45％68％，91％

5．7％10．0％　　　　　　　　　40．0％　　　　　　　　100％　10．01あ　　　　　233％

N＝24件

N＝44件

N＝30件

33．3％　　　　　　　　　　　　　　　　　　51．9％　　　　　　　　　　74％　3．7％3．7％

14．3％　　　　　　　286％　　　　　　107％　　　179％　　71％　35％　179％

556％　　　　　　　　　　44％　22％

3，0％　　　　　　333％ 424％　　　　　　　　　　91％　91％30％

7．1％　　　　　　　　　　　　　　　　　75．0％　　　　　　　　　　　　　　　　　10．7％　7．1％

N＝27件

N＝28件

N＝45件

N＝33件

N＝28件

■1年未満　団1年以上5年末溝　　口5年以上10年末満図10年以上15年末溝

田15年以上固工業所有権等の期間まで□その他
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6．対価の受取方法

技術分野別に対価の受取方法についてみる　と、イニシャルペイメ　ントを受領

する割合は「化学」（64．0％）、「金属」（60．6％）分野において高く、「電

気」（51．1％）、「機械」（52．6％）、「その他」（46．9％）分野において低

い。一方、ラ　ンニングロイヤルティ　を受領する割合は「機械」分野において9

割以上（92．6％）と非常に高く、「金属」（53．9％）分野で低い。また、ミニ

マムペイメ　ント　を受領する割合は「化学」（14．1％）および「その他」分野

（20．0％）で高く　なっている。

前年度と比較する　と、「機械」、「その他」分野でイニシャルペイ　メ　ントを

受領する割合が大き　く減少してランニングロイヤルティ　を受領する割合が大き

く増加している一方で、「金属」分野ではイニシャルペイ　メ　ント　を受領する割

合が増加してラ　ンニングロイヤルティ　を受領する割合が減少している。

（図4　－　9、表4　－　6参照）

図4－9技術輸出契約の対価の受取方法（技術分野別）
（件）
N∃∋22N＝628Nここ476Nこ133Nこ・135N＝97　N＝190Nこ190Nこ175Nこ136N＝136N工99　Nこ99　N工102N工55　N工名4　Nこ毒5N＝50

事イ二シャんベイルト有田ラン二カ’ロイ†折イ有田ミニマムベイルト有

＊「ミニマムベイルト有」の割合は「ランニング口付椋イ有」の契約に占める割合

表4胃6　技術分野別の対価の受取方法
イニシャ1バ イメント有 ランニング ロイヤルティ有 ミニマムペ イメント有

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 6 2 ．6％ 5 5 ．5 ％ －7 ．1％ 76 ．8 ％ 76 ．8 ％ 0 ．0％ 12 ．0％ 8 ．2 ％ －3 ．8 ％

電 気 5 3 ．4％ 5 1 ．1％ －2 ．3 ％ 8 1．0 ％ 74 ．1％ －6 ．9％ 4 ．3％ 4 ．1 ％ －0 ．2 ％

機 械 7 1 ．1％ 5 2 ．6 ％－18 ．5 ％ 83 ．6 ％ 92 ．6 ％ 9 ．0％ 15 ．0％ 4 ．6％－10 ．4 ％

化 学 6 7 ．9％ 64 ．0 ％ －3 ．9 ％ 8 1．0 ％ 7 3 ．5 ％ －7 ．5 ％ 17 ．1％ 14 ．1％ －3 ．0％

金 属 5 1 ．6％ 6 0 ．6 98 9 ．0 ％ 6 4 ．1％ 5 3 ．9 ％－10 ．2 ％ 2 ．4 ％ 5 ．5％ 3 ．1％

そ の 他 62 ．5％ 4 6 ．9 ％－15 ．6 ％ 6 3 ．5％ 7 8 ．5 ％ 15 ．0 ％ 16 ．7 ％ 2 0 ．0％ 3 ．3 ％
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さ　らに、技術分類別にみる　と、イニシャルペイ　メ　ント　を受領する割合は「有

機化学」（85．7％）、「医薬品」（78．3％）、「発送電・産業用電気機械」

（72．2％）において7割以上と高く、「その他の化学」（16．7％）、「精密機

械」（33．3％）、「油脂・塗料」（37．0％）において低い。ただし、「有機化

学」は3年連続してイニシャルペイメ　ント　を受領する割合が最も高い技術分類

と　なっているが、その他の技術分類については年度ごと　に割合が大き　く　変化し

ている。イニシャルペイメ　ントを受領するか否かの判断に当たっては、技術分

類よ　り　も相手先企業との資本関係等の他の要因が大き　く影響する　ものと思われ

る。（図　3　胃17、図4　－10参照）

一方ランニングロイヤルティ　を受領する割合は、「発送電・産業用電気機械」、

「精密機械」で100％を示している他「その他の化学」（94．4％）、「油脂・塗

料」（92．6％）、「輸送用機械」（90．5％）で9割以上と高く　なっているのに

対し、「鉄鋼」（18．6％）、「電子計算機」（36．4％）、「有機化学」（50．0

％）で低く　なっており、過去2年間とほぼ同じ傾向を示している。

（図4　－11参照）

図4－10　イ二シャ調パイルト有の契約（技術分類別）

N＝44（件）N＝25　　N＝18　N＝105　N＝21　N＝42　　N＝23　　N＝27　　N＝18　　N＝40　　N＝31　N＝28

電子計算機　発送電・産業用電気機械　綿密機械　　　　　医薬品　　　　その他の化学　　　　金属製品
電子・通信用部品　　輸送用機械　　　　有機化学　　　　油脂・塗料　　　　　鉄鋼　　　　　　非鉄金属

図4－11ランニングロイヤルティ有の契約（技術分類別）

N＝胡（件）N＝25　N＝20　N＝105　N＝21　N＝42　N＝23　N＝27　N＝18　N＝43　N＝31　N＝28

0％
11111－1111H

電子計算機　発送電・産業用電気機械　綿密機械
電子・通信用部品　　輸送用機械 有機化学

医薬品
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その他の化学
油脂・塗料

金属製品
鉄鋼　　　　　　非鉄金属



7．独占権・再実施権

技術分野別に独占権・再実施権の付与の割合についてみると、独占権につい

ては、付与する割合の高い分野〔「機械」、「化学」、「その他」〕と付与す

る割合の低い分野〔「電気」、「金属」〕の二つに大き　く分かれる。再実施権

を付与する割合は「化学」分野で他の分野よ　り高く　なっている。

前年度と比較すると「化学」分野で独占権（胃11．0ポイント）、再実施権

（－18．3ポイント）ともに付与する割合が大き　く減少している。一方「電気」およ

び「機械」分野で独占権を付与する割合が大き　く（＋7．7ガイ日、十9．5ポイント）増

加している。（図4　胃12、表4　－　7参照）

図4－12独占権・再実施権有の契約（技術分野別）

N＝722（件）　　N＝174　　　　N＝203　　　　N＝158　　　　N＝104　　　　N＝幻

表］独占権有［コ再実施権有

表4－7　技術分野別の独占権・再実施権の有無
独 占権 有 再 実 施 権 有

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 34 ．6％ 34．3％ －0．3％ 13．6％ 8．8％ －4 ．8％

電 気 13 ．0％ 2 0．7％ 7．7％ 6．3％ 6．9％ 0 ．6％

機 械 34 ．8％ 4 4．3％ 9．5％ 2．2％ 8．4％ 6 ．2％

化 学 54 ．0％ 4 3．0％－11．0％ 3 1．7％ 13．4％胃18．3％

金 属 23．5％ 17．3％ －6．2％ 10 ．1％ 5．7％ 胃4．4％

そ の他 4 6．2％ 4 3．4％ －2．8％ 14 ．3％ 8．4％ －5．9％
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さらに、技術分類別にみると独占権の付与の割合については、「医薬品」、

「その他の化学」、「油脂・塗料」といった「化学」分野の技術で高く、「鉄

鋼」、「電子計算機」で低く　なっている。（図4　－13参照）

再実施権についてみる　と、「医薬品」において付与する割合が高いことが大

きな特徴といえる。（図4　－14参照）

図4－13　独占権有の契約（技術分類別）

N＝57（件）N＝40　　N＝20　N≡110　N324　N＝44　　N＝30　　N≡27　N＝28　　N＝45　N＝32　　N＝27

電子計算機　発送等・産業用電気機械　綿密機械
電子・通信用部品　　輸送用機械 有機化学

医薬品　　　　その他の化学　　　　全属製品
油脂・塗料　　　　　鉄鋼　　　　　　非鉄金属

図4－14　再実施権有の契約（技術分類別）

N＝57（件）N＝39　　N＝20　N2109　N＝24　N≡糾　　Nミ30　　N＝27　N≡27　N＝45　　N工32　　N＝28

電子計算機　発送弯・産業用電気機械　精密機械

電子・通信用部品　　輸送用機械

医薬品　　　　その他の化学　　　　金属製品
有機化学　　　　油脂・塗料　　　　　鉄鋼　　　　　　非鉄金属
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8．技術の種類

輸出される技術に含まれる技術の種類を技術分野別に考察してみる　と、特許

を含む割合は「電気」、「機械」、「化学」の三分野ではほぼ同じ割合であり、

「金属」、「その他」分野で低く　なっている。ノ　ウハウを含む割合については

分野によ　ってそれほど大きな違いはみられないが、「化学」、「金属」分野で

9割を越えている。商標を含む割合については「化学」分野で高く、「金属」

分野で低い。前年度と比べる　と「電気」および「機械」分野では特許を含む割

合が増加しノ　ウハウを含む割合が減少しているのに対して、「化学」および

「金属」分野では特許を含む割合が減少しノ　ウハウを含む割合が増加している。

（図4　胃15、表4　－8参照）

さて、これらを技術分類別にみると、特許を含む割合は「精密機械」、「発

送電・産業用電気機械」、「電子・通信用部品」、「医薬品」の四分野で6割

以上と高く、一方「油脂・塗料」、「電子計算機」では非常に低く　なっており、

同じ技術分野でも、技術分類によ　って大きな違いがでている。

（図4　胃16参照）

ノ　ウハウを含む契約の割合については、「電子・通信用部品」およ　び「金属

製品」以外のすべての業種で8割を越えており、特に「発送電・産業用電気機

械」ではすべての契約にノ　ウハウが含まれている　こ　とが分かる。

（図4　肩17参照）

商標を含む割合については「その他の化学」で78．6％と飛び抜けて高く　なっ

てお　り、その他「油脂・塗料」、「医薬品」と「化学」分野の技術で高い値を

示している。（図4　－18参照）

図4－15特許・ノウハウ・商標有の契約（技術分野別）

N＝711（件）　　　N＝162　　　　　N＝205　　　　　N＝158　　　　　N＝102　　　　　N＝84

「十
全体　　　　電気　　　　機械　　　　化学　　　　金属　　　　その他

■特許有　田ノウハウ有　国商標有
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表4－8　技術分野別の特許・ノウハウ・商標の含まれる割合
特 許 有 ノ ウ ハ ウ有 商 標 有

5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 42 ．8％ 4 1．9％ －0．9％ 8 7．7％ 8 8．5％ 0 ．8％ 1 8．8％ 19．8％ 1．0％

電気 4 1．6％ 4 3．8％ 2．2％ 8 7．6％ 8 7．0％ －0 ．6％ 1 8．0％ 11．7％ －6 ．3％

機 械 36 ．0％ 4 5．9％ 9．9％ 92 ．1％ 8 6．3％ －5 ．8％ 16 ．5％ 2 3．9％ 7 ．4％

化 学 52．2％ 4 3．7％ －8．5％ 84 ．5％ 94 ．3％ 9．8％ 26 ．1％ 3 1．6％ 5．5％

金 属 4 4．9％ 34 ．3％胃10．6％ 88．4％ 9 1．2％ 2．8％ 5 ．8％ 4 ．9％ －0．9％

そ の他 3 7．5％ 34 ．5％ －3．0％ 86 ．5％ 8 2．1％ －4．4％ 20 ．8％ 2 1．4％ 0．6％

1∝〉％

80％

成）％

40％

20％

0％

電子計肩機　発送電・産集用電気機は　綿密機は　　　　　医薬品　　　　その他の化学　　　全員製品

電子・通信用的晶　　輸送用親機　　　　有機化学　　　　油脂・塗料　　　　　鉄鍋　　　　　非鉄全員

図4－17　ノウハウ有の契約（技術分類別）
Nミ52（件）Nコ37　　N－21　帖109　N工24　　Nコ44　　Nコ30　　NS27　　N＿28　　NE43　　N工32　　N＿27

963％　964％　97．7％　　　　　　96．3％

llIIIIIl肩Ill
電子計肩機　莞送電・産集用電気機械　綿密機傭

電子・通信用酌晶　　輸送用機械
医薬品　　　　　その他の化学

油脂・塗料

金員製品

鉄鋼　　　　　　非鉄全員

－47－



9．特定技術分野

今までは技術分類を中心と　してみてきたが、ここでは切り　口をかえて、特定

の八つの技術〔電子計算機＜ハードウェア・ソフト　ウェア・サービス（＊注9）

＞、半導体、原子力、航空・宇宙、医薬品、バイ　オテクノロジー：特定技術分

野〕の技術に着目　し、技術輸出の状況をみる。なお、これらの技術を重複して

含む場合は、すべて回答しても　ら　う　よ　う依頼している。

その結果、平成6年度に件数の多かったものを挙げる　と、ソフト　ウェアが全

体の7．1％、医薬品が3．7％、半導体が2．4％となってお　り、ソフト　ウェアの比率

が過去2年間と比べて大き　く増加している一方で、医薬品の比率が前年度よ　り

ほほ半減している。（表4　－　9参照）

さて、ここで特定技術分野で全体に占める割合が高かった技術についても　う

少し詳し　く　みる。医薬品については、既に技術分類別データ　を記載しているの

で、　ここではソフト　ウェアを　と　り　あげる。

ソフト　ウエアの輸出先の地域をみる　と、前年度も技術輸出契約全体の傾向と

比べてアジア向けの割合がやや低かった（50．0％）が、今年度についてはさら

に低く（36．7％）なっている。（図4　胃19参照）

また、ソフト　ウェアについて輸出相手先企業との資本関係をみる　と、前年度

と同様に資本の2分の1以上を所有する企業への輸出の割合が高く　なっている。

（図4　－　2　0参照）

次にソフト　ウェアの契約内容についてみる　と、最も大きな特徴と　しては対価

の受取方法が挙げられる。全体でみた場合、イニシャルペイメ　ントを受領する

割合（55．5％）よりランニングロイヤルティを受領する割合（76．8％）の方が

高く　なっているが、ソフトウェアの場合、イニシャルペイメ　ントを受領する割

合（78．9％）の方がランニングロイヤルティ（39．5％）を受領する割合よ　り高

く　なっている。（図4　－　21参照）

（＊注9）電子計算機のサービスとは、電子計算機の運用・管理等の技術支援

のこ　と　を指す。
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表4－9　特定技術分野の件数の推移

特 定 技 術 分 野

平 成 4 年 度 平 成 5 年 度 平 成 6 年 度

件 数 割 合 件 数 割 合 件 数 割 合

電 子 計 算 機 （ハードウェア） 16 2 ．2％ 1 1 1．8％ 6 0．9％

電 子 計 算 機 （ソフトウェア） 3 1 4 ．4％ 3 0 4 ．8％ 4 9 7．1％

電 子 計 算 機 （サービ ス） 5 0．7％ 6 1．0％ 7 1．0％

半 導 体 16 2．2％ 2 2 3．5％ 17 2．4％

原 子 力 0 0．0％ 1 0．2％ 1 0．1％

航 空 ・宇 宙 3 0．4％ 1 0．2％ 2 0．3％

医 薬 品 4 2 5．9％ 5 0 8．0％ 2 6 3．7％

バ イ オ テ ク ノ ロ ジー 5 0．7％ 2 0．3％ 5 0．7％

全 体 7 12 100％ 6 26 1 00％ 6 94 10 0 96

図4－19　ソフトウエアの契約相手先地域

18．6％　　　　15．9％

l■北アメリカ　臼ヨーロッパ　田アジア［コその他

図4－20　ソフトウエアの契約相手先との資本関係

25．1％　　　　　15．7％

3含．8％　　　　　　　6．1％

■資本の2分の1以上田資本の2分の1未満□資本関係なし

ソフトウェア

図4－21ソフトウェアの対価の受取方法

N＝622（件）N＝628　　　　　　　　　　　トk38　　N＝38

N＝730件

N＝728件

■lイ二シ叫ベイルト有　Eヨランニングロイヤルティ有
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10．クロスライセンス契約

最後に、契約形態、特にクロスライセンス契約について分析する。まず最初

に、平成6年度の技術輸出契約の形態を技術分野別にみると、前年度と同様に、

「電気」分野において、クロスライセンス契約の割合が他の分野に比べて非常

に高くなっている。それに対して「機械」および「金属」分野では、クロスラ

イセンス契約と無償契約の割合が低く、ほとんどが有償契約であることが分か

る。（図4胃2　2、表4－10参照）

図4■22　技術輸出契約の契約形態（技術分野別）

85．5％

10・3％　　　　　　　　　　　　　　77．0％

5・4％　　　　　　　　　　　　　　　　92．1％

5．7％

N＝723件

細l無価契約Eヨ有償契約ロクロスライセンス

表4－10　技術分野別の契約形態
無 償 契 約 有 償 契 約 ク ロ ス ラ イ セ ン ス

5 年 度 6 年 度 1酎 成 5 年 度 6 年 度 増 減 5 年 度 6 年 度 増 減

全 体 1 0 ．9 ％ 8 ．9 ％ －2 ．0 ％ 82 ．1％ 85 ．5％ 3 ．4 ％ 7 ．0 ％ 5 ．7 ％ －1．3 ％

電 気 1 8 ．6 ％ 10 ．3 ％ －8 ．3 ％ 69 ．6％ 77 ．0％ 7 ．4 ％ 1 1 ．8 ％ 12 ．6 ％ 0 ．8 ％

機 械 7 ．9％ 5 ．4％ －2 ．5 ％ 9 0 ．6 ％ 92 ．1％ 1．5 ％ 1．4 ％ 2 ．5％ 1 ．1％

化 学 1 1 ．2％ 1 1 ．4％ 0 ．2 96 8 2 ．6 ％ 84 ．2 ％ 1．6 ％ 6 ．2％ 4 ．4 ％ －1 ．8 ％

金 属 1．4 ％ 2 ．9％ 1 ．5 ％ 9 1 ．3 ％ 96 ．2 ％ 4 ．9 ％ 7 ．2％ 1．0％ －6 ．2 ％

そ の 他 8 ．3 ％ 16 ．9％ 8 ．6％ 8 3 ．3 ％ 75 ．9 ％ －7 ．4 ％ 8 ．3％ 7 ．2 ％ －1 ．1％
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そこで過去3年間のクロスライセンス契約の技術分野の内訳をみると、「電

気」分野が48．5％と全クロスライセンス契約の半数近く　を占めていることがわ

かる。それに対して、「機械」（9．6％）および「金属」（5．9％）分野は非常

に少な　く　なっている。（図4　－　2　3参照）

次に技術分野別にクロスライセンス契約の内訳をみると、「機械」、「その

他」、「化学」分野では「対価を受け取るもの」の割合が高く過半数を占めて

いるのに対して、「電気」分野では「対価を支払う　もの」が約2割（19．7％）

を占め、「対価を受け取る　もの」の割合は42．4％にとどまっている。このよう

に、技術分野によってクロスライセンス契約の割合およびその形態に大きな違

いがあることが分かる。（図4　－　2　4参照）

図4－23　クロスライセンス契約の技術分野（3年間合計）
26．0％　　　　　　　　　　25．0％　　　　　　　　　22，1％　　　　　12．3％　　　14．6％

96％　　　18．4％　　　5．9％　　17．6％

■l電気田機械　田化学田金属⊂］その他

クロスライセンス契約 N＝136件

図4－24　技術分野別のクロスライセンス契約の内訳（3年間合計）

■対価受取圏等価交換［コ対価支払
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さ　らに技術分類別にク　ロスライセンス契約が過去3年間に　5件以上あったも

のを挙げる　と、「電子・通信用部品」が全クロスライセンス契約の約4分の1

（26．5％）を占めている他、「電子計算機」（11．8％）、「通信機械」（3．7％）

とやはり「電気」分野の技術が多　く　なっている。また、技術輸出件数の全数で

は最も多い「輸送用機械」ではクロスライセンス契約の比率が2．2％と低いのに

対して、「その他」分野のう　ち「石油・石炭製品」、「繊維」、「プラスチッ

ク製品」に関する技術が、技術輸出件数はそれほど多く　ないもののク　ロスライ

センス契約の比率が高く、クロスライセンス契約件数では上位を占めている。

特に「石油・石炭製品」は仝技術輸出22件のう　ち13件がクロスライセンス契約

と　なっている。

これらの技術分類についてク　ロスライ　センス契約の内訳をみる　と上位2技術、

「電子・通信用部品」と「電子計算樺」において大きな違いがみられる。「電

子・通信用部品」では「対価を受け取る　もの」が過半数を占め、さ　らに「対価

を支払う　もの」が4分の1を占めているのに対して、「電子計算機」では「対

価を支払う　もの」はほとんど存在せず、「等価交換のもの」が6割以上を占め

ている。（表4　－11参照）

表4－11クロスライセンス契約件数上位技術分類（3年間合計）

クロス ライセンス契約 仝技術輸

出契約

クロスライセンス

の比率対価受取 等価交換 対価支払 合計

1 電子 ・通信用部品 19 8 9 36 （26．5％） 126 28．6％

2 電子計算機 5 10 1 16 （11．8％） 140 11．4％

3 石油 ・石炭製品 5 8 0 13　 （9．6％） 22 59．1％

4 繊維 5 3 0 8 （5．9％） 32 25．0％

5 輸送用機械 5 1 0 6　 （4．4％） 272 2．2％

6 通信機械 1 3 1 5　 （3．7％） 52 9．6％

7 医薬品 3 1 1 5　 （3．7％） 122 4．1％

8 プラスチ ック製品 3 0 2 5　 （3．7％） 46 10．9％

その他 24 16 2 42 （30．9％） 1，247 3．4％

全体 70 50 16 136　 （100％） 2，059 6．6％
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また特定技術分野の契約形態についてみてみる　と、ソ　フト　ウェアおよ　び医薬

品についてはクロスライセンス契約の割合は4％前後と低いのに対して、半導体

およ　びハードウェアではそれぞれ40．0％、33．3％と非常に高　く　なっている。半

導体やハードウェアについては、関連する技術が編棒し、1つの製品に何百も

の特許が含まれている。そのため、支払うべき　ロ　イ　ヤルティ　を軽減し、　さ　らに

他者の権利侵害によ　る紛争を予防するために、ク　ロスライ　セ　ンス　という手段が

と　られている　も　の　と思われる。

またクロスライセンス契約の「対価を支払う　もの」16件のう　ち　7件が半導体

関連の技術であるが、半導体については基本的な特許を米国企業が所持してお

り、その多額なロイヤルティ　を軽減するためにクロスライセンス契約が締結さ

れている　ものと思われる。（図4　－　2　5参照）

図4－25　特定技術分野の契約形態（3年間合計）

8．7％　3．4％2．4％0．8％

■昏暮器
N＝2059件

3．0％　12．1％　　　15．2％　　6．1％

ハードウエア

ソフトウェア

［田［＝コ囚
23．6％　　　　3．6％

［　］　□
12．7％　　10．9％　　　16．4％　　　12．7％

［⊃匡∃［＝コ四

N＝33件

N＝110件

N＝55件

305％　　　2．5％0．8％　0．8％

l‾、　；j‥l

■有償契約［］無価契約固相ス・受取［コクロス・等価四クロス・支払
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Ⅴ．　技術輸　出　入　の　上ヒ疇変

Ⅲ、Ⅳ章では、技術輸出の状況について技術輸出のみに着目　し、分析を行っ

てきたが、本章においては、この「日本の技術輸出の実態調査」によって明ら

かになった平成6年度の新規の技術輸出の動向と当研究所が作成している「外

国技術導入の動向分析（平成6年度）」（NISTEP REPORT No．46）との比較を通

して技術貿易の実態を解明していく　こ　と　とする。

1．　はじめに

さて、技術輸入のデータ　との比較を行う　にあたって、本調査における技術輸

出のデータ　と「外国技術導入の動向分析」による技術輸入のデータ　との間には

いく　つかの相違点が存在するため、比較の際にはこの点に留意する必要がある。

（表5　－1参照）

まず、調査方法に関して、技術輸出調査はアンケート方式による抽出調査で

あり、技術輸入調査の方は、法令に基づく　報告書等を集計した全数調査である。

また、これ以外に、調査対象企業に大きな違いが存在する。技術輸出に関する

調査対象企業は、資本金10億円以上の企業のため（＊注10）、資本金10億円

未満の企業はも　と　も　と調査対象から除外されている。一方、技術輸入のデータ

はすべての技術輸入契約を対象と　しているため、資本金10億円未満の企業の行

った技術輸入契約も含まれている　こ　と　になる。そこで、技術輸出のデータ　との

比較の際には、可能な限り　同一ベースでの比較を行う　ため、平成6年度の新規

の全技術輸入契約3135件のう　ち、資本金10億円未満の企業の行った技術輸入契

約（＊注11）を除外し、資本金10億円以上の企業の行った技術輸入契約2098

件をと　り　だして比較を行う　こ　と　とする。（図　5　－1参照）

（＊注10）今年度は資本金10億円未満の企業について　も調査を行っているが、

資本金10億円以上の企業と調査方法が異なるため、本章では分析対象に含めな

い。

（＊注11）平成6年度の新規の技術輸入を行った企業数および輸入件数のう

ち、資本金10億円未満の企業の行った技術輸入契約は企業数で55．4％、契約件

数で33．1％である。

［　備　考　］

技術輸入のデータ　は本文でもふれたよ　う　に今回の調査ではな　く、「外国技術

導入の動向分析」作成時に用いたデー　タ　を引用　している　ため、技術輸入に関す

るグラフおよび表上に、（＊）の印をつけて区別する。
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表5－1　技術輸出・技術輸入統計の比較表

技　 術　　 輸　　 出 技　 術　　 輸　　 入

調査報告書 今 回の調査 外国技術導入の動向分析 （☆）

調査対象 資本金10億円以上で研究開 すべ ての企業

発 を行っている企業およ　び （今 回の比較 にあたっては資

技術貿易 と関連のある企業 本金10億円以上の企業を抽

1 5　6　9 社 出）

調査方法 郵送 によ　る　アンケー ト調査 法令 （☆）に基づ く　報告書等

回答企業　　　　　 9　0　0 社

回収率　　　　　　　 57．4％

を集計 した全数調査

技術貿易の調 特許 ・実用新案 ・意匠 ・ 同左

査範囲 商標 ・ノ　ウハウの譲渡及び

使用権の設定

調査対象契約 契約月　日が平成 6 年 4　月 1 同左 （報告年月　日が左記の

日から平成 7 年 3　月　3 1 日

までの契約

期間のも　の）

（☆）外国為替および外国貿易管理法に基づいてなされる技術導入に関する

報告書等を　も　とにして、当研究所が毎年作成している「外国技術導入

の動向分析」の平成6年度版のデータを用いたものである。

図5－1技術輸入実施企業数と技術輸入件数（資本金別）

8．7％

（※）輸入企業数 （※）輸入件数

案～10億円　　田10～50億円［コ50～100億円

図100～500億円国500億円～
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2．技術分類別輸出入契約状況

技術分野別に輸出入を比較する　と、技術輸入においては、「電気」分野の占

める割合が約　7割（69．3％）と高く、「金属」分野の占める割合が低い（1．4％）

こ　とが、特徴と　して挙げられる。技術輸出では、各分野から比較的均等に輸出

されているが、技術輸入では「電気」分野に集中　しているこ　とがわかる。

（図　5　－　2参照）

さ　らに、技術分類別にみる　と、まず技術輸出については3年連続して「輸送

用機械」が一位を占めてお　り、その他に「電子計算機」、「電子・通信用部品」

も　3年連続して上位を占めている。一方技術輸入についてもこれまでと同様に

「電子計算機」の割合が非常に高く、過半数（54．6％）を占めている。輸出に

ついてはいろいろな技術から幅広　く　行われている　のに対し、輸入については

「電子計算機」関連の技術が突出していることがわかる。（表5　－　2参照）

3．契約柏手先回・地域

技術輸出においては、アジアへの輸出が年々増加し今年度は6割以上を占め

ており、残り　を北アメリ　カ、ヨーロッパが半分ずつを占めているのに対し、技

術輸入においては北アメリ　カが71．6％、　ヨーロ　ッパが25．6％でアジアからの輸

入はほとんどない（2．1％）といったかな　り異なった様相を呈している。

（図　5　－　3参照）

また、輸出入の上位五ヶ国・地域をみても、輸出では米国が16．7％を占めて

いる以外は、アジアの国・地域が占めているのに対して、輸入では米国が7割

近く（69．3％）を占め、残り　をヨーロ　ッパの国々が占めている　といった特徴が

でている。（図　5　－　4参照）

図5－2　技術輸出入契約の技術分野の内訳

技術輸出

69．3％

（＊）技術輸入

■電気国機械固化学田金属ロその他
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表5－2　技術輸出入契約件数上位10技術分類
技術輸出 （＊）技術輸入

技術分類 件数 件数割合 技術分類 件数 件数割合

輸送用機械 110 15．1％電子計算機 1，146 54．6％

電子計算機 57 7．8％電子 ・通信用部品 117 5．6％

鉄鋼 45 6．2％医薬品 82 3．9％

有機化学 44 6．0％ボイラ ・原動機 73 3．5％

電子 ・通信 用部品 40 5．5％外衣 66 3．1％

金属製品 33 4．5％ラジオ・テレビ ・音響 65 3．1％

医薬品 30 4．196通信機械 53 2．5％

その他化学製品 28 3．8％精密機械 51 2．4％

非鉄金属 28 3．8％電子応用装置 50 2．4％

油脂 ・塗料 27 3．7％化学機械装置 44 2．1％

その他 288 39．5％その他 35 1 16 ．7％

全体 730 100 ．0％全体 2，098 100．0％

図5－3　技術輸出入契約の契約相手先地域

18．6％　　　　　15．9％

技術輸出

（＊）技術輸入

手手一一一＿二二二∴‥‥幸手；・：：‥手
N＝730件

25．6％　　2．1％　0．7％

＿　　　＿　・声｛㍉

■北アメリカ臼ヨーロッ／1日ヨアジア【コその他

図5－4　技術輸出入契約の契約相手先回・地域

その他12．2％

技術輸出

－57－

N＝工2098件

米国　69．3％

（＊）技術輸入



さ　らに、技術分野別に、契約相手先地域の特徴をみる。技術輸出については

「化学」分野で他の分野に比べてヨーロ　ッパの割合が高く、アジアの割合が低

く　なっているが、各分野と　もアジア向けが約6割を占めており、ほぼ同じ傾向

を示している。一方技術輸入については分野によ　って北アメリ　カ　と　ヨーロ　ッパ

の比率が異なっている。「電気」分野は北アメリ　カの割合が約8割と他の分野

と比べて高く　なっているのに対して、「その他」分野はヨーロ　ッパの割合が北

アメリ　カの割合を上回っている。（図　5　－　5参照）

図5－5　技術分野別の契約相手先地域

☆全分野

技術輸出

（a）電気分野

62．3％

技術輸出

（b）機械分野

（＊）技術輸入

79．5％

（＊）技術輸入
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（C）化学分野

（d）金属分野

（e）その他分野

65．5％

技術輸出

（＊）技術輸入

（＊）技術輸入

（＊）技術輸入

■北アメリカ囲ヨーロッパ田アジア［コその他
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4．契約期間

契約期間について輸出入を比較すると、輸出契約においては、「5年以上10

年未満」の割合が高く、輸入契約においては「その他」の期間の割合が高くな

っているが、それ以外では各契約期間の占める割合に大きな差はないといえる。

（図5　－　6参照）

5．契約形式

まず、技術貿易の契約形態についてみると、両者とも有償契約が主体である

が、技術輸出の方が無償契約の割合が高く　なっている。（図5　胃　7参照）

対価の支払方法（＊注12）については、技術輸出は技術輸入と比較すると、

イニシャルペイメ　ントを受領する割合が低く、ランニングロイヤルティ　を受領

する割合が高く　なっている。この違いは、技術輸入では前章でみたよ　う　にイニ

シャルペイメ　ントが主体であると考えられるソフト　ウェアを含む割合が高いこ

と　による　と思われる。（図　5　－8参照）

独占権および再実施権の付与の割合については、技術輸出は技術輸入に比較

する　と、独占権を付与する割合がやや高く、再実施権を付与する割合が低く　な

っている。（図　5　胃　9参照）

対価の支払方法・契約条件（独占権・再実施権）の取り決めについては、前

年度同様、技術輸出　と技術輸入の問で特徴的な違いがみられる。

図5－6　技術輸出入契約の契約期間

5．9％　　　　　　29．5％　　　　　　　　　　　　344％　　　　　　　12．5％　4．0％6．2％　7．4％

技術輸出

（＊）技術輸入

歴悪因E＝：］四日田口
4．3％　　　　　　30．0％　　　　　　135％　　5．1％2．0％　10．1％　　　　　　34．9％

圏溺［∃匠匿＝＝＝］
■1年未満lロ1年以上5年末溝　　　　田5年以上10年未満田10年以上15年未満
【ヨ15年以上田工業所有権等の期間まで⊂］その他

N＝726件

N＝2098件

（＊注12）技術輸入のデータには、イニシャルペイメ　ント　に一括払、ラ　ンニ

ングロイヤルティ　に定額払が含まれている。
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図5－7　技術輸出入契約の契約形態

8．9％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　855％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　57％

技術輸出

（＊）技術輸入

□

35％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　91fi陽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．9％

■無価契約【ヨ有価契約　tヨクロスライセンス

図5－8イニシャルベイルト・ランニングロイヤルティ有の契約

N＝622（件）N＝628　　　　　　　　　　　N＝1986　N＝1986

N＝723件

N＝2098件

ql仁シャ仙’イルト有　E】ランニングロイヤルティ有

田独占権有　Eヨ再実施権有
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6．技術の種類

輸出および輸入と　もノウハウ（＊注13）はほとんどの契約に含まれており、

次いで特許、商標の順となっているが、特許を含んでいる割合については、輸

出の方が輸入に比べて非常に高く　なっていることが大きな特徴である。

（図　5　－10参照）

7．特定技術分野

調査方法の違いを考慮しても、ソフト　ウェアを含む契約の割合が、輸出の場

合には全体の7．1％、輸入の場合には全体の50．8％と大き　く異なっているこ　とが

注目　される。（図5　－11参照）

8．技術輸出入実施企業の状況

（1）技術輸出入企業の資本金別

実施企業数では輸出入と　も、「資本金100億円以上500億円未満」の企業の占

める割合が一番高く、次いで「資本金10億円以上50億円未満」の企業の順とな

っており、また各資本金区分の企業が占める割合も輸出入においてほぼ似通っ

ている。一方、契約件数でみてみる　と、輸出入と　も「資本金500億円以上」の企

業が一番多く　なっているが、その割合は輸出において35．3％であるのに対し、

輸入では48．9％とほぼ2分の1を占めている。（図5肩12参照）

図5－10特許・ノウハウ・商標有の契約
N＝711（件）　　　　　　　　　　　N＝2098

l表特許有田ノウハウ有田商標有

（＊注13）技術輸入の統計は、特許の中に実用新案、意匠を含み、ノ　ウハウ

の中に出願中特許を含んで集計している。
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図5－11特定技術を含んだ契約

図5－12　技術輸出入契約実施企業数と契約件数（資本金別）

（＊）技術輸入

（＊）技術輸入

実施企業数

18．4％　　　　126％　　　　　　　　　337％

脳阻，．…‖…．日．∴

■10～駒億円田50－100億円団1∞～5∞億円団500億円～
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（2）技術分野別輸出入企業

すべての輸出入された技術を、技術分野別に分類し、各技術分野について上

位　5位までの業種を調べた。

「電気」分野についてみる　と「通信・電気計測器工業」、「電気機械器具工

業」が、輸出入と　も上位に位置しているが、輸出ではその他に「自動車工業」

輸入では「卸売業」が上位を占めている。

（図　5　－13参照）

図5－13　電気分野の業種別技術輸出入件数

電気機械器具工業　30．9％

技術輸出

通信・電気計測器工業　37．1％

（＊）技術輸入

［　備　考　］　卸売業・小売業の中には、契約のみに携わり取引を行った技

術を直接利用しない場合も含まれる。（商社等）
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「機械」分野についてみる　と、輸出では「自動車工業」が最も多く、以下

「機械工業」、「その他輸送機械工業」が上位を占めているのに対して、輸入

では「運輸・通信・公益業」が最も多く　なっている。（図5　－14　参照）

「化学」分野についてみる　と、輸出入と　も「総合化学工業」、「医薬品工業」

が上位を占めているが、輸出はこれら二業種以外に「油脂・塗料工業」、「そ

の他化学工業」といった業種が上位を占めているのに対して、輸入は上位の業

種の中に、「機械工業」、「卸売業」がある。（図5　－15参照）

図5－14　機械分野の業種別輸出入件数

その他14．5％

・七＼ヽ
自動車工業　32．9％

機械工業　26．6％

技術輸出

機械工業11．7％
その他輸送用機械工業　8．4％

（＊）技術輸入

図5－15　化学分野の業種別輸出入件数

毒手…手≡…′手

機械工業　6．7％

（＊）技術輸入
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「金属」分野は、「鉄鋼業」、「非鉄金属工業」が輸出入と　も上位を占めて

いるが、輸出については「鉄鋼業」が過半数を占めているのに対し、輸入につ

いては、それぞれ約3割を占めている。（図5　－16参照）

「その他」分野については、輸出入によってかな　り異なった様相を呈してい

る。輸出では「窯業」、「繊維工業」、「ゴム製品工業」など様々な業種から

行われているのに対して、輸入では「卸売業」、「小売業」といった第三次産

業の割合が高く　なっている。（図5　－17参照）

図5－16　金属分野の業種別輸出入件数
その他　6．6％

：＿芋、l＝‾lミニ

鉄鋼業　55．7％

（＊）技術輸入

図5－17　その他分野の業種別輸出入件数

窯業17．9％

総合化学工業　9．5％

技術輸出

（＊）技術輸入
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Ⅵ．　産業分業定男叫の分析枯果

第Ⅳ・Ⅴ章では、輸出された「技術」の内容で分類し、「技術」という断面か

らの考察を行ってきたが、本章では、各産業と輸出された技術との関連を中心に

産業分類別の特徴をみる。

1．輸出状況

産業分類別に技術輸出件数の多いものを挙げると、「自動車工業」、「電気機

械器具工業」、「通信・電気計測器工業」、「機械工業」、「鉄鋼業」の順とな

っている。2年連続して「通信・電気計測器工業」の割合が減少した一方で、

「自動車工業」の割合が前年度より大幅に増加して最大の技術輸出業種となって

いる。その他では、前年度よりの減少が著しい業種として「医薬品工業」、増加

が著しい業種として「機械工業」、「鉄鋼業」が挙げられる。（表6－1参照）

表6－1　技術輸出契約の産業分類の内訳

平成 4 年度 平成 5 年度 平 成 6 年度

技術 分額名 件数 割 合 技術分 類名 件 数 割合 技術 分類名 件 数 割合

1 通信 ・電気計測器工 業 110件 15．4％通 信 ・電気計測器工業 79件 12．6％ 自動車工業 97件 13 ．3％

2 自動車 工業 88件 12．4％電気機 械器具工業 6 1件 9．7％電気 機械 器具工業 77件 10．5％

3 電気機 械器具工業 70件 9．鍋 総 合化学工業 56件 8．9％通信 ・電気計 測器工 業 73件 10．0％

4 総合化学工業 54件 7．6％医薬品工業 51件 8．1％機械 工業 67件 9．2％

5 機械工業 50件 7．0％自動車工業 50件 8．0％鉄鋼 業 62件 8 ．5％

6 非鉄金属工業 38件 5．3％機械工業 49件 7．8％総合 化学工業 52件 7．1％

7 鉄鋼業 36件 5．1％鉄 鋼業 42件 6．7％油脂 ・塗料工業 33件 4．5％

8 医薬品工 業 35件 4．9％油 脂 ・塗料工業 38件 6．1％非鉄 金属工業 33件 4．5％

9 油脂 ・塗料 工業 28件 3．9％非鉄 金属工業 32件 5．1％その他輸 送用機械工業 27件 3．7％

10 窯業 28件 3，9％その他輸送 用機械工 業 28件 4．5％医薬品工業 26件 3．6％

11 建設業 25件 3 ．5％窯業 26件 4．2％金属製品工業 24件 3．3％

12 その他輸 送用機械工業 25件 3 ．5％食品工業 23件 3．7％精密機械工業 23件 3 ．2％

13 食 品工 業 19件 2 ．7％建 設業 16件 2．6％繊維工業 20件 2 ．7％

14 繊 維工 業 18件 2 ．5％繊維工 業 13件 2．1％窯業 20件 2．7％

15 金 属製品工業 16件 2 ．2％ その他の化学工業 20件 2．7％

その他 72件 10 ．1％そ の他 62件 9．9％その他 76件 10．4％

合計 712件 100 ．0％合計 626件 100．0％合計 730件 100．0％
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2．業種別にみた特徴

平成6年度に20件以上技術輸出契約のあった15業種について、輸出された技術

の内容および件数を表6－2－1～15に、技術輸出契約の傾向を表6－3に、輸

出先国・地域を表6胃4　に取り　ま　とめる。なお50件以上技術輸出契約のあった上

位6業種については個別に特徴を分析する。

（1）自動車工業

技術輸出を行っている企業の割合は57．5％で、全産業平均の倍以上と非常に高

く　なっている。輸出件数の全産業での割合は前年度と比べて5．3ポイ　ント増加し

13．3％を占めている。

輸出先と　しては米国、韓国の割合が高く　なっているが、29ヶ国・地域と非常に

幅広く輸出されているのが特徴である。アジアへの輸出の割合は55．7％と全産業

平均と比べてやや低く　なっている。

契約の内容をみると全産業平均とほぼ同様の傾向を示しているが、イニシャル

ペイメ　ント有の割合が高く、ランニングロイヤルティ有の割合が低いのが特徴で

ある。

輸出された技術の内容をみると「機械」分野で約7割を占めるが、中でも「輸

送用機械」に関する技術が64．9％と非常に高く　なっている。その他では「電気」

分野に関する技術が3割弱を占めており、中でも「ソフトウェア」に関する技術

が24．7％も占めているこ　とは注目　される。輸出された97件の技術の内訳は以下の

とおりである。（表6　－2　－1、図6－1参照）

表6　－2　－1　自動車工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

輸送用機械 （63） 自動車［ボディ関連］（17）　 自動車［駆動関連］（10）

自動車［動力関連］（9） 自動車［制御 ・計器関連］（4）

自動車［ヒータ・エアコン関連］（3）自動車［排 ガス関連］（2）

オー トバイ関連（9） トラック関連（4）船舶関連（3）

バス関連（2）

電子計算機（24） ソフトウェア（24）

その他（10） 産業用ロボット（3）環境設備機械 （2）

自動車用照明器具（2）駐車設備（1）計量機（1）

その他 （1）

［　備　考　］　括弧内は件数を示す（以下同様）
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図6－1自動車工業の技術輸出契約の傾向

（1）契約の内容

技術輸出有

資本関係有

アジアへの輸出

短期契約

イニシャルベイルト有

ランニングロイヤルティ有

独占権有

再実施権有

57．51苑 ★ l

45．4％ ★ I

55．7％ I ★

30．9％ ★

66．3％ ★ l

72．8％ I ★

l★
34．0％

★ 6．2％

N＝40社

N＝97件

N＝97件

N＝97件

N＝92件

N＝92件

N＝97件

N＝97件

0％　　　　　　　20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80％　　　　　　100％

★は全産業平均を示す。

（注）短期契約とは5年末満の契約を指す。（以下同様）

（2）契約相手先国・地域

その他　53．6％
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（2）電気機械器具工業

技術輸出を行っている企業の割合は38．3％と全産業平均と比べて1割強高く　な

っている。輸出件数の全産業における割合は3年間を通じて約1割でほとんど

変化はない。

輸出先をみると中国の割合が約3割と非常に高く、その他米国を除く　と韓国、

台湾、タイ　とアジアの国・地域が上位を占め、アジアへの輸出の割合が77．9％と

非常に高く　なっている。

契約の内容をみる　と、資本関係有、ランニングロイヤルティ有の割合が高く、

独占権有の割合が低いのが特徴である。

輸出された技術の内容をみると「電気」分野は70．1％に留ま　り、「機械」分野

が20．8％を占めている。「電気」分野では「発送電・産業用電気機械」に関する

技術が22．1％と高く、例年合わせて約半数を占めていた「民生用電気機械」と

「電子・通信用部品」に関する技術が減少している。また「機械」分野では「金

属加工機械」、「輸送用機械」といった技術が増加している。中でも「自動車用

電装品」、「カーオーディ　オ」といった自動車関連の技術が多く　出ているのが特

徴的である。輸出された77件の技術の内訳は以下のとおりである。

（表6－2　－2、図6肩2参照）

表6　－　2　胃　2　　電気機械器具工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

発 送 電 ・産 業用 電 気 機 械 自動 車 用 電装 品 （10）電 力 変換 装置 （4）

（17） 開 閉制 御 装置 （1） そ の他 （2）

民 生 用 電気 機 械 器 具 （9） エ ア コン （2） 自動 車用 照 明器 具 （2）冷 蔵 庫 （1）

電子 レン ジ （1） 電気 剃 刀 （1） その他 （2）

そ の他 の 電気 機 械 （7） 蓄 電 池 （5）乾 電 池 （1）太 陽 電 池 （1）

電 子 ・通 信 用 部 品 （6） 電 子 部 品 （5） 半 導 体 （1）

そ の他 （38） 電 動 工 具 （6） カー オ ー デ ィ　オ （4） 自動 車用 金物 （3）

テ レ ビ ・音響 （3） シー ケ ンサ （3） ソフ ト　ウ ェ ア （2）

電 子計 算 機 付属 装 置 （2）有 機 化 学 （2）電 力 量計 （2）

建 設用 金 属 製 品 （2） フ ァ クシ ミリ （2）複 写 機 （1）

コー ドレス 電話 （1） 自動 車 部 品 （1） そ の他 （4）
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図6－2　電気機械器具工業の技術輸出契約の傾向

（1）契約の内容

技術輸出有

資本関係有

アジアへの輸出

短期契約

イ二シャJバイメント有

ランニングロイヤルティ有

独占権有

再実施権有

38．3％ ★　 l

55．8％ ★　　 l

77．9％ ★　　 I

35．1％ l★

50．7％ l ★

95．7％ ★ l

I　 ★
24．7％

10・4％★

N＝47社

N＝77件

N＝77件

N＝77件

N＝69件

N＝69件

N＝77件

N＝77件

0％　　　　　　　20％　　　　　　40％　　　　　　60％　　　　　　80％　　　　　100％

★は全産業平均を示す。

（2）契約相手先国・地域
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（3）通信・電気計測器工業

技術輸出を行っている企業の割合は27．5％で全産業平均とほぼ同じである。

輸出件数の全産業における割合は2年連続減少しており、今年度は平成4年度

よ　り5．4ポイ　ント減の10．0％に留まっている。

輸出先をみる　と米国の割合が17．8％と最も高いが、以下中国、台湾、韓国、シ

ンガポールと上位をアジアの国・地域が占め、アジアへの輸出の割合が約七割を

占める。

契約の内容をみる　と資本関係のある企業への輸出の割合が非常に高く　なってい

る　こ　と、短期契約、イニシャルペイ　メ　ント有の割合が非常に低く　なっているこ　と

が特徴である。

輸出された技術の内容をみると、「電子・通信用部品」、「電子計算機」、

「有線・無線通信機械」、「民生用電気機械器具」等「電気」分野の技術が9割

近く　を占める点が「電気機械器具工業」との大きな違いである。輸出された73件

の技術の内容は以下のとおりである。（表6－2　－3、図6　－3参照）

表6　－2　－3　　通信・電気計測器工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

電子 ・通信用部品 （24） 電子部品 （17）半導体 （6）　 その他 （1）

電子計算機 （15） ソフ トウェア（9） フロッ　ピーディス ク（3）

磁気 テー プ（1）その他 （2）

有線 ・無線通信機械 （8） 通信機器 関連技術 （8）

民生用電気機械器具 （8） 冷蔵庫 （1）洗濯機 （1）乾燥機 （1）電子 レンジ（1）

エ アコ ン（1）その他 （3）

その他 （18） テレビ・音響 （3）印刷機 （3）イ　ンクリボン （2）

電源装置 （2）カーオーデ ィ　オ（1）鉄道 関連 （1）

ガス機器 （1）試験装置 （1）制御機器 （1） その他 （3）
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図6■3　通信・電気計測器工業の技術輸出契約の傾向

（1）契約の内容

技術輸出有

資本関係有

アジアへの輸出

短期契約

イ二シャJパイルト有

ランニングロイヤ晰イ有

独占権有

再実施権有

275％

65．8％ ★ l

69．9％ ★ l

25．0％ I　　 ★

36．0％ l ★

90．0％ ★ l

l41．7％ ★

★ I12・7％

N＝91社

N＝73件

N＝73件

N＝72件

N＝50件

N＝50件

N＝72件

N＝71件

0％　　　　　　　20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　00％　　　　　　100％

★は全産業平均を示す。

（2）契約相手先回・地域
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（4）機械工業

技術輸出を行っている企業の割合は3割で全産業の平均とほぼ同じである。輸

出件数の全産業における割合は2年連続微増しており、今年度は平成4年度か

ら2．2ポイ　ント増の9．2％である。

輸出先をみると米国および韓国がと　もに2割以上と非常に高い割合を占めてい

る。またアジア向けの割合は55．2％とやや低く　なっている。

契約の内容をみる　とラ　ンニングロイヤルティ有、独占権有の割合が非常に高く、

短期契約の割合がやや低いのが特徴である。

輸出された技術の内容をみると「機械」分野が8割以上を占めており、中でも

「輸送用機械」、「その他の機械」といった技術が多数出ている。輸出された67

件の技術の内訳は以下のとおりである。（表6　－2　－4、図6－4参照）

表6　－2　－4　機械工業の輸出技術の内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

輸送用機械（13） 自動車部品（13）

その他の機械（13） ミ　シン（5）産業用ロボット（2）ベアリ　ング（2）

事務機器（2）その他 （2）

その他一般産業機械 （9） 油圧機器 （6）焼却炉 （1）洗車機（1）安全装置（1）

金属加工用機械（6） 工作機械 （5）機械工具（1）

化学機械装置（5） 環境設備機械（5）

その他 （21） ソフト　ウェア（3）ディ　ーゼルエンジン（2）

建設機械（2）計量器 （2）ポンプ・圧縮機 （2）

動力機械（1）ボイラ（1）プリ　ンタ（1）繊維機械（1）

ファクシミリ（1）冷却装置（1）医薬品（1）

無機化学（1）その他 （2）
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図6－4　機械工業の技術輸出契約の傾向

（1）契約の内容

技術輸出有

貸本関係有

アジアへの輸出

短期契約

イ二シャ調バイルト有

ランニングロイヤルティ有

独占権有

再実施権有

★

★

30．0％ ★ l

43．3％

55．2％ l

3】．3％ I ★

52．6％ l ★

93．0％ ★

50．8％ ★ l

1．6％★

N＝90社

N＝67件

N＝67件

N＝67件

N＝57件

N＝57件

N＝63件

N＝62件

0％　　　　　　　20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80％　　　　　　100％

★は全産業平均を示す。

（2）契約相手先国・地域
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（5）鉄鋼業

技術輸出を行っている企業の割合は40．6％と全産業平均と比べて1割強高く　な

っている。輸出件数の全産業における割合は2年連続増加しており、今年度は

平成4年度から3．4ポイ　ント増の8．5％である。

輸出先をみる　と米国および中国がと　もに2割弱と高い割合を占めている。また、

アジア向けの割合は54．8％と全産業平均と比べて低く　なっている。

契約の内容をみる　と短期契約の割合が非常に高く、資本関係有、ランニングロ

イヤルティ有、独占権有の割合が非常に低く　なっており、全産業平均と非常に異

なった傾向を示している。

輸出された技術の内容をみると、「金属」分野が95．2％とほとんどを占めてお

り、さらに詳しく　みる　と、「鉄鋼」に関する技術が約4分の3　を占めている。輸

出された62件の技術の内訳は以下のとお　り　である。

（表6　－2　－5、図6－5参照）

表6　－2　－5　鉄鋼業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

鉄鋼 （45） 製造技術 （42）加工技術 （3）

金属製品 （8） 金属加工 （3）継手 （2）磁石 （2）その他 （1）

非鉄金属 （6） アル ミ（5）その他 （1）

その他 （3） 自動車部品 （2）圧縮機 （1）
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図6－5　鉄鋼業の技術輸出契約の傾向

（1）契約の内容

技術輸出有

資本関係有

アジアへの輸出

短期契約

イ二シャノパイルト有

ランニングロイヤ晰イ有

独占権有

再実施権有

40．6％ ★ l

21．0％ I ★

54．8％ l ★

75．8％ ★ l

★

51g％ I ★

37．3％ l

6．5％

★ 3・2％

★

N＝32社

N＝62件

N＝62件

N＝62件

N＝56件

N＝59件

N＝62件

N＝62件

0％　　　　　　　20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80％　　　　　　100％

★は全産業平均を示す。

（2）契約相手先回・地域
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（6）総合化学工業

技術輸出を行っている企業の割合は4割で全産業平均と比べて1割強高く　なっ

ている。輸出件数の全産業における割合は、前年度よ　り1．8ポイ　ント減少し3年間

で最低の7．1％となっている。

輸出先をみる　と米国、韓国、台湾の上位3　ヶ国・地域で過半数を占めており、

アジアへの輸出の割合は67．3％で全産業平均よ　りやや高く　なっている。

契約の内容をみる　とイニシャルペイメ　ント有の割合が8割と非常に高く　なって

いること、短期契約、独占権有の割合が低く　なっているこ　とが特徴である。

輸出された技術の内容をみると「化学」分野が84．6％と大多数を占めるが、中

でも「有機化学」に関する技術が6割近く　を占めている。輸出された52件の技術

の内訳は以下のとおりである。（表6－2　－6、図6－　6参照）

表6胃2　－　6　総合化学工業の輸出技術

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

有機化学（30） 樹脂関連（21）原材料関連 （6）その他 （3）

その他の化学製品（6） 天然樹脂（3）接着剤（2）その他（1）

医薬品（3） 医薬品（3）

その他 （13） 環境設備機械（2）プラスチック製品（2）

繊維製品（2）食料品（2）無機化学（1）化学繊維（1）

製紙（1）石油製品（1）建設 （1）
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図6－6　総合化学工業の技術輸出契約の傾向

（1）契約の内容

技術輸出有

資本関係有

アジアへの輸出

短期契約

イ二シャJパイルト有

ランニングロイヤJけイ有

独占権有

再実施権有

40．0％
★

★ l

★40．4％

67．3％

★15．4％

80．0％ ★ l

64．0％ l　　 ★ ：

26．9％
l　 ★

★ 15．7％

N＝50社

N＝52件

N＝52件

N＝52件

N＝50件

N＝50件

N＝52件

N＝51件

0％　　　　　　　20％　　　　　　　40％　　　　　　60％　　　　　　　80％　　　　　　100％

★は全産業平均を示す。

（2）契約相手先回・地域

その他　48．1％

台湾15．4％
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表6　胃　2　－　7　　油脂・塗料工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

油 脂 ・塗 料 （27） 塗 料 （21） イ ン ク （5） 界 面 活 性剤 （1）

有 機 化 学 （4） 樹 脂 関 連 （4）

プ ラス チ ッ ク製 品 （2） プ ラス チ ック製 品 （2）

表6　－2　－8　　非鉄金属工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

非鉄金属 （19） 電線 ・ケーブル （16）アル ミ（1）その他 （2）

輸送用機械 （6） 自動車部 品（6）

その他 （8） 金属製 品 （2）半導体 （1）電子部品 （1）建設 （1）

プラスチ ック製品 （1）ディス プレイ （1） その他 （1）

表6　胃2　－9　　その他輸送用機械工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

輸送用機械 （9） 自動車部品（2）航空機（2）船舶（2）鉄道 （1）

自転車（1） トラ　ック（1）

化学機械装置（4） 環境設備機械（4）

建設用機械（3） 建設機械 （3）

動力機械（3） 駐車装置 （2）その他 （1）

その他 （8） 自動車用電装品（2）金属加工機械（1）エアコン（1）

焼却炉（1）ディ　ーゼルエンジン（1）その他 （2）
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表6　－2　－10　医薬品工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

医薬 品 （24） 医薬品 （24）

その他の化学製品（2） 染料 （2）

表6　－2　－11　金属製品工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

金属製品 （14） 自動車用金物 （5）金属製容器 （3）ね じ（2）

金属線製 品（2）橋梁 （1）溶接棒 （1）

その他 （10） 機械工具 （2）プラスチ ック製品 （2） ゴム製品 （2）

化学繊維 （2） 自動車部品 （1）駐車装置 （1）

表6　－　2　胃12　精密機械工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

精 密機械 （17） カメラ（14）計器 （2）医療機器 （1）

その他 （6） ソフ ト　ウェア（1）半導体 （1）電子部品 （1）

ビデオ機 器（1）複写機 （1）試薬 （1）

表6－2　－13　繊維工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

繊維 （6） 染色整理（3）紡績（2）織物（1）

その他衣服 ・繊維製品（4） 繊維製品（4）

輸送用機械 （4） 自動車部品（4）

その他 （6） 化学繊維（2）有機化学（2）繊維機械（1）外衣（1）
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表6－2　－14　窯業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

窯業（13） 陶器（5）耐火物（3）セメ　ント（2）ガラス（1）

タイル（1）ほう　ろう（1）

無機化学（3） 無機化学製品（3）

その他（4） 金具（1）自動車部品（1）建設（1）その他（1）

表6－2胃15　その他の化学工業の輸出技術内容

技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容

その他の化学製品（17） 農薬（10）接着剤（3）金属表面処理剤（3）その他（1）

有機化学（2） 樹脂関連（2）

無機化学（1） 無機化学製品（1）
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表6－3　産業分類別の分析結果

産 業 分 類

技 術 輸 出有 資 本 関 係 有 ア ジ ア へ の 輸 出 短 期 契 約

5 年 度 6 年 度 5 年 度 6 年 度 5 年 度 6 年 度 5 年 度 6 年 度

全 体 23 ．6％ 27 ．0％ 3 1．2％ 40 ．8％ 56 ．2％ 6 1．8％ 3 1．3％ 3 5．4％

自動 車 工 業 36 ．8％ 57 ．5％ 26 ．0％ 45．4％ 48 ．0％ 55 ．7％ 26 ．0％ 30 ．9％

電 気 機 械 器 具 工 業 29 ．8％ 38 ．3％ 47 ．5％ 55．8％ 77 ．0％ 77．9％ 23 ．0％ 35 ．1％

通信 ・電 気 計 測 器 工 業 27 ．8％ 27 ．5％ 43．0％ 65．8％ 65 ．8％ 69．9％ 49 ．4％ 25 ．0％

機 械 工 業 29 ．1％ 30 ．0％ 30．6％ 4 3．3％ 79．6％ 55．2％ 34．7％ 3 1．3％

鉄 鋼 業 34 ．5％ 40 ．6％ 9．5％ 2 1．0％ 42．9％ 54 ．8％ 52．4％ 75 ．8％

総 合 化 学 工 業 35 ．9％ 40 ．0％ 33．9％ 40 ．4％ 50．0％ 67 ．3％ 8 ．9％ 15 ．4％

油 脂 ・塗 料 工 業 50．0％ 4 6．2％ 4 2．1％ 57 ．6％ 50 ．0％ 69 ．7 ％ 52 ．6％ 27．3％

非 鉄 金 属 工 業 44 ．4％ 33．3％ 3 1．2 ％ 66 ．7％ 59 ．4％ 75 ．8 ％ 3 1．3％ 24 ．2％

そ の他 輸 送 用 機 械 工 業 36 ．4％ 5 0．0％ 14 ．3％ 25 ．9％ 64 ．3％ 70 ．4％ 28 ．6％ 25 ．9 ％

医薬 品 工 業 42 ．5％ 3 1．3％ 17 ．6％ 19 ．2％ 27 ．5％ 38 ．5％ 3 ．9％ 7 ．7％

金 属 製 品 工 業 7 ．1％ 30 ．3％ 22 ．296 25 ．0％ 66 ．7％ 58．3％ 66 ．7％ 45 ．8％

精密 機 械 工 業 17 ．6％ 43 ．8％ 25 ．0％ 8 ．7％ 75．0％ 65．2％ 50 ．0％ 82 ．6，6

繊 維工 業 20 ．8％ 45 ．8％ 7 ．7％ 33 ．3％ 69．2％ 7 5．0％ 6 1 ．5％ 5・0 ．0％

窯 業 30 ．0％ 27 ．3％ 38．5％ 4 5 ．0％ 61．5％ 70 ．0％ 11．5％ 10 ．5％

そ の他 の化 学 工 業 17 ．6％ 3 1．6％ 80．0％ 6 5 ．0％ 8 0．0％ 45 ．0％ 2 0．0％ 4 5．0％

産 業 分 類

イニシャルペ イメント有 ランニング ロイヤルティ有 独 占権 有 再 実 施 権有

5 年 度 6 年 度 5 年 度 6 年 度 5 年 度 6 年 度 5 年 度 6 年 度

全 体 62 ．6％ 55 ．5％ 76．8％ 7 6．8％ 34 ．6％ 34 ．3％ 13．6％ 8 ．8 ％

自動 車工 業 76 ．0％ 66 ．3％ 72．0％ 7 2．8％ 14 ．3％ 34 ．0％ 0．0％ 6 ．2％

電気 機 械器 具 工 業 60 ．9％ 50 ．7％ 93 ．5％ 95 ．7％ 9．8％ 24 ．7％ 3．3％ 10 ．4％

通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 46 ．2％ 36 ．0％ 90 ．4％ 90 ．0％ 15．2％ 4 1．7％ 6．3％ 12．7％

機 械 工 業 62 ．8％ 52 ．6％ 83 ．7％ 93 ．0％ 44．9％ 50 ．8％ 4．1％ 1．6％

鉄 鋼 業 36 ．8％ 5 1．8％ 73 ．7％ 37 ．3％ 14．3％ 6 ．5％ 7．1％ 3．2，6

総 合化 学 工 業 7 1．4％ 80 ．0％ 75 ．5％ 64 ．0％ 39．3％ 26．9％ 14．3％ 15．7％

油脂 ・塗 料 工 業 76 ．3％ 39 ．4％ 94 ．7％ 90 ．9％ 57．9％ 4 5．5％ 5 0．0％ 9．1％

非 鉄 金 属 工 業 66 ．7％ 69 ．7％ 59 ．3％ 75 ．8％ 19 ．4％ 28 ．1％ 16 ．1％ 3．0％

その 他 輸 送 用 機 械 工 業 84 ．6％ 7 3．9％ 92 ．3％ 92 ．0％ 50 ．0％ 55．6％ 3 ．6％ 3 ．7％

医 薬 品工 業 44 ．4％ 6 3．2％ 83 ．3％ 57 ．9％ 64 ．7％ 50．0％ 29 ．4％ 26 ．9％

金 属 製 品工 業 77．8％ 52．6％ 55 ．6％ 73 ．7％ 77 ．8％ 65．2％ 11 ．1％ 17 ．4％

精 密 機 械 工 業 25．0％ 22．7％ 100 ．0％ 95 ．5％ 55 ．6％ 17．4％ 0 ．0％ 4 ．3％

繊 維 工 業 71．4％ 69．2％ 4 1．7％ 69 ．2％ 15′．4％ 35．0％ 0 ．0％ 10 ．0％

窯 業 76 ．9％ 56．3％ 84 ．6％ 88 ．2％ 53 ．8％ 36．8％ 11 ．5％ 5 ．3％

そ の他 の化 学 工 業 80．0％ 4 0．0％ 80 ．0％ 90 ．0％ 60 ．0％ 45．0％ 25 ．0％ 5 ．0％
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表6－4　産業分類別の輸出相手先国・地域
自動車工業 電気機械器具工業 通信 ・電気計測器工業

5 年度 6 年度 5 年度 6 年度 5 年度 6 年度

国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件 国 ・地域名 件数 閂 ・地域名 件吉！ 国 ・地域名 件数 阿 ・地域名 件数

1 韓国 12 米 国 18 中国 21 中国 23 米国 14 米国 13

2 米国 5 韓 国 17 韓国 8 韓国 11 中国 12 中国 11

3 英 国 4 中国 5 米国 7 米国 7 韓国 11 台湾 11

4 ドイツ 4 タイ 5 台湾 7 台湾 6 台湾 9 韓国 10

5 台湾 4 英国 4 イン ド 3 タイ 6 タイ 4 シンガポール 6

6 ハ ンガリー 3 スペイ ン 4 香港 3 イン ド 5 香港 4 マ レーシア 5

7 タイ 3 マ レーシア 4 カナダ 2 イン ドネシア 4 英国 3 ドイツ 3

8 マ レーシ ア 3 イ ン ドネシア 4 ドイツ 2 ドイツ 3 フランス 3 香港 3

9 メキシコ 3 タイ 2 マ レー シア 3 マ レーシア 3 タイ 2

10 シンガポール 3 イン ド 2

その他 9 その他 36 その他 6 その他 9 その他 13 その他 7
合計 50 合計 97 合計 61 合計 77 合計 79 合計 73

機槻工業 鉄鋼業 組合化学上薬

5 年度 6 年度 5 年度 6 年度 5 年度 6 年度

国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件姜 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件 数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数

1 韓国 25 米国 15 米国 8 米国 12 米国 14 米国 10

2 米 国 6 韓国 14 英 国 6 中国 12 韓国 8 韓国 9

3 中国 4 中国 6 韓国 4 タイ 7 台湾 5 台湾 8

4 台湾 4 イタリア 4 イン ドネシア 4 台湾 4 ドイツ 4 中国 4

5 タイ 3 イン ドネシア 4 台湾 3 マ レーシア 4 rfl国 4 タイ 4

6 イタリア 2 ドイツ 3 カナダ 2 トスけけ 3 タイ 4 イン ドネシア 4

7 台湾 3 中国 2 インド 3 英国 3 シンガポール 4

8 タイ 3 マ レーシア 2 ブラジル 3 イン ドネシア 3 ベルギー 3

9 マ レーシア 2 シンガポール 2 フランス 2 シ ンガポール 3

10 イン ド 2

その他 5 その他 11 その他 9 その他 12 その他 8 その他 6

合計 49 合計 67 合計 42 合計 62 合計 56 合計 52

「 油脂 ・塗料工業 非鉄金属工業 その他輸送用機械工業

5 年度 6 年度 5 年度 6 年度 5 年度 6 年度

国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件姜 国 ・地域名 件数 囲 ・地域 名 件姜 国 ・地域名 件数 l玉「 地域名 件数

1 中国 4 韓 国 6 中国 7 台湾 7 韓国 10 稗田 11

2 英国 3 タイ 6 米国 6 米国 5 米国 4 中岡 5

3 ドイツ 2 中国 4 台湾 3 韓 国 4 イタリア 3 米国 3

4 オランダ 2 米国 3 ト封テリア 3 中国 4 中国 3 イン ド 2

5 韓国 2 台湾 3 スウェーデン 2 マ レーシア 4 台湾 2

6 台湾 2 ドイツ 2 韓 国 2 タイ 3 タイ 2

7 イン ド 2 イン ド 2 マレーシア 2 イン ドネシア 2

8 フィ リピン 2

9 トスけリア 2

10 ‾ユージーランド 2

その他 15 その他 7 その他 7 その他 4 その他 4 その他 6

合計 38 合計 33 合計 32 合計 33 合計 28 合計 27
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医薬品工業 金属製品工業 精密機械工業

5年度 6 年度 5 年度 6 年度 5 年度 6 年度

国巨地域名 件数 国 ・地域名 件 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件姜・ 回 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数

1 米国 7 米国 3 韓国 3 台湾 8 韓国 2 韓国 5

2 ドイツ 6 ドイツ 3 インド 2 米国 5 米国 1 台湾 5

3 中国 5 英国 2 米国 1 中国 2 中国 1 米国 4

4 フランス 3 フランス 2 ドイツ 1 ドイツ 3

5 イタリア 3 スペイン 2 中国 1 香港 3

6 韓国 3 韓国 2 メキシコ 1

7 台湾 3 中国 2

8 メキシコ 3 フィリピン 2

9 チリ 3

10

その他 15 その他 8 その他 0 その他 9 その他 0 その他 3

合計 51 合計 26 合計 9 合計 24 合計 4 合計 23

繊維工業 その他の化学工業

5 年度 6 年度 5 年度 6 年度 5 年度 6 年度

国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件事 国 ・地域名 件数 阿 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 伺 ・地域名 作数

1 フランス 3 中国 6 中国 6 中国 8 中国 2 米国 3

2 タイ 3 米国 3 インド 5 台湾 3 タイ 2 タイ 3

3 インドネシア 3 タイ 3 英国 3 米国 2 米国 1 韓国 2

4 台湾 2 ドイツ 2 米国 2 韓国 2 中国 2

5 韓国 2 韓国 2 ブラジル 2 台湾 2

6 台湾 2 ブラジル 2 トスけリア 2

7

8

9

10

その他 2 その他 2 その他 6 その他 3 その他 0 その他 6

合計 13 合計 20 合計 26 合計 20 合計 5 合計 20
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Ⅶ．資本関係と技術輸出件数に関する分析結果

1．輸出相手先との資本関係の有無別の件数の推移

第Ⅲ章でみたよ　う　に日本の技術輸出においては、平成6年度で資本関係のな

い企業への技術輸出が59．2％、資本関係のある企業への技術輸出が40．8％と　3

年間を通じて資本関係のない企業への技術輸出が過半数を占めている。

（図3　－　7参照）

技術輸出件数の推移をこの資本関係の有無で分けてみる　と非常に興味深い特

徴が現れる。資本関係のない企業への技術輸出件数は、平成4年度461件、平成

5年度は6．5％減の431件、平成6年度も同数の431件で、依然増加傾向はみられ

ない。それに対して、資本関係のある企業への技術輸出件数は、平成4年度の

249件から平成5年度に対前年比21．7％減の195件となったが、平成6年度には

対前年比52．3％増の297件と著し　く増加している。（表7－1参照）

ここで資本関係のある企業への技術輸出件数と関連の深いものと　して、対外

直接投資額の推移をみる。大蔵省届け出統計による　と　日本の対外直接投資額は

平成元年度よ　り　減少を続け、平成4年度には対前年比17．9％減の341億3800万ド

ルと大き　く落ち込んでいたが、平成5年度に対前年比＋5．5％と増加に転じ、平

成　6年度には対前年比14．0％増の410億5100万ドルと大き　く　増加している。　これ

を製造業だけでみても平成4年度まで減少傾向であったのが平成5年度よ　り増

加に転じ、平成6年度には対前年比23．8％増の137億8300万ドルと、資本関係の

ある企業への技術輸出件数と同様の傾向を示している。（表7　－　2参照）

円高が平成6年度には1ドル100円を　き　る水準まで進展し、製造業において国

内外の製造コストの格差が大き　く　なったため、その対策と　して製造拠点の海外

移転のための直接投資が推進された。それに伴って現地生産を行う上で必要な

技術が平成6年度に入って大量に輸出されたものと思われる。（表7　－　3参照）

このよ　う　に平成4年度から平成6年度にかけての技術輸出件数の変化には、

資本関係のない企業への輸出よ　り　も資本関係のある企業への輸出件数の変化が

大き　く影響を与えていたこ　とが分かる。そこでこれよ　り、資本関係のある企業

への技術輸出件数の推移について輸出先地域別および技術内容別の分析を試み

る。
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表7－1　資本関係の有無別の技術輸出件数の推移

資本関係 なし 資本関係あ り 全　 体

件数 対前年比 件数 対前年比 件数 対前年比

平成 4 年度 461 － 249 － 712 －
平成 5 年度 431 －6．5％ 195 －2 1．7％ 626 －12．1％

平成 6 年度 431 0．0％ 297 52．3％ 730 16．696

表7－2　日本の対外直接投資額の推移（大蔵省届け出統計、単位：100万ドル）

全　 体 製 造 業 非 製 造 業

金 額 対 前 年 比 金 額 対 前 年 比 金 額 対 前 年 比

平 成 3 年 度 4 1，58 4 －2 6．9％ 12，3 1 1 －20 ．5％ 2 8，8 09 －2 9．1％

平 成 4 年 度 3 4，13 8 －17．9％ 10，0 5 7 －18．3％ 2 3，72 0 －17．7％

平 成 5 年 度 3 6，02 5 5 ．5％ 11，13 1 10 ．7％ 24 ，62 7 3 ．8％

平 成 6 年 度 4 1，0 5 1 14 ．0％ 1 3，78 3 2 3 ．鍋 2 6，87 7 9 ．1％

出典：日本貿易振興会　「世界と日本の海外直接投資」

表7－3　円／米ドル為替レートの推移

期 間 期 中平均 レー ト

平成 4 年 1 ～ 3 月 128．43

4 ～ 6 月 130．30

7 ～ 9 月 124 ．89

10～ 12月 122．98

平成 5 年 1 ～ 3 月 121．01

4 ～ 6 月 110．06

7 ～ 9 月 105．57

10 ～12 月 108．14

平成 6 年 1 ～ 3 月 107．62

4 ～ 6 月 103．33

7 ～ 9 月 99．05

10 ～12月 98．83

平成 7 年 1 ～ 3 月 93．11

出典：経済企画庁調査局「海外経済データ」
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2．輸出先地域別の資本阿係のある企業への輸出件数の推移

資本関係のある企業への輸出件数の推移を資本関係のない企業への輸出件数

の推移と比べると、合計件数の変化も大きいがその地域分布についても変化が

大き　いこ　とが分かる。

平成4年度には北アメリ　カが52件（全体の20．9％）、ヨーロ　ッパが37件（同

14．9％）、アジアが147件（同59．0％）であったが、平成5年度に北アメリ　カ、

ヨーロッパの件数が大き　く減少（対前年比各42．3％、45．9％減）し、平成6年

度にアジアの件数が大き　く増加（対前年比56．4％増）したため、平成6年度の

各地域の割合は北アメリ　カが16．5％、ヨーロ　ッパが8．1％、アジアが73．7％で、

資本関係のある企業への輸出におけるアジアの割合が大き　く　増加している　こ　と

が分かる。（図　7　－1参照）

さ　らにこれを国・地域別にみる　と、平成4　年度は米国、台湾、東南アジア諸

国が上位を占めたが、平成5年度にはそれらの国・地域が大き　く減少した一方

で、中国が激増（12件→44件）して最大の輸出先となり、さ　らに平成6年度に

も件数を伸ばして全体の20．9％を占めている。　また平成6年度は平成　5年度に

減少した台湾や東南アジアが再び増加し、資本関係のある企業への輸出上位9

位のう　ち米国を除く　8　ヶ国・地域をアジアの国・地域が占めてお　り、　ヨーロ　ッ

パは一国も入っていない。（表7　－　4　参照）

資本関係のある企業への輸出件数の地域別の変化との関連で、製造業の直接

投資怨の推移について地域別にみてみる　と、北アメリ　カについては平成4　年度

までの減少傾向が平成5年度よ　り　回復傾向にあり、平成6年度には45億7500万

ドルと　なっているが、　ヨーロ　ッパについては平成4　年度まで急減した後も平成

6年度までさ　らに減少傾向にあり18億5500万ドルと落ち込んでいる。一方アジ

アについては平成3年度まで減少していたのが平成4年度よ　り増加傾向に変わ

り、平成6年度には対前年比＋41．6％の51億8100万ドルとな　り、製造業の対外

直接投資総額の4割近く　を占め、世界最大の投資先となっている。

（表7－　5参照）

ヨーロ　ッパの直接投資受入額の減少については全世界的な傾向であ　り、E C

市場統合に向けた直接投資が一段落したことが大きな要因と　して考え　られるが、

それ以上に、製造コストが安く、投資受け入れ政策を推進させ、投資先と　して

非常に魅力的となっているアジアに対して、日本の製造業が投資を拡大させて

おり、その結果資本関係を伴った技術輸出も大部分がアジアに向けられている

も　の　と思われる。
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図7－1資本関係の有無別の契約相手先地域

■lアジア囚北アメリカ　因ヨーロッパ⊂］その他

表7－4　資本関係のある企業への技術輸出・上位国・地域
平 成 4 年度 平 成 5 年度 平 成 6 年度

国名 件 数 割合 国名 件数 割 合 国名 件数 割合

1 米 国 48件 19 ．3％中国 44件 22．6％中国 62件 20．9％

2 タイ 34件 13．7％米 国 26件 13．3％米 国 44件 14 ．8％

3 台湾 24件 9．6％ タイ 20件 10．3％台湾 36件 12 ．1％

4 マ レー シア 22件 8．8％韓 国 19件 9．7％タイ 30件 10 ．1％

5 シ ンガ ポール 15件 6．0％台湾 16件 8．2％韓国 22件 7．4％

6 英 国 12件 4．8％香港 11件 5．6％マ レーシ ア 19件 6．4％

7 韓 国 12件 4．8％シ ンガポー ル 9件 4．6％シンガポール 14件 4．7％

8 中国 12件 4．8％マ レー シア 8件 4．1％イ ン ドネシ ア 13件 4．4％

9 イ ン ドネシア 11件 4．4％イ ン ド 6件 3．1％フ ィリ ピン 8件 2．7％

ドイツ 5件 2．6％

その他 59件 23．7％その他 31件 15．9％その他 49件 16 ．5％

合計 249件 100．0％合計 195件 100．0％合計 297件 100 ．0％

表7－5　地域別にみた製造業の直接投資額の推移　（大蔵省届け出統計、単位：100万ドル）
北 アメ リカ ヨー ロ ッパ ア ジ ア 全 体

金 額 対 前 年 比 金 額 対 前 年 比 金 額 対 前 年 比 金 額 対 前 年 比

平 成 3 年 度 5 ，5 5 9 －1 3．0％ 2，6 9 0 －4 1．4 ％ 2 ，9 2 8 －4 ．6％ 12 ，3 1 1 －2 0 ．5％

平 成 4 年 度 3 ，7 8 4 －3 1．9％ 2，1 0 1 －2 1．9％ 3 ，10 4 6 ．0％ 10 ，0 5 7 －18 ．3％

平 成 5 年 度 4 ，0 3 9 6．7％ 2，0 4 1 －2 ．9 ％ 3 ，6 5 9 17．9％ 1 1，13 1 10 ．7％

平 成 6 年 度 4 ，5 7 5 1 3．3％ 1，8 5 5 －9 ．1％ 5 ，18 1 4 1．6％ 1 3 ，7 8 3 2 3 ．8 96

出 典 ：日本 貿 易振 興 会　 「世界 と 日本 の 海外 直 接 投 資 」
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3．技術内容別の資本開係のある企業への輸出件数の推移

次に資本関係のある企業への技術輸出について技術分野別の変化をみる　と、

やはり資本関係のない企業への技術輸出に比べて分野ごとの変化の差が非常に

大き　く　なっている。

資本関係のない企業への輸出については、「機械」および「化学」分野の割

合が高く、　3年間でそれほど大きな変化はみられない。それに対して資本関係

のある企業への輸出についてみる　と、平成4　年度は「電気」分野が93件（全体

の37．3％）、「機械」分野60件（同24．1％）、「化学」分野31件（同12．4％）、

「金属」分野24件（同9．6％）、「その他」分野が41件（同16．5％）で「電気」

分野の占める割合が非常に高かったが、「電気」分野の件数がやや減少してい

るのに対して、「化学」分野が2年連続増加、また「機械」分野が平成6年度

に激増し、平成6年度は「電気」分野88件（29．6％）、「機械」分野88件

（29．6％）、「化学」分野55件（18．5％）、「金属」分野32件（10．8％）、

「その他」分野34件（11．4％）と「機械」および「化学」分野の占める割合が

平成4年度と比べて大き　く増加している。（図　7－　2参照）

またこれをアジアの資本関係のある企業への技術輸出に限定して技術分野別

に件数の推移をみる　と、「機械」および「化学」分野の件数の増加傾向はよ　り

はっ　き　り　と表れ、平成4　年度から　6年度にかけて「機械」分野は倍増（30件→

60件）、「化学」分野は三倍増（15件→45件）している。（図7－　3参照）

次に資本関係のある企業への技術輸出の件数の推移について技術分類別にみ

る　と、各年度と　も「輸送用機械」が最も多く　なっているが、平成4　年度が42件、

平成5年度が18件、平成6年度が54件と激し　く　増減しており、「機械」分野の

件数の変化は「輸送用機械」の輸出件数の増減が大き　く影響を与えていたこ　と

が分かる。また、平成4年度には「輸送用機械」以外には「電子計算機」、

「電子・通信用部品」、「民生用電気機械器具」といった「電気」分野の技術

が上位を占めていたが、平成6年度にはそれに加えて「抽月旨・塗料」、「有機

化学」、「その他の化学製品」といった「化学」分野の技術も増加してきてい

る　こ　とが分かる。

さ　らに各技術分類ごと　に資本関係のある企業への技術輸出件数に占めるアジ

アの割合の推移をみる　と、「民生用竃気機械器具」のよ　う　に平成4年度からほ

とんどすべてがアジア向けという　ものもあるが、「輸送用機械」（45．2％→

72．2％）、「電子・通信用部品」（55．6％→92．0％）のよ　う　にほとんどの技術

でアジア向けの割合が高く　なってきている。なお、「電子計算機」については

ソフト　ウェアが北アメリ　カ向けに多数輸出されているためアジア向けの割合は

低く　なっている。（表7　－　6参照）
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図7－2　資本関係の有無別の技術分野

平成4年度平成5年度平成6年度　　　　　平成4年度平成5年度平成6年度

I■電気国機械［コ化学匠］金属⊂］その他

図7－3　アジアの資本関係のある企業への技術輸出
（技術分野別）

平成4年度 平成5年度

電気　機械　化学　金属　その他
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表7－6　資本関係のある企業への技術輸出・上位技術分類
平 成 4 年度 平 成 5 年 度 平 成 6 年度

技術分類名 件数 内アジアアジア率 技術 分類 名 件数 内アジアアジア率 技術分類名　 函 数 内アジアアジア率

1 輸送用機械 42件 19件 45．2％輸送用機械 18件 12件 66．7％輸送用機械 54 件 39件 72 ．2％

2 電子計算機 30件 19件 63　3％油脂 ・塗料 18件 13件 72．2％電子計算機 2 5件 7イ午

23件

芝牢．：．鱒

92．0％3 電子 ・通信用部 品 18件 10件 55．6％電子計算機 17件 11件 64 ．7％電子 ・通信用部品
l
25件

4 民生用電気機械 16件 15件 93．8％電子 ・通信用部 品 17件 13件 76．5％非鉄金属 18 件 15件［83．3％

5 金属製品 11件 6件 54．5％民生用電気機械 14件 14件 100 ．0％油脂 ・塗料 15件 押 モ

13件

100．0％

6 ゴム製 品 10件 5件 50．0％有線 ・無線通信機械 10件 6件 60 ．0％有機化学 15件 86．7％

7 有線 ・無線通信機械 9件 4件 44．4％有機化学 9件 8件 88 ．9％その他 の化学製品 14件 11件 78 ．6％

8 繊維 9件 5件 55．6％窯業 9作 7件　 77 ．8％民生用電気機械 13件 13件 100 ．0％

9 金属加工機械 8件 7件 87．5％ラジオ ・テレビ ・音響 7件 4件 57 ．1％金属加工機械 13件 7件 53 ．8％

lO 非鉄金属 8件 6件 75．0％その他 の化学製品 7件 4件 57 ．1％金属製 品 10件
9 作［弧 0％

58．0％

プラスチ ック製品 7件 5件
！7 1∴隻．婆

高 9 ．4％

l

r

その他 88件 5 1件 その他 62件 1 43件 その他 95件 67件 ！70 ．5％

合計 249件 147件 59．0％合計 195件 140件 71．8％合計 297件 219 作 73．7％

「輸送用機械」の技術輸出件数の変化に関連して、先述の大蔵省届け出統計

による対外直接投資額の推移を輸送機（＊注14）についてみると、平成4年

度11億8800万ドル、平成5年度9億4200万ドル、平成6年度20億2100万ドルと、

平成5年度から　6年度にかけて前年度比114．5％増と大幅に増加している。

「輸送用機械」はそのほとんどが自動車に関する技術であるが、自動車産業

について　も、他の産業と　同様に、円高によ　り　国内製造コストが海外生産に対し

て相対的に上昇したために製造拠点の海外移転が推進された。それに加えて、

東アジアや東南アジアでは、所得水準の上昇に伴い自動車の需要が拡大してお

り、そのニーズに応える形で現地生産が急増し、必要な技術が大量に輸出され

ている　も　のと思われる。

また、「油脂・塗料」や「有機化学」といった「化学」分野の資本関係を伴

った技術輸出がアジアにおいて増加しているが、油脂・塗料工業や化学工業は

装置産業であり、安い人件費を求めての進出と言う　よ　り　も、自動車工業や電気

機械器具工業などのユーザーの進出に伴っての進出と思われる。

（＊注14）大蔵省届け出統計の「輸送機」は業種別にみた区分であり、技術

の内容によって分類した本調査の技術分類の「輸送用機械」とはフェーズが異

なるので注意が必要である。
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（参考）資本関係のない企業への技術輸出

表7－7　資本関係のない企業への技術輸出・上位国・地域

平成 4 年度 平 成 5 年度 平 成 6 年度

国名 件数 割 合 国名 件 数 割 合 国名 件 数 割 合

1 米国 93件 2 0 ．2％韓 国 85件 19．7％米 国 80 件 18 ．6％

2 韓国 85 件 18 ．4％米国 74件 17．2％韓 国 79 件 18 ．3％

3 中国 44 件 9．5％中国 36件 8．4％中国 39 件 9．0％

4 台湾 29 件 6．3％台湾 3 6什 8．4％台湾 37 件 8．6％

5 英国 23 件 5．0％英国 25什 5．8％ ドイツ 22 件 5．1％

6 ドイ ツ 19件 4．1％ ドイツ 21件 4．9％タ イ 17件 3．9％

7 タイ 17件 3．7％ イン ドネシア 15 件 3．5％イ ン ド 17件 3．9％

8 イ ン ド 16件 3．5％フラ ンス 14 件 3．2％英 国 12件 2．8％

9 フラ ンス 13件 2．鍋 イ ン ド 12 件 2．8％イ タリア 12件 2．鍋

10 イン ドネシア 12件 2．6％タイ 12 件 2．8％イ ン ドネシア 11件 2．6％

10 マ レー シア 12件 2．6％ フランス 11件 2．6％

その他 98件 2 1．3％そ の他 101 件 23 ．欄 その他 9 4件 2 1．鍋

合計 46 1件 100 ．0％合計 431 什 100 ．0％合計 43 1作 100 ．0％

表7胃8　資本関係のない企業への技術輸出・上位技術分類

平成 4 年度 平 成 5 年度 平成 6 年度

技術 分類名 件 数 割 合 技術 分類名 件 数 割 合 技 術分類名 件 数 割 合

1 輸 送用 機械 57件 12 ．硝 輸 送用機械 47 件 10 ．9％輸送 用機械 5 4件 12 ．5％

2 医薬 品 38件 8．2％医薬 品 44 件 10 ．2％鉄鋼 4 1件 9．5％

3 電子 ・通信 用部 品 29 件 6．3％金属製品 30 什 7．0％電子計 算機 3 2件 7．4％

4 有機化 学 22件 4．8％油脂 ・塗料 23 作 5．3％有機 化学 2 9件 6．7％

5 金属製 品 22件 4．8％電 子 ・通 信用部 品 2 2件 5．1％医薬 品 2 5件 5．8％

6 発送電 ・産業用 電気機 19 件 4．1％電子計算 機 21件 4．9％金 属製品 23件 5．3％

7 窯業 19 件 4．1 有機化 学 20件 4．6％精 密機械 21件 4．9％

8 建設業 18件 3．9％そ の他 一般産業 用機械 17件 3．9％電 子 ・通信用 部 品 15件 3．5％

9 ラジオ ・テ レビ ・音 響 18件 3．9％民生 用電気機 械 16件 3．7％発送電 ・産業用電 気機械 15 件 3．5％

！．q 油脂 ・塗料 18件 3．9％ その他 の化学製 品 14 件 3．2％

その他 201件 43 ．6％そ の他 191 件 4 4 ．3％その他 162 件 37 ．6％

合計 4 61件 100 ．0％合計 43 1件 10 0 ．0％合計 43 1件 100 ．0％
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Ⅷ．資本金10億円未満の企業に関する分析

1．調査日的

第Ⅴ章で取り上げた「外国技術導入の動向分析」は「外国為替および外国貿

易管理法」に基づいてなされる技術導入に関する報告書等を元に作成しており、

資本金規模に関わらずすべての企業を対象と　している。（表5－1参照）

一方、当調査については、前年度まで資本金10億円以上の企業に限定してア

ンケート調査を実施してきた。　しかし、技術輸入においては、資本金10億円未

満の企業は企業数にして全体の55．4％、件数にして全体の33．1％と非常に大き

な割合を占めている（図5胃1参照）。また最近の傾向と　して、円高による大

企業の製造拠点の海外移転に伴い、関連する企業の海外進出も増加している。

これらの状況を考慮し、今年度は資本金10億円未満の企業についても調査を試

験実施した。

2．顔査方法

①調査対象企業

②調査方法

③調査期間

④回収結果

資本金1億円以上10億円未満の企業（1，5　6　5社）

まず技術輸出の有無および調査協力の可否を上記各社の担当

部門に電話で確認し、「平成6年度に新規の技術輸出を行っ

ている」可能性のある企業に対して、資本金10億円以上の企

業に送付したのと同様のアンケート票を郵送した。

電話調査　平成8年1月

郵送調査　平成8年2月　6　日（発送）から平成8年2月　2　6

日（締切）

電話調査協力企業

アンケート票郵送企業

う　ち技術輸出あり

技術輸出なし

無回答

までの間に実施した。

1，4　3　5社

2　8　8社

4　4社

17　8社

6　6社

3．回収サンプルの産業分類別分布

電話調査対象企業、電話調査協力企業および平成6年度に新規の技術輸出を

行ったとの回答を得た企業の産業分類別内訳は次頁に示すとおりである。

（表8－1参照）
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表 8 － 1 資 本 金 1 0億 円 未 満 の 調 査 対 象 企 業 、 回 答 （技 術 輸 出 あ り ） 企 業 の 産 業 分 類 別 分 布

業 種 調 査 対 象 企 業 調 査協 力 企 業 技 術 輸 出 あ り 技 術 輸 出有 率

（1）農 林 水 産 業 7　 （0 ．4 ） 7　 （0 ．5） 0　 （0．0 ） 0．0％

（2）鉱 業 8　 （0 ．5） 7　 （0 ．5） 0　 （0．0 ） 0．0％

（3）建 設 業 29 3 （18 ．7） 2 57 （18 ．8） 6　 （13．6 ） 2．3％

（4）食 品 業 8 7　 （5．6） 8 2　 （6 ．0） 0　 （0．0 ） 0．0％

（5）繊 維 工 業 5 8　 （3 ．7） 55　 （4 ．0） 2　 （4．5 ） 3．6％

（6）パ ル プ ・紙 工 業 18　 （1．2） 15　 （1．1） 0　 （0 ．0 ） 0．0％

（7 ）出 版 ・印 刷 業 3　 （0 ．2） 3　 （0 ．2） 0　 （0．0 ） 0．0％

（8 ）総 合 化 学 工 業 9 2　 （5．の 76　 （5 ．6） 1　 （2．3 ） 1．3％

（9 ）油 脂 ・塗 料 工 業 16　 （1．0） 1 2　 （0 ．9） 0　 （0 ．0 ） 0．0％

（10 ）医 薬 品 工 業 18　 （1．2） 18　 （1．3） 0　 （0．0 ） 0．0％

（1 1）そ の 他 の 化 学 工 業 0　 （0 ．0） 0　 （0 ．0） 0　 （0．0 ） 0．0％

（1 2）石 油 製 品 ・石 炭 製 品 工 業 6　 （0 ．4） 6　 （0 ．4） 0　 （0 ．0 ） 0 ．0％

（13 ）プ ラ ス チ ッ ク 製 品 工 業 2　 （0 ．1） 2　 （0 ．1） 0　 （0．0 ） 0．0％

（14 ） ゴ ム製 品 工 業 17　 （1．1） 17　 （1．2） 2　 （4．5 ） 11．8％

（15）窯 業 75　 （4 ．8） 70　 （5 ．1） 2　 （4．5） 2 ．9％

（16 ）鉄 鋼 業 4 0　 （2 ．6） 3 4　 （2 ．5） 2　 （4．5 ） 5．9％

（17 ）非 鉄 金 属 工 業 28　 （1．8） 26　 （1．9） 0　 （0．0 ） 0．0％

（1 8）金 属 製 品 工 業 89　 （5．7） 8 0　 （5 ．8） 4　 （9．1） 5．0％

（19 ）機 械 工 業 13 4　 （8 ．6） 1 12　 （8 ．2） 9　 （2 0．5 ） 8．0％

（20 ）電 気 機 械 器 具 工 業 28　 （1．8） 25　 （1．8） 4　 （9．1） 1 6．0％

（2 1）通 信 ・電 子 ・電 気 計 測 器 工 業 8 2　 （5．2） 70　 （5 ．1） 4　 （9．1） 5．7％

（2 2） 自動 車 工 業 4 1 （2．6） 3 2　 （2 ．3） 3　 （6．8 ） 9．4％

（2 3）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 1 （1．3） 17　 （1．2） 1　 （2 ．3） 5．9％

（2 4）精 密 機 械 工 業 23　 （1．5） 16　 （1．2） 0　 （0．0 ） 0．0％

（2 5）そ の他 の 製 造 業 1 18　 （7．5） 1 03　 （7 ．5） 2　 （4．5 ） 1．9％

（2 6）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 0　 （0 ．0） 0　 （0 ．0） 0　 （0．0） 0．0％

（2 7）卸 売 ・小 売 業 7　 （0．4） 5　 （0 ．4） 0　 （0．0 ） 0．0％

（2 8）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 8 7　 （5．6） 80　 （5 ．8） 0　 （0．0 ） 0．0％

（2 9）そ の他 の サ ー ビ ス 業 1 6 7 （10．7） 14 2 （10 ．4） 2　 （4 ．5） 1．4％

合　　 計 15 6 5 （10 0．0） 13 6 9 （100 ．0） 44 （10 0 ．0 ） 3．2％

※調 査 協 力 企 業 数 は電 話 調 査 協 力 企 業 数 か らア ン ケ ー ト票 調 査 の 無 回 答 企 業 数 を 除 い た もの で あ る 。

資本金10億円未満の企業については全体で3．2％、製造業のみでみて4・1％の

企業が平成6年度に新規の技術輸出を行っていたことが分かった。

資本金10億円以上の企業と資本金10億円未満の企業では、調査方法が異なっ

ているため、単純に比較することは出来ないが、資本金10億円未満の企業は、

「全産業」でみても「製造業のみ」でみても、技術輸出を実施している割合が

非常に低くなっている。（図8－1参照）

図8－1技術輸出契約有の企業の割合
N＝1369（社）N＝871　N＝399N＝309　　N＝182N＝141　　N≡239N瞳188　　N＝80　N＝53

す全産業　田製造業のみ
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4．輸出された技術の内容

資本金10億円未満の企業が輸出した技術の内容について、資本金10億円以上

の企業が輸出した技術と比較する。

まず技術分野別にみると、「10億円未満」については「機械」分野および

「その他」分野が32．9％と最も多く、以下「電気」分野が13．7％、「化学」分

野が11．0％、「金属」分野が9．6％と続く。「10億円以上」と比べて「その他」、

「機械」分野の割合が高く、「電気」、「化学」、「金属」分野の割合が低い。

（図8－2参照）

さらに技術分類別にみてみると、「10億円未満」についても「10億円以上」

と同様に、「輸送用機械」の割合が19．2％と最も高く　なっているが、それ以外

の上位の技術分類は「鉄鋼」を除く　とすべて異なっている。「電子計算機」

（0％）、「電子・通信用部品」（2．7％）、「有機化学」（1．4％）、「医薬品」

（0％）といった「10億円以上」で毎年上位を占めている技術分類はほとんど存

在せず、代わりに「その他の技術」（11．09も）、「建設業」（6．8％）といった

「その他」分野の技術や「化学機械装置」（8．2％）が上位を占めている。

（表8－2参照）

5．契約相手先国・地域

「10億円以上」ではアジア向けが約6割（61．8％）を占めていたのに対して、

「10億円未満」ではアジア向けの割合がさらに高く、約8割（79．590　を占め

ている。（図8－3参照）

さらにこれを国・地域別にみると、「10億円以上」では米国が全体の16．7％

と最も割合の高かったが、「10億円未満」では米国は8．2％にと　どまるのに対し

て、韓国が24．7％と全体の約4分の1を占めている。それ以外の上位の国・地

域をみても、上位10位までを米国を除いてすべてアジアの国・地域が占めてお

り、「10億円未満」では「10億円以上」に比べてさらにアジア向けの傾向が強

いことが見て取れる。（表8　－　3参照）

図8－2　技術分野

13．7％

11．0％

10億円未満 10億円以上

■電気匿】機械固化学園金属［コその他
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表8－2　資本金10億円未満・以上の比較（技術分類別内訳）
資本金 10億 円未満 資本金 10億円以上

技 術分類 件数 件 数割合 技術 分類 件 数 件数割 合

輸 送用機械 14 1 9．2％輸 送用 機械 110 15．1％

そ の他 の技術 8 11．0％電子計 算機 57 7．8％

化 学機械装 置 6 8．2％鉄鋼 45 6．2％

鉄 鋼 6 8．2％有機化 学 44 6．0％

建 設業 5 6 ．8％電子 ・通信用部 品 40 5．5％

民 生用 電気機 械 4 5．5％金属 製品 33 4 ．5％

窯業 4 5 ．5％医薬 品 30 4 ．1％

金 属加工機械 3 4 ．1％そ の他化 学製品 28 3．鍋

その他 の機械 3 4 ．1％非鉄金属 28 3．8％

ゴム製 品 3 4 ．1％油脂 ・塗料 27 3．7％

精密機械 24 3 ．3％

その他 17 2 3．3％その他 264 36 ．2％

全体 73 10 0．0％全体 730 10 0 ．0％

図8－3　契約相手先地域

96％　6．8％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　79．5％　　　　　　　　　　　　　　　　　　41％

10億円未満

10億円以上

昏騨吾痛丑若宮l
186％　　　　　159％

適温工三二㍉・‥‥‥吾
事北アメリカ田ヨーロッパ田アジアロその他

N＝730件

表8 肩3　 資本金10億円未満 ・以上の比較 （輸出先国 ・地域の内訳）

資本金10億円未満 資本金10億円以上

地域 件数 件数割合 国名 件数 件数割合

韓国 18 24．7％米国 122 16．7％

タイ 9 12．3％中国 101 13．8％

台湾 8 11．0％韓国 101 13．8％

中国 7 9．6％台湾 73 10．0％

米国 6 8．2％タイ 49 6．7％

インドネシア 3 4．1％ドイツ 28 3．8％

マレーシア 3 4．1％マレーシア 26 3．6％

シンガポール 3 4．1％インドネシア 24 3．3％

フィリピン 2 2．7％インド 23 3．2％

英国 15 2．1％

イタリア 15 2．1％

その他 14 19．2％その他 153 21．0％

全体 73 100．0％全体 730 100．0％
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6．契約相手先企業との資本関係

「10億円以上」では「資本関係のない企業」への輸出の割合が約6割（59．2

％）、「資本関係のある企業」への輸出の割合が約4割（40．8％）を占めてい

たが、「10億円未満」ではさらに「資本関係のある企業」への輸出の割合は低

くなり、約2割（20．5％）に過ぎない。特に「資本の2分の1以上を所有する

企業」への輸出の割合が4．1％と非常に低くなっている。（図8－4参照）

7．契約期間

「10億円以上」では「5年以上10年未満」の割合が34．4％と最も高く、10年

以上の契約も16．5％存在し、5年以上の契約で過半数（50．9％）を占めており、

5年未満の契約は35．4％となっているが、「10億円未満」では「1年以上5年

未満」が30．1％と最も高く、「1年未満」が21．9％も存在し、5年末満の契約

で過半数（52．0％）を占めている。全般的に「10億円未満」は「10億円以上」

と比べて契約期間が短い割合が高い傾向が見て取れる。また、「10億円未満」

では「工業所有権等の期間まで」の割合も1．4％と非常に低く　なっている。

（図8－5参照）

8．対価の受取方法

対価の受取方法についてみると、「10億円未満」は「10億円以上」に比べて

イニシャルペイメントを受領する割合が高く、ランニングロイヤルティ　を受領

する割合が低く　なっている。（図8－6参照）

さらにこれらを組み合わせをみると、「ランニングロイヤルティのみ」受領

する割合は、「10億円以上」では約4割（39．790　を占めているのに対し、

「10億円未満」ではその割合は13．1％にと　どまっている。一方、「イニシャル

ペイメ　ントのみ」受領する割合は「10億円以上」では18．2％にと　どまるのに対

して、「10億円未満」では39．3％と高く　なっている。（図8－7参照）

図8－4　契約相手先との資本関係

■資本の2分の1以上臼資本の2分の1未満口資本関係なし

ー98－



図8－5　契約期間

301％　　　　　　　　　178％　　68％　27％14％　　192％

10億円未満

10億円以上

圏露頭⊂コ閻
59％　　　　　　295％ 344％　　　　　　　12．5％　40％　52％　74％

／ ＼

■1年末菊　田1年以上5年末瀧　　　　田5年以上10年末瀬田10年以上15年末瀬

田15年以上田工業所有権等の相聞までロその他

図8－6イ二シャJパイルト・ランニングロイヤルティ有の契約

N＝61（件）　N＝61　　　　　　　　　　　N＝622　　N＝628

N＝73件

N＝726件

鵜仁シャ柄’イルト有田ランニングロイ†晰イ有

図8－7　イニシャルベイルト・ランニングロイヤルティの組み合わせ

377％　　　　　　　　　　13．1％　　　98％

39．7％　　　　　　　　　4．8％

mイ二シ仰．イルトのみ国イ二シ叫＋ランこげ哩ランニングロイ†晰イのみロその他
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9．独占権・再実施権の有無

独占権・再実施権の付与の割合についてみてみると、再実施権を付与する割

合については「10億円未満」、「10億円以上」ともに1割前後でそれほど違い

がみられないが、独占権を付与する割合については「10億円未満」の方がかな

り高くなっており過半数（53．6％）を占めている。（図8－8参照）

10．技術の種類

技術輸出契約に含まれる技術の種類についてみると、「10億円未満」は「10

億円以上」と比較して、特許を含んでいる割合は低いがノウハウを含んでいる

割合が高く、ほとんどすべて（97．0％）の契約にノ　ウハウが含まれていること

が分かる。また「10億円未満」は商標を含む割合が非常に低く（6．1％）なって

いる。（図8－9参照）

次に出願中特許・実用新案・意匠の含まれる割合をみると「10億円未満」は

「10億円以上」と比較して出願中特許を含む割合が低く実用新案を含む割合が

高いという結果がでた。また「10億円未満」は意匠を含む割合が非常に低く　な

っている。（図8－10参照）

資本金10億円以上の企業と調査方法が異なることから、単純に比較すること

は出来ないが、資本金10億円未満の企業は技術輸出を実施している割合は低く、

技術輸出件数も少なかった。しかし資本金10億円未満の企業は資本金10億円以

上の企業と資本力や輸出している技術の内容が異なるため、輸出先や契約内容

の傾向に大きな違いがみられた。

資本金10億円未満の企業は技術輸入において大きなシェアを占めており、そ

の技術輸出の実態について把握することは、技術貿易の動向分析を行う上で重

要な意味を持っている。次年度以降は技術輸出実施の割合をよ　り正確に把握で

きるよ　う　に調査方法を見直し、調査を継続して実施して行きたいと思う。
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図8●8独占権・再実施権有の契約
N＝69（件）　N＝68　　　　　　　　　　　　N＝722　　N＝720

1日目独占権有　田再実施権有

圏特許有　田ノウハウ有【ヨ商標有

図8－10出願中特許・実用新案・意匠有の契約

件

10億円未満　　　　　　　　　　　　10億円以上

lヨ出願中特許有　Eコ実用新案有　Eヨ意匠有
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工X．　　ま　とこ　め

この報告書は、平成6年度の1年間に行われた新規の「技術輸出」の現状に

関して、輸出された技術の内容、技術の種類（特許・ノ　ウハウ・商標等）、対

価の受取方法といった様々　な項目　について、アンケート調査を実施し、その調

査結果を技術内容別、輸出先国・地域別、産業分類別にク　ロス集計を行う　こ　と

によ　り、技術輸出の実態について質の面まで深く掘り　下げたものである。さ　ら

に今回は、従来の資本金10億円以上の企業に加えて、資本金10億円未満の企業

についても同様の調査を試験実施した。その主な結果を本章において総括する。

なお、今回の調査結果を考察するにあたっては以下の点に留意する必要がある。

（1）第Ⅲ章から第Ⅶ章までは、調査対象を資本金10億円以上で、研究開発活

動を実施している企業および技術貿易に関係のある企業に限って分析して

いる　こ　と。

（2）本調査は調査票を対象企業に送付して回答を得たものについて集計・分

析を行っ　た　も　のであ　り、　実際に行われている技術輸出の全数を把握してい

る　も　のではないこ　と。

（3）本調査は平成　6　年度に行われた新規の技術輸出を対象に　した　も　のであ　り、

この時点での経済状況に影響されている部分もある　と考え　られる　こ　と。

1．全般的動向

（1）平成6年度に新規の技術輸出契約を行っている企業の割合は回答企業全

体の27．0％であ　り、前年度（23．6％）よ　り増加し、平成4年度水準（26．6

％）に回復している。　また、　これを企業の資本金別に見てみる　と、資本金

規模が大き　く　なる　に従って技術輸出を実施している割合が高　く　なっている。

（図　3　－1，　2参照）

（2）平成4年度から平成　6年度にかけての技術輸出件数の推移をみる　と、平

成4　年度712件、平成　5年度626件、平成6年度730件であ　り、平成5年度に

減少した技術輸出件数が平成6年度に大き　く　増加している。

（表3　－　3　参照）

（3）輸出先を地域別にみる　と、アジアが61．8％、北アメリ　カが18．6％、ヨー

ロ　ッパが15．9％、その他が3．7％であ　り、　2　年連続してアジアの比率が増加

し、今年度は6割以上を占めている。（図3　－　6参照）

ー102－



（4）輸出先を国・地域別にみる　と、米国が16．7％で最も多く　なっているが、

以下、韓国（13．8％）、中国（13．8％）、台湾（10．0％）、タイ（6．7％）

の順となっており、上位5　カ国・地域のう　ち　4　カ国・地域をアジア地域が

占めている。また、3年間の変化をみる　と中国の比率の増加が特に著しい

（平成4年度7．9％→平成6年度13．8％）。（表3　胃6参照）

（5）契約相手先の企業と資本関係がある割合は、全技術輸出契約の40．8％で

あり、前年度（31．2％）よ　り大き　く増加しているが、特にアジアおよび北

アメリ　カ向けでその割合は大き　く　増加している。

（図3　－　7、表3　－　7参照）

（6）契約期間をみる　と、「5年以上10年未満」の契約が34．4％、「1年以上

5年未満」の契約が29．5％であり、これら　2　つで6割以上を占めていた。

地域別にみる　と　アジアへの輸出は北アメリ　カおよ　びヨーロ　ッパへの輸出に

比べ、10年末満の契約が占める割合が高く、「工業所有権等の期間まで」

の契約が占める割合が低い。　これについては輸出される技術の内容およ　び

輸出先国・地域の規制の違いが影響を与えている　ものと思われる。

（図　3　－　9、表3　－　8参照）

（7）平成6年度の技術輸出契約の契約形態をみる　と、有償契約が85．5％、無

償契約が8．9％、クロスライセンス契約が5．7％で、ほと　んどの契約が有償

契約であった。地域別にみる　と北アメリ　カ　においてク　ロスラ　イ　センス契約

の割合が13．2％と他の地域よ　り高く　なっており、過去3　年間のク　ロスライ

センス契約についてその輸出先地域をみて　も北アメリ　カが約半数（46．3％）

を占めている。　また、ク　ロスライ　センス契約の内訳をみる　と、全体では

「対価を受け取る　もの」が51．5％、「等価交換のもの」が36．8％、「対価

を支払う　もの」が11．8％であったが、地域によ　る差が大き　く、アジアにつ

いてはほと　んど（82．6％）が「対価を受け取る　もの」であるのに対して、

北アメリ　カでは「対価を受け取る　もの」が33．3％に留ま　り、「対価を支払

う　もの」が23．8％を占めている。我が国と各地域との技術力の関係がクロ

スライセンス契約の形態にも影響している　ものと思われる。

（図　3　－11～13、表3　－10参照）

（8）対価の受取方法をみる　と、イニシャルペイメ　ント　を受領する割合が55．5

％、　ラ　ンニングロイヤルティ　を受領する割合が76．8％であり、これまでと
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同様ランニングロイヤルティ　を受領する割合の方が高く　なっている。対価

の受取方法については、輸出先企業との資本関係の有無が大き　く影響して

おり、資本関係のない企業に対してはイニシャルペイメ　ントを受領する割

合が高く、資本関係のある企業に対してはランニングロイヤルティ　を受領

する割合が高く　なっている。そのため、アジアの国・地域別のイニシャル

ペイメ　ント　を受領する割合をみた場合、資本関係のある企業への輸出の割

合が高いタイ、マレーシアで低く、資本関係のない企業への輸出の割合が

高い韓国、イ　ンドで高く　なっている。（図3　－14　～18参照）

（9）技術輸出契約に含まれる技術の種類をみる　と、特許は全契約の41．9％、

ノ　ウハウは88．5％、商標は19．8％含まれてお　り、ほと　んどの契約にノ　ウハ

ウが含まれている。　これを地域別にみた場合、欧米において特許を含む割

合が高く、アジアにおいてノ　ウハウ　を含む割合が高　く　なっている。これに

ついては輸出された技術の内容およ　び輸出先の技術消化能力の違いが影響

を与えている　ものと思われる。（図　3　－　2　2　～　2　5参照）

2．技術内容別の動向

（1）輸出されている技術を「電気」、「機械」、「化学」、「金属」、「そ

の他」の　5分野に区分する　と、「機械」分野28．4％、「電気」分野24．0％、

「化学」分野21．6％、「金属」分野14．5％、「その他」分野11．5％の順と

なっている。平成4年度には約3割（29．2％）を占めていた「電気」分野

のシュアが2年連続して減少した一方で、「機械」分野のシェアが前年度

に比べて大き　く　増加し、平成　6年度の最大の技術輸出分野と　なっている。

これをさ　ら　に技術分類別にみる　と、「輸送用機械」に関する技術が3　年連

続して最も多いが、特に今年度は前年度（10．4％）と　く　らべて大き　く　増加

し、全契約の15．1％を占めている。（図4　－1、表4　－1参照）

（2）各分野ごと　に、輸出されている地域の特徴を技術輸出全体の傾向と比較

検討してみる　と、「化学」分野においてヨーロ　ッパ向けの割合が高　く、ア

ジア向けの割合が低く　なっているが、今年度はすべての分野でアジア向け

が過半数を占めている。（図4　－　2、表4　－　2　参照）

（3）契約相手先との資本関係をみる　と、「電気」分野において資本関係のあ

る企業への輸出が過半数（50．3％）を占めている。前年度と比較して、全

分野において資本関係のある企業への輸出の割合が増加してお　り、なかで
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も「機械」分野における増加（23．7％→42．9％）が著しい。

（図　4　－　5，　6、表4　－　4　参照）

（4）平成6年度の技術輸出契約の契約形態をみる　と、クロスライセンス契約

の割合は「電気」分野（12．6％）で高く、「機械」（2．5％）および「金属」

（1．0％）分野で低く　なっている。過去3年間合計のクロスライセンス契約

の技術分野をみても「電気」分野が約半数（48．5％）であり、なかでも

「電子・通信用部品」が26．5％を占めている。また、技術の内容によ　って

クロスライセンス契約の内訳に大きな違いがあり、「対価を支払う　もの」

については全16件のう　ち13件が「電気」分野、そしてそのう　ち7件が半導体

に関する技術である　という結果が出た。半導体については基本的な特許を

米国企業が所持してお　り、その多額なロイ　ヤルティ　を軽減するためにク　ロ

ス　ラ　イ　センス契約が締結されている　も　の　と思われる。

（図4　－　2　2　～　2　5、表4　－10、11参照）

（5）その他、契約期間、対価の受取方法、含まれる技術の種類については、

年度ごとに各技術分野の傾向は大き　く　変化しており、それらについては技

術の内容よ　り　も輸出先地域や資本関係の方が大きな影響を与えている　もの

と　思われる。

3．技術輸出と技術輸入の此餃

今回の調査結果と、当研究所の「外国技術導入の動向分析胃平成6　年度－」

（科学技術政策研究所調査研究資料No．45）における技術輸入の分析結果との比

較を行い、以下の結果を得た。

（1）技術輸出では、「電気」、「機械」、「化学」、「金属」等の各技術分

野から比較的均等に輸出されているのに対　し、技術輸入では「電気」分野

の輸入が約　7割を占め、「電気」分野の技術に集中　している。　これは、技

術輸入で「電子計算機」関連の技術の中のソフト　ウェアの割合が全体の過

半数（50．8％）と多いこ　と　による。（図5　－　2，11参照）

（2）技術輸出は技術輸入と比較する　と、イニシャルペイメ　ント　を受領する割

合が低く（輸出55．5．％：輸入72．3％）、ラ　ンニングロイヤルティ　を受領す

る割合が高い（輸出76．8％：輸入54．4％）。この違いは技術輸入ではイニ

シャルペイ　メ　ントが主体である　と考えられるソ　フト　ウェアを含む割合が高
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いこ　と　によ　る　ものと思われる。（図　5　－　8参照）

技術輸出は技術輸入と比較して、独占権を付与している割合がやや高く

（輸出34．3％：輸入25．2％）、再実施権を付与している割合が低く　なって

いる（輸出　8．8％：輸入31．9％）。（図　5　－　9参照）

技術輸出は技術輸入と比較して、特許を含む契約の割合が高　く　なってい

る（輸出41．9％：輸入26．3％）。ノ　ウハウは輸出入と　も　ほと　んどの契約に

含まれている（輸出88．5％：輸入80．8％）。（図5　－10参照）

4．ー資本開係の有無別の技術輸出件数の推移

（1）資本関係の有無別に技術輸出件数の推移をみる　と、資本関係のない企業

への輸出件数はそれほ　ど変化がないのに対して、資本関係のある企業への

輸出件数は平成4　年度249件、平成　5年度195件、平成6　年度297件と年度ご

と　に大き　く　変化してお　り、　この　3　年間の技術輸出件数の変化には資本関係

のある企業への輸出件数の変化が大き　く　影響を与えていたものと思われる。

資本関係のある企業への技術輸出　と　関連の深い　も　の　と　して、　製造業の対

外直接投資額の推移をみる　と、平成4　年度まで減少傾向にあったのが平成

5年度よ　り増加に転じ、平成6年度には対前年度比23．8％増と大き　く　増加

している。平成6年度に入って円高が1ドル100円をき　る水準まで進展し、

製造業において国内外の製造コスト　の格差が大き　く　なったため、その対策

と　して製造拠点の海外移転が進み、それに必要な技術が大量に輸出された

ものと思われる。（表　7　－1～　3　参照）

（2）資本関係のある企業への技術輸出についてその輸出先地域をみる　と、年

々　アジア向けの割合が大き　く　増加し、平成6年度には　7割以上（73．7％）

を占めている。製造業の対外直接投資額をみて　も　アジア向けの割合が増加

し、平成6年度には全体の　4　割近く　を占めている。我が国の製造業は、製

造コストが安く、投資先と　して非常に魅力的になっている　アジアにおいて

投資を拡大させてお　り、その結果資本関係を伴った技術輸出についても　ア

ジア向けの割合が大き　く　なってきている　ものと思われる。

（図　7　胃1、表7　肩　4，　5参照）

（3）資本関係のある企業への技術輸出についてその輸出された技術の内容を

みる　と、「機械」分野、なかでも「輸送用機械」に関する技術の増加が顕

著である。自動車産業についても他の産業と同様に、円高対策の意味合い

が強いと思われるが、それに加えて、東アジアを中心に所得水準が上昇し、
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自動車需要が拡大しており、それに応えて現地生産に必要な技術が大量に

輸出されている　ものと思われる。（図　7　－　2，　3、表7　－　6参照）

5．資本金10億円未清の企業の技術輸出

資本金10億円以上の企業と調査方法が異なっているので、単純に比較する　こ

とは出来ないが、資本金10億円未満の企業が新規の技術輸出を実施している割

合は全産業で3．2％、製造業のみでみて4．1％であ　り、資本金10億円以上の企業

と比べて技術輸出を実施している割合は低　く　なっている。

また、資本金10億円未満の企業の技術輸出は、資本金10億円以上の企業と資

本力や輸出している技術の内容が異なるため、輸出先や契約内容の傾向に違い

がみ　ら　れる。
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資料1．　アンケ－　ト劃す査票

記入要領

ー外国への銅の技摘出の実射こ阿する調査（平成6年度ト

【ご記入にあたって】

1．はじめに

貴社の技術輸出実績の有無について

1）平成6年度に新規の技術輸出がある場合

回答用紙の「技術輸出の実績の有無」柵に「1」と記入し、以下質問票の

調査について御回答下さい。

2）平成6年度に新規の技術輸出がない場合

回答用紙の「技術輸出の実績の有無」柵に、下記のうち該当する番号を遁

んで御記入下さい。質問票の照査については御回答頂かなくて結構です。

2：現在、継続中の技術輸出契約がある。

3：現在、継続中の技術輸出はないが、過去に技術輸出を行ったことがある。

4：過去に技術輸出を行ったことはない。

2．平成6年度の新規の技術輸出契約の定義

・平成6年度の新規の技術輸出契約とは、平成6年4月1日以降平成7年3月31日

までの間に契約されたすべての「外国への新規の技術輸出契約」をいいます。

・なお、新規契約には、既存の契約が終了した後、再度同一内容の契約を締結した場

合を含みます。

3．本調査における「技術輸出」の定義

「技術輸出」とは、外国との間において工業所有権（特許・実用新案・意匠・商標）

及びノウハウに関する権利の譲渡、実施権、使用権の設定や技術指導およびソフト

ウェアの輸出をした場合をいいます。

（注1）ノウハウとは、以下のものを指します。

・製品製造等に関する各種の図面・仕様書・試験データ等の技術的な資料・
情報等

（注2）以上の技術輸出の契約が、対価を伴わない契約（無償契約）やクロスライセ

ンス契約（対価を支払う場合も含む）である場合も、本調査に含めて下さい。
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4．御回答期限

御回答頂きました回答用紙は、同封の返送用封筒にて、誠に勝手ではございますが

平成8年2月26日（月）までに御返送下さいますようお願い申し上げます。なお、

期限が過ぎた場合でも、是非御返送下さいますようお願い申し上げます。

5．その他

①宛先の方が人事異動等でいらっしゃらない場合や他に適任の方がいらっしゃる場合

には、お手数ですが本調査票をご回付下さい。

また、関係部署が複数にまたがる場合は、ご面倒でも本調査票を関係部署にご回付

下さるようお願い申し上げます。

②万一、回答用紙が不足した場合は、お手数ですが回答用紙をコピーして、引き続き

ご記入願います。

調査結果 は統計的に処理 しますので、お答えを頂いた ことにより

ご迷惑をおかけすることは決 してございません。

－110－



渾軍軍］
契約月日が平成6年4月1日以降平成7年3月31日までの1年間に該当するすべて
の「外国への新規の技術輸出契約」について、会社単位で別紙回答用紙にご記入の上
ご返送下さい。

以下の質問は、貴社が平成6年度に新馴こ捕輸出した 1 ごとにQ．トQ．14まで
摘回答用削こご記入ください．

Q．1技術内容
輸出した技術の内容を簡潔にご記入下さい。

（記入例）・半導体素子の製造に関する技術　・ロボットに関するソフトウェア

Q．2　契約相手先の国籍
国名（国連、E C等の国際機関名を含む。）をご記入下さい。

Q．3　契約相手先との資本関係
該当する区分を番号でご記入下さい。

1
　
2
　
3

Q．4　契約期間

相手先との資本関係がない場合の技術輸出

相手先の株式または持分の2分の1未満を所有する場合の技術輸出

相手先の株式または持分の2分の1以上を所有する場合の技術輸出

該当する区分を番号でご記入下さい。

1：

2：

3：

4：

5：

Q．5　契約形態

1年未満
1年以上3年未満
3年以上5年未満
5年以上7年未満
7年以上10年未満

該当する区分を番号でご記入下さい。
1
　
2
　
3
　
4
　
5

6

7

8

9

10年以上15年未満
15年以上

工業所有権の期間まで
その他

有償契約（クロスライセンス契約を除く）

無償契約（クロスライセンス契約を除く）

クロスライセンス契約であって、　対価を受領するもの

ク　　　　　　　　　　　　等価交換（金銭授受のない）のもの

ク　　　　　　　　　　　　　対価を支払うもの

以 下 の Q ．6 －Q ．8 につ き ま して は、前 問 の Q ．5 の 回答 で 「1 」 ま た は 「3 」 を選 択 さ れ

た場 合 に 、 お答 え くだ さい 。

Q．6　イニシャルペイメントの有無

対価の受領におけるイニシャルペイメントの有無について、該当する方に○印をつけて

下さい。

Q．7　ランニングロイヤルティの有無

対価の受領におけるランニングロイヤルティの有無について、該当する方に○印をつけて

下さい。

Q．8　ミニマムペイメントの有無

対価の受領におけるミニマムペイメントの有無について、該当する方に○印をつけて下さい。
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Q．9　独占権の有無
契約相手先の国内における独占権付与（製造権または販売権に関する）の有無について、

該当する方に○印をつけて下さい。

Q．10　再実施権の有無
輸出した技術を契約相手先が第三者に移転することができる再実施権の付与（製造権また

は販売権に関する）の有無について、該当する方に○印をつけて下さい。

Q．11技術の種類
該当する技術の種類の番号をご記入下さい。なお、1つの契約の中に複数の技術の種類が

含まれている場合は、該当するものの番号をすべてご記入下さい。

1

2

3

特許　　　　　　　　　　　　　　　　　4：商標
出願中特許　　　　　　　　　　　　　5：意匠

実用新案　　　　　　　　　　　　　　6：ノウハウ（ソフトウェアを含む）

（注）例えば、1つの契約の中に、特許・商標・ノウハウが含まれている場合は、回答欄に

「1、4、6」とご記入下さい。

以下のQ ．1 2 につきましては、前間のQ ．1 1 の回答で 「1 」または 「2 」を選択された場

合に、お答 えください。

Q．12　内包する特許数
パッケージ契約においては1つの技術輸出契約に複数の特許が含まれていることがありま
す。当該契約に含まれる特許数について、該当する番号をひとつご記入下さい。

1：1件　　　　　　　　　　　　　　　　　4：50件以上100件未満

2：2件以上10件未満　　　　　　　　5：100件以上
3：10件以上50件未満

（注）ここでいう「特許数」とは特許のみの数であり、実用新案・商標・意匠・ノウハウの

数は含みません。

Q．13　技術分類
輸出した技術の主要な内容について、別添の「技術分類表」で該当する分類番号をひとつ
ご記入下さい。

（注）例えば、ソフトウエアは「68電子計算機」、半導体は「70電子・通信用部品」となり

ます。詳細は、各分類の内訳を参考にして下さい。

Q．14　特定技術分野
輸出した技術の内容が、以下に分類した特定技術分野に該当するかを伺います。該当する

番号をご記入下さい。なお、複数項目にまたがる場合は、該当するものの番号をすべて記

入して下さい。

1

2

3

4

5

電子計算機（ハードウエア）　　　6：航空・宇宙

電子計算機（ソフトウエア）　　　7：医薬品

電子計算機（サービス）　　　　　8：バイオテクノロジー
半導体　　　　　　　　　　　　　　9：該当しない

原子力

（注）電子計算機のサービスとは、電子計算機の運用・管理等の技術支援のことをいいます。

ご記入いただく項目は以上です言協力大変ありがとうございました．
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回答用紙＜平成6年度・日本の技術輸出に関する調査＞

会社名

隻脚撮

部局代表者（職名・氏名）

記入者（部課名・氏名）

Q ．1 Q ．2 Q ．3 Q ．・

技　 術　 内　 容 契 約 相 手 先

の 国 籍

相 手 先 と の

資 本 関 係

契 約 ：

例

半 導 体 素 子 の 製 造 カ ナ ダ

l

1 r
L

に 関 す る 技 術

1 r ‾‖‾‾
l

2 「．‾‾‾
l

3 l
l

4 l
l

5 l
l

6
l
l

7
l

TEL．　　　　　　　　　　　　内線

N C）．　　　1

1 Q ．5 Q ．6 Q．7 Q．8 Q．9 Q．10 Q．11 Q ．12 Q ．13 Q ．14

馴間 契約 形態 イニシャ柄。ィメンランニングロイヤル ミニマムベ イル ト 独 占権 の 再 実施 権 技 術 の 内包す る 技 術分類 特定 技術

トの有 無 ティの有無 の有無 有 無 の有無 種類 特許 数 分野

l 1 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 1 ，4 ，6 2 7 0 4

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無



回答用紙＜平成6 年度 ・日本の技術輸出に関する調査＞
N c〉　－　　　2：

Q．1 Q ．2 Q ．3 Q．4 Q．5 Q．6 Q．7 Q．8 Q．9 Q．10 Q．11 Q ．12 Q．13 Q．14

技　 術　 内　 容 契約 相手先 相手 先 との 契約 期間 契約 形態 イ＝シャ机。ィメン ランニングロイヤル ミニマムダ イメント 独 占権 の 再実 施権 技術 の 内 包す る 技術 分類 特 定技術

の国籍 資本 関係 トの有 無 ライの 有無 の有無 有無 の有 無 種類 特許数 分野

8
l
l

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

9
ll

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

10
l

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

1 1
l

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

12 r－‾H‾l

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

13 「‾‾‾
l

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

14
ll

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

15
ll

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

16
l
l

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

17
ll

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無

18
l

有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無



こ　の 分 類 表 は 、 Q 1 3　を 御 回 答 頂　 く　際 に 御 使 用　 く　だ さ　い。

なお、この分類表の細かい内訳については、次頁以降8 頁までを御参照 ください。

圭吏術分業頁表

技　 術　　 分　　 類 コード

農林水産業に係る技術 0 2

鉱業に係る技術 0 3

建設業に係る技術 0 4

製

造

業

に

係

る

技

術

食料品 ・たばこ 1 1

繊維 1 2

衣服 ・繊維製品

外衣 1 4

その他の衣服 ・繊維製品 1 5

木材 ・木製品 ・家具 1 6

パルプ・紙製品 ・印刷 1 7

化学製品

無機化学等 2 1

有機化学 2　2

化学繊維 2 3

油脂加工 ・石けん・塗料等 2　4

医薬品 2　5

その他の化学製品 2　6

石油 ・石炭製品 3 0

ゴム製品 3 1

なめし革 ・同製品 ・毛皮 3 2

窯業 3 3

鉄鋼 3 4

非鉄金属 3 5

金属製品 3　6

一般機械器具

ボイラ・原動機 4 1

農業 ・建設 ・鉱山用機械 4　2

金属加工機械 4 3

技　 術　　 分　　 類 コード

製

、技工］旦

業

に

係

る

技

術

つ

づ

き

繊維機械 4　4

特殊産業用機械 4　5

一般産業用機械

ポンプ・圧縮機 ・送風機 4　7

動力機械 4 8

化学機械装置 4　9

その他の一般産業用機械 5 0

その他の機械 5 1

輸送用機械 5 2

精密機械 5 3

電気機械器具

発送電 ・配電 ・産業用電気機械 6 1

民生用電気機械 ・電球 ・照明器具 6 2

通信機械

有線 ・無線通信機械 6 4

ラジオ・テレビ・音響器具 6　5

その他の通信機械 6 6

電子応用装置

】

1

電子計算機 6 8

その他の電子応用装置 6 9

電子 ・通信用部品 7 0

その他の電気機械 7 1

その他の製品

貴金属 ・装身具等 8 1

レジャー用品 8 2

プラスチック製品 8．3

他に分類されない製造技術 8 4

その他の技術 9 0
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技術分業頁内訳

（注）以下の「技術」には、特許・実用新案・商標・意匠・ノウハウを含む。

技　 術　　 分　　 類 コード 内　　　　　　　　 訳

農林水産業に係 る技術 0 2 （経営 に関する技術 を含 む）

鉱業 に係 る技術 0 3

建設業 に係 る技術 0 4 総合工事 に係 る技術

職別工事 に係 る技術 （設備工事 を含 む）

製

造

業

に

係

る

技

術

食料 品 ・たば こ 1 1 畜産 ・水 産食料 品製造技術

野菜缶詰 ・果物缶詰 ・農産保存食料 品製造技術

調味料 ・糖類製造技術

精穀 ・製粉技術

パ ン ・菓子製造技術

動植物油脂製造技術

その他の食料 品製造技術

清涼飲料 ・酒類 ・茶 ・コー ヒー製造技術

製氷技術

飼料 ・有機質肥料製造技術

たばこ製造技術

繊 維 1 2 製糸 ・紡績技術

ねん糸製造技術

織物技術

ニ ッ ト製造技術

染色整理技 術

綱 ・網 ・レース ・繊維雑 品製造技術

その他の繊維工業 に係 る技術

整毛 ・製綿 ・フェル ト製造 ・ガーゼ ・包帯　 等

衣

服

絨

外衣 1 4 外衣製造技術 （和式 を除 く）

その他 の衣服 ・繊維製品 1 5 シャツ ・下着製造技術

帽子 製造技術

毛皮 製衣服 ・身の回 り品製造技術

維 その他 の衣服 ・繊維製身の回 り品製造技 術

製 （和式を含 む）

E］ロロ
ネクタイ ・ス カーフ　 等

その他の繊維製品製造技術

寝具 ・麻袋 ・旗　 等

木材 ・木製品 ・家具 1 6 木材 ・木製 品製造技術

家具 ・装備品製造技術

パ ルプ ・紙製品 ・印刷 1 7 パル プ ・紙 ・紙加工品製造技術

［加工機械等はコード45］

出版 ・印刷 ・同関連技術
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製

造

業

に

係

る

技

術

つ

づ

き

化

学

製

ロ
ロロ

無機化学等 2 1 化学肥料製造技術

無機化学工業製品製造技術

か性ソーダ ・金属ナ トリウム ・硫酸 ・さらし粉

・アンモニア ・カーバイド・酸化チタン　 等

有機化学 2　2 有機化学工業製品製造技術

ベンゼン ・メタノール ・アセ トン ・エタノール

・コールタール ・プラスチック製造　 等

［プラスチック製品製造技術はコード83］

化学繊維 2 3 化学繊維製造技術

ナイロン ・ポリエステル ・カーボンファイバ等

抽月旨加工 ・石けん ・塗料等 2 4 油脂加工製品 ・石けん ・合成洗剤 ・界面活性剤 ・

塗料製造技術

印刷インキ ・ろうそ く　 等

医薬品 2　5 医薬品製造技術 ［農薬はコード26］

その他の化学製品 2 6 火薬類 ・農薬 ・香料製造技術

化粧品 ・歯磨 ・その他の化粧用調整品製造技術

ゼラチン ・接着剤製造技術

写真感光材料製造技術

天然樹脂製品 ・木材化学製品製造技術

試薬製造技術

他に分類されない化学工業製品製造技術

デキス トリン ・イオン交換樹脂 ・防水剤　 等

［カゼインはコ胃ド11、事務用のりはコード84］

石油 ・石炭製品 3 0 石油精製技術

潤滑油 ・グリース製造技術

コークス ・練炭 ・豆炭製造技術

舗装材料製造技術

その他の石油 ・石炭製品製造技術

ゴム製品 3 1 ゴム製品製造技術

タイヤ ・チューブ ・ゴムホース ・ゴム栓　 等

なめし革 ・同製品 ・毛皮 3 2 なめし革 ・同製品 ・毛皮製造技術

窯業 3 3 ガラス ・同製品製造技術

セメント・同製品製造技術

建設用粘土製品製造技術

陶磁器 ・同関連製品製造技術

耐火物製造技術

炭素 ・黒鉛製品製造技術

研磨材 ・同製品製造技術

骨材 ・石工品等製造技術

その他の窯業 ・土石製品製造技術

ほうろう製品 ・石膏 ・石灰　 等
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製

造

業

に

係

る

技

術

つ

づ

き

鉄鋼 3 4 製鉄 ・製鋼 ・製鋼圧延技術

鋼材製造技術 （表面処理鋼材を含む）

鍛鋼 ・鍛工品 ・鋳鋼製造技術

銑鉄鋳物製造技術

可鍛鋳鉄 ・精密鋳造品　 等

その他の鉄鋼業に係る技術

鉄粉製造 ・鉄スクラップ加工処理　 等

非鉄金属 3　5 非鉄金属第 1 次 ・第 2 次精錬 ・精製技術

非鉄金属 ・同合金圧延技術

非鉄金属鋳物製造技術

ダイカス ト　 等

電線 ・ケーブル製造技術

その他の非鉄金属製造技術

核燃料成形加工 ・非鉄金属粉末製造　 等

金属製品 3　6 ブリキ缶 ・その他のめっき板等製品製造技術

洋食器 ・刃物 ・手道具 ・金物類製造技術

レンチ ・スパナ ・携行ジャッキ等の作業工具 ・

のこ刃 ・機械やすり　 等

暖房装置 ・配管工事用附属品製造技術

ガスこんろ ・ガス湯沸器等のガス機器、石油ス

トープ ・石油温風暖房機等の石油機器、太陽熱

利用機器

建設用金属製品製造技術 （製缶板金技術を含む）

鉄骨 ・シャッタ ・鉄塔 ・プレハブ ・コンテナ ・

弁 ・継手 ・パイプ ・貯蔵槽 ・貯蔵タンク　 等

金属プレス製品製造技術

自動車車体部品 ・機械部品　 等

粉末冶金製品製造技術、被覆 ・彫刻技術、熱処理

技術 （ほうろう鉄器製造技術はコード33）

金属線製品製造技術

ボル ト・ナット・リベット・小ねじ ・木ねじ等

製造技術

その他の金属製品製造技術

ばね ・金属製パ ッキング　 等

般

機

械

器

具

ボイラ ・原動機 4 1 ボイラ ・原動機製造技術

［自動車 ・二輪自動車 ・鉄道車両 ・航空機 ・船舶

用のものはコード52］

［発電用の ものはコード61］

農業 ・建設 ・鉱山用機械 4 2 農業用機械製造技術 （農器具製造技術を除く）

栽培用機器 ・脱穀機 ・飼料 さい断機　 等

建設機械 ・鉱山機械製造技術 （建設用 ・農業用 ・

運搬用 トラクタ製造技術を含む）

建設用クレーン ・掘削機械 ・アスファル ト舗装

機械 ・コンクリート機械 ・せん孔機破砕機　 等

［荷役用のものはコ胃ド48］

［コンクリー トミキサー車はコード52］
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製

造

業

に

係

る

技

術

つ

づ

き

股

機

械

器

具

つ

づ

き

金属加工機械 4　3 金属加工機械製造技術

旋盤 ・ボール盤 ・放電加工機 ・数値制御工作機

・圧延機械 ・ベンディングマシン ・機械プレス

・鍛造機械 ・機械工具 ・電動工具　 等

繊維機械 4　4 繊維機械製造技術

化学繊維機械 ・紡績機械 ・織機 ・編組機械 ・染

色仕上機械　 等

特殊産業用機械 4　5 特殊産業用機械製造技術

食料品加工機械 ・木工機械 ・パルプー製紙機械

・プラスチック加工機械 ・印刷 ・製版 ・製本 ・

鋳造装置 ・ダイカス トマシン　 等

般

産

業

用

機

械

ポンプ ・圧縮機 ・送風機 4　7 ポンプ ・同装置製造技術

空気圧縮機 ・ガス圧縮機 ・送風機製造技術

動力機械 4　8 エレベータ ・エスカレータ製造技術

荷役運搬設備製造技術

クレーン ・巻上機　 等

［埋設用クレーンはコード42］

動力伝導装置製造技術 （軸受製造技術を除 く）

変速機　 等

［輸送用のものはコード52］

化学機械装置 4　9 化学機械 ・同装置製造技術

圧搾機器 ・ろ過機器 ・分離機器 ・集 じん機器 ・

熱交換器 ・電解槽　 等

［貯蔵槽は全てコード36］

その他の一般産業用機械 5 0 工業窯炉製造技術

油圧 ・空圧機器製造技術

油圧ポンプ ・油圧モータ ・空気圧バルブ ・空気

庄シリンダ　 等

その他の一般産業用機械 ・装置製造技術

潤滑装置 ・自動車用代燃装置 ・焼却炉　 等

その他の機械 5 1 事務用 ・サービス用 ・民生用機械器具製造技術

電子式卓上計算機 ・複写機 ・日本語ワー ドプロ

セッサ ・冷凍機 ・業務用洗濯機 ・ミシン （家庭

用 ・工業用）　 等

［高周波 ミシンはコード69］

その他の機械 ・同部品製造技術

包装機械 ・荷造 り機械 ・金型 ・自動販売機 ・動

力伝導装置 （平軸受 ・玉軸受 ・ころ軸受、但 し

時計用はコード53） ・高圧 ・一般 ・自動調整バル

プ ・産業用ロボット・ピス トンリング　 等

［自動車バルブはコード52］
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製

造

輸送用機械 5 2 自動車 ・同附属品製造技術 （＊1 ：下段参照）

鉄道車両 ・同部分品製造技術

自転車 ・同部分品製造技術

船舶製造 ・修理技術、船舶機関製造技術

航空機 ・同附属品製造技術 （＊2 ：下段参照）

その他の輸送用機械器具製造技術

ロケット （武器用のものはコード84） ・気象観測

用バルン ・同部分品　 等

［アドバルン （宣伝用）はコード84］

業

に

係

る

技

術

つ

づ

き

（＊1 ）自動車 ・同附属晶製造技術

エンジン ・同部品 ・シャシー ・車体 ・自動車バルブ ・ブレーキ ・クラッチ ・車軸

・ラジエータ ・車輪 ・車軸 ・ステアリング装置 ・方向指示器 ・変速装置 ・燃料噴

射装置 ・気化器 ・自動車用エアコン ・オイルフィルタ ・ワイパー　 等

［タイヤ ・チューブ ・ゴム製品はコード31、自動車用ガラス ・レンズはコード33、プ

レス製品等自動車車体部品 ・金物はコード36、自動車ジャッキ ・車輪機器 ・自動

車整備機器はコード51、自動車用電装品 （内燃機関用） ・発電機 ・電動機はコード

61、照明器具 ・電球はコード62、蓄電池はコード71］

（＊ 2 ）航空機 ・同附属品製造技術

エ ンジン ・胴 ・主翼 ・フラップ ・方向舵 ・プロペラ ・フロー ト・パラシュー ト・

エ ンジンオーバーホール ・エンジン取付具 ・原動機 ・同部分品　 等

［タイヤ ・チューブはコード31、航空機用計器 ・高度計 ・燃圧計はコード53、航空機

用電動機 ・電装品はコード61、照明装置はコード62、航空機用通信装置 （レーダ ・

着陸誘導装置 ・方向探知機等）はコード64］

精密機械 5 3 計量器 ・測定器 ・分析器具 ・試験機製造技術

マイクロメータ ・航空計器 ・高度計 ・圧力計等

測量機械器具製造技術

［無線応用航法装置はコード64］

医療用機械器具 ・医療用品製造技術

人工心肺装置　 等

理化学機械器具製造技術

光学機械器具 ・レンズ製造技術

カメラ ・カメラ用三脚 ・望遠鏡 ・顕微鏡　 等

［電子顕微鏡はコード71］

眼鏡製造技術 （枠 を含む）

時計 ・同部分品製造技術 （時計用軸受を含む）

電

気

機

械

器

具

発送電 ・配電 ・産業用電気 6 1 発電用 ・送電用 ・配電用 ・産業用電気機械器具

機械 製造技術

発動機 ・電動発電機等の回転電気機械 （輸送用

機械のものを含む） ・内燃機関電装品 （自動車

用スターターモータ ・充電機等） ・変圧器 ・電

力変換装置 ・電気溶接機 ・開閉制御装置　 等

民生用電気機械 ・電球 ・ 6 2 民生用電気機械器具製造技術

照明器具 電気暖房器 ・厨房機器 ・扇風機 ・電気温水機 ・

家庭用電気冷蔵庫 ・家庭用電気洗濯機 ・理美容

機器　 等

電球 ・電気照明器具製造技術
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製

造

業

に

係

る

技

術

つ

づ

き

電

気

機

械

…・

具

つ

づ

き

通

信

機

械

有線 ・無線通信機械 6 4 有線通信機械器具製造技術

電話機 ・ファクシミリ ・交換機　 等

無線通信機械器具製造技術

レーダ装置 ・無線位置測定装置　 等

ラジオ ・テレビ ・音響器具 6　5 ラジオ受信機 ・テレビジョン受信機製造技術

［ビデオ機器製造技術はコード69］

電気音響機械器具製造技術

ラジカセ ・ステレオセット・チューナ　 等

［輸送用機器用のものはコード52］

その他の通信機械 6 6 交通信号保安装置製造技術

その他の通信機械器具 ・同関連機械器具製造技術

電

電子計算機 6 8 電子計算機 ・同附属装置製造技術

パソコン ・光ディスク装置　 等

子

応

用

全てのソフ トウェアを含む

その他の電子応用装置 6 9 Ⅹ線装置製造技術

装 C T 装置 ・放射線測定器　 等

置 ビデオ機器製造技術

その他の電子応用装置製造技術

粒子加速装置 ・超音波応用装置 ・電子顕微鏡等

電子 ・通信用部品 7 0 電子機器用 ・通信機器用部分品製造技術

半導体素子 ・トランジスタ ・電子管 ・集積回路

リレー ・抵抗器 ・コンデンサー　 等

その他の電気機械 7 1 電気計測器製造技術

オシロスコープ ・電圧測定器 ・半導体測定器 ・

I C 測定器　 等

その他の電気機械器具製造技術

乾電池 ・蓄電池 （輸送用轢械用のものを含む）

・太陽電池　 等

そ

の

他

の

製

ET
Dロ

貴金属 ・装身具等 8 1 貴金属製品製造技術 （宝石加工を含む）

装身具 ・装飾品 ・ボタン ・同関連品製造技術

（貴金属 ・宝石製を除 く）

レジャー用品 8 2 楽器 ・レコー ド製造技術

玩具 ・運動競技用具製造技術

プラスチック製品 8 3 プラスチック板 ・棒 ・管 ・継手 ・パイプ等異形押

出製品製造技術

プラスチックフィルム ・シート・床材 ・合成皮革

製造技術

工業用プラスチ ック製品製造技術

発泡 ・強化プラスチック製品製造技術

プラスチック成形材料製造技術

（魔プラスチックを含む）
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製

そ プラスチック製品　 つづ き 8 3 その他のプラスチック製品製造技術

の プラスチック製台所用品 ・プラスチック製容器

造 他 ・合成樹脂製人工芝　 等

業

に

係

の

製

ロ
ロロ

つ

［合成繊維製人工芝はコード12］

他に分類されない製造技術 8 4 武器製造技術

るつ ペ ン・鉛筆 ・絵画用品 ・その他事務用品製造技術

技 漆器製造技術

術づ

き

づ 他に分類されない製造技術

き 魔法瓶 ・荷役運搬用パレット・ライター ・コル

ク製品 ・看板　 等

その他の技術 9 0 電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業に係る技術

運輸 ・通信業に係る技術

卸売 ・小売業、飲食店に係る技術

金融 ・保険業、不動産業に係る技術

サービス業に係 る技術

公務 （他に分類されないもの）に係る技術

分類不能の技術
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資料2．業種区分表

番号 業　　　　　 種 番号 業　　　　　 種

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0

1 1

1 2

1 3

1 4

1 5

1 6

1 7

1 8

1 9

2 0

農林水産業 2 1

2　2

2　3

2　4

2　5

2　6

2　7

2　8

2　9

3　0

3 1

3　2

通信 ・電子 ・電気計測器工業

鉱業 自動車工業

建設業 2 2 以外の輸送用機械工業

食品工業 精密機械工業

繊維工業 4 ～2 4 以外の工業

パルプ・紙工業 運輸 ・通信業

出版 ・印刷業 公益業

化学肥料 ・無機化学 ・

有機化学 ・化学繊維工業

油脂 ・塗料工業

医薬品工業

卸売業

小売業

銀行 ・信託業、投資業、証券業、

商品取引業、保険業

8 ～1 0 以外の化学工業 情報サービス ・調査 ・広告業

石油製品・石炭製品工業

プラスチック製品工業

ゴム製品工業

窯業

鉄鋼業

非鉄金属工業

金属製品工業

機械工業

電気機械器具工業

その他のサービス業
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資料3．技術分野と；技術分糞貫の対応

技　 術　　 分　　 類 分野 コード

農林水産業 そ

の

他

0 2

鉱業 0 3

建設業 0 4

製

造

業

に

係

る

技

術

食料品 ・たばこ

そ

の

他

1 1

繊維 1 2

衣服 ・繊維製品

外衣 1 4

その他の衣服 ・繊維製品 1 5

木材 ・木製品 ・家具 1 6

パルプ ・紙製品 ・印刷 1 7

化学製品

化

学

無機化学等 2 1

有機化学 2 2

化学繊維 2 3

油脂加工 ・石けん・塗料等 2 4

医薬品 2　5

その他の化学製品 2　6

石油 ・石炭製品 3 0

ゴム製品 そ

の

他

3 1

なめし革 ・同製品 ・毛皮 3 2

窯業 3 3

鉄鋼 金

属

3 4

非鉄金属 3　5

金属製品 3 6

一般機械器具 機

械

ボイラ・原動機 4 1

農業 ・建設 ・鉱山用機械 4 2

金属加工機械 4 3

技　 術　　 分　　 類 分野 コード

製

造

業

に

係

る

技

術

つ

づ

き

繊維機械 機

械

4 4

特殊産業用機械 4　5

一般産業用機械

ポンプ・圧縮機 ・送風機 4 7

動力機械 4 8

化学機械装置 化学 4 9

その他の一般産業用機械 機

械

5 0

その他の機械 5 1

輸送用機械 5 2

精密機械 5 3

電気機械器具

電

気

発送電 ・産業用電気機械 6 1

民生用電気機械 ・照明器具 6 2

通信機械

有線 ・無線通信機械 6 4

ラジオ・テレビ ・音響器具 6 5

その他の通信機械 6 6

電子応用装置

電子計算機 6 8

その他の電子応用装置 6 9

電子 ・通信用部品 7 0

その他の電気機械 7 1

その他の製品

そ

の

他

貴金属 ・装身具等 8 1

レジャー用品 8 2

プラスチック製品 8 3

他に分類されない製造技術 8 4

その他の技術 9 0
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集計表一覧

I．技術輸出状況

表1 有効回答企業の技術輸出状況

Ⅱ．技術輸出契約（技術分類別）

2

　

　

3

　

　

4

　

　

5

　

　

6

　

　

7

　

　

Q

U

　

　

9

表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表

契約相手先回・地域

輸出企業の資本金・相手先企業との資本関係

契約期間

契約形態

対価の受取方法

独占権・再実施権

技術の種類

特許内包契約に含まれる特許数

Ⅲ．技術輸出契約（国・地域別）

0
　
　
1
　
　
2
　
　
3
　
　
4
　
　
5
　
　
6

1
　
　
　
1
　
　
　
1
　
　
　
1
　
　
　
1
　
　
　
1
　
　
　
1

表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表

技術分野

輸出企業の資本金・相手先企業との資本関係

契約期間

契約形態

対価の受取方法

独占権・再実施権

技術の種類

Ⅳ．技術輸出契約（＿産業分類別）

7

　

　

8

　

　

9

　

　

0

　

　

1

　

　

2

　

　

3

　

　

4

1

　

　

1

　

　

1

　

　

2

　

　

へ

∠

1

　

　

2

　

　

2

　

　

2

表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表
　
表

技術分野

輸出企業の資本金・相手先企業との資本関係

契約相手先国・地域

契約期間

契約形態

対価の受取方法

独占権・再実施権

技術の種類
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表1．有効回答企業の技術輸出状況

産 業 分 類 全 数

新 規 の技 術 輸 出 あ り 継 続 中

の 輸 出

あ り

過 去 に

輸 出

あ り

技 術輸

出実 績

な し

1 件 2 件

′ヽ′

3 件

4 件

J胃ヽ．′

5 件

6 件

～

10件

1 1件

4肩ヽ．′

合 計

（0 1）農 林 水 産 業 2

7

8 2

0

0

7

2

4

2

0

1

0

1

0

0

1

0

0

0

0

5

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1 0

0

7

9

3

3

0

5

4

13

3

1

2

5

9

5

4

5

2 1

1 0

（0 2）鉱 業

（0 3）建 設 業

1

8

3

1 1

3

1

1

11

5

5 6

（0 4）食 品 工 業 44 18 14

（0 5）繊維 工 業 24 7 1

2

1

9

（0 6）パ ルプ ・紙 工 業 13

3

50

1 5

（0 7）出 版 ・印 刷 業 1 0 1

（0 8）総 合 化学 工 業 8 6 1 20

6

10

6

1

5

3

9

13

9

10

1 1

2

5

2

5

4

0

5

7

7

4

13

8

15

2

1

3

5

1

5

3

2

14 5

14

（0 9）油脂 ・塗 料 工 業 13 2 0 1 3 1

（10）医薬 品工 業 32 3 5 1 1 4

（11）その他 の 化学 工 業 19 3 1 1

0

0

1 8

（12）石 油 製 品工 業 1 1 0 1 0 4

（13）プラスチック工 業 15

8

33

4 1 0 4

（14）ゴム 製 品 工 業 0 1 1 1 0

（15）窯 業 5 2 1 1 10

（16）鉄 鋼 業 32 4

4

6

6 1

0

2

4

4

3

2

0

0

1

0

0

0

1

1 7

（17）非 鉄 金 属 工 業 27 3 1 1

0

1

7

（18）金 属 製 品 工 業 33 1 1 14

（19）機 械 工 業 90 17

5

12

4

4

6

4

3

4

0

0

0

0

0

6 2

1 27 29

（20）電 気機 械 器 具 工 業 4 7 4

3

4

0

0

0

1

0

0

0

25

1 18 10 1 1

（2 1）通信 ・電 気計 測器 工 業 9 1 1

2

1

25 18

7

7

3

4

1

0

0

1

33

（2 2）自動車 工 業 4 0 11

6

2

5

2

1

23 8

（2 3）その 他 の輸 送 用機 械 工 業 20 10

7

6

3

1

2

（24）精 密 機 械工 業

（25）その 他 の 工 業

（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業

（27）卸 売 ・小売 業

16

30

25

40

1

0

0

0

0

0

9

3

15

2 0

3 4

（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広告 業 23 1 1

2

243

19

（29）その 他 の サ ー ビス業 30 1 2 5

総　　　 計 9 00 118 29 150 3 6 2
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表2．技術輸出契約の契約相手先国・地域（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数 北 ア メ リカ ヨー ロ ッパ

米 国 その他 合 計 ドイツ 英 国 イタリア フラン
ス

スペイ

ン
その他 合 計

（02）農 林 水 産業

（04）建 設 業

（11）食 料 品 ・た ば こ

（12）繊 維

（14）外 衣

（15）その 他衣 服 ・繊 維 製 品

（17）パ ルプ ・紙 製 品 ・印 刷

（2 1）無 権 化学 等

（2 2）有 機 化学

（2 3）化 学繊 維

（2 4）油 脂加 工 ・石鹸 ・塗 料

（25）医 薬 品

（26）その 他 の 化学 製 品

（30）石 油 ・石 炭 製 品

（31）ゴム 製 品

（33）窯 業

（34）鉄 鋼

（35）非 鉄 金 属

（36）金 属 製 品

（4 1）ボ イラ・原動 機

（42）農 業 ・建設 ・鉱 山 用機 械

（43）金 属 加 工機 械

（44）繊 維 機 械

（45）特 殊 産 業機 械

（47）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送風 機

（48）動 力椴 械

（49）化 学 機 械装 置

（50）その 他 一 般産 業 用機 械

（51）その 他 の機 械

（52）輸 送 用機 械

（53）精 密機 械

（61）発 送 電 ・産 業用 電 気機 械

（62）民 生 用電 気 機 械 ・照 明器 具

（64）有 線 ・無 線通 信 機 械

（65）ラジオ ・テレビ・音 響 器 具

（6 8）電 子計 算 機

（6 9）その 他 電子 応 用装 置

（70）電 子 ・通信 用 部 品

（7 1）その 他の 電 気 機械

（8 2）レジャー 用 品

（8 3）プラスチック製 品

（8 4）他 に分 類され ない製造 技 術

（9 0）その 他の 技 術

総　　　 計

6

9

5

9

1

4

5

7

4 4

4

2 7

3 0

2 8

4

1 2

1 3

4 5

2 8

3 3

4

6

15

2

7

4

6

1 4

1 1

1 8

11 0

2 4

2 1

2 0

1 5

6

57

6

4 0

10

3

12

2

3

73 0

0

1

0

1

0

1

3

1

11

0

1

4

3

2

1

1

8

5

6

0

1

2

0

2

0

0

3

4

3

16

4

0

0

1

0

18

3

7

3

0

3

1

2

12 2

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

4

0

0

0

0

4

0

0

0

0

0

0

0

14

0

1

1

1

0

1

3

1

1 1

0

2

5

3

2

1

1

9

5

6

0

1

3

0

2

0

0

4

4

3

20

4

0

0

1

0

2 2

3

7

3

0

3

1

2

13 6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

6

1

0

0

0

1

0

1

0

0

1

1

0

0

0

1

0

0

4

2

0

0

0

0

6

1

1

0

0

0

0

0

2 8

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

2

1

1

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

1

2

0

0

0

0

0

4

0

1

0

0

0

0

0

15

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

2

1

0

0

0

0

1

2

0

4

0

0

0

0

0

1

0

1

0

1

0

0

0

1 5

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

2

1

0

2

1

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

13

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

2

0

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

4

0

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1 2

0

0

0

0

0

0

0

0

3

1

2

4

4

0

0

1

4

0

2

0

0

0

0

0

2

1

1

0

2

0

0

0

0

0

3

0

1

1

0

0

1

0

33

0

0

0

0

0

0

1

0

4

1

5

16

8

1

5

2

6

1

4

0

2

3

1

0

0

2

4

3

2

17

2

0

1

1

0

15

1

5

1

1

0

1

0

1 16
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ア ジ ア その他

韓国 中国 台湾 タイ マレーシア イント●ネシア インド シン力 `ポール フィリピン 香港 その他 合計 オーストラリア ブラジル その也 合計

040101029042200 110311021331300 021200015031503 102000007050501 010000000000002 101100102000010 1000000000200000204 0000000040000001 100001000012100 000100000001000 100000010012000000010000000006000004000000016 684813162831991616825 00000000100010001 00000000000000023 00000000001000001000000000000300002100001009 000000001010100
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0 3 6 2 600 2 1 0 0 20 120000000000100010000000008 100 21 3 6 4 1 1 1 0 214381544641369182119ll41822861801451 2
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2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
3 4 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00000000000101000100010 0

2 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0

1 2 0 0 000005030211020010026 1 0 0 0 0 0
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表3．技術輸出契約の資本金・輸出先企業との資本関係（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数 資 本 金 資 本 関 係

5 0 億 円

未 満

10 0 億 円

未 満

50 0 億 円

未 満

50 0 億 円

以 上
な し

2 分 の 1

未 満

2 分 の 1

以 上
無 回 答

（0 2）農 林 水 産 業 6

9

5

9

1

4

5

7

44

4

2 7

6

3

2

3

0

0

0

1

3

0

8

2

13

0

0

4

5

2

11

2

1

5

2

3

1

0

1

1

0

19

4

10

0

2

0

6

1

8

3

0

1

0

1

0

0

0

5

0

1

0

2

0

0

1

3

20

0

5

4

0

3

4

1

35

3

8

3

3

1

0

2

1

1

1

1

7

0

1 1

0

4

1

2

3

3

10

4

0

1

3

0

3

1

0

0

1

0

30

2

2

5

2

2

3

0

3

0

0

1

0

0

114

0

0

2

2

0

1

0

1

8

1

4

5

10

0

6

4

1

8

6

0

1

10

0

1

1

0

2

0

9

24

1

4

8

7

3

22

0

22

5

0

2

2

0

183

0

0（04）建 設 業

（11）食 料 品 ・た ば こ 0 3 0

（12）繊 維 0 4 5 0

（14）外 衣 0

3

1

1

1

1

3

2

0

2

4

5

0

0

0

（15）そ の 他 衣 服 ・繊 維 製 品

（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷

（2 1）無 機 化 学 等 0

（22）有 機 化 学 5 16 2 9 0

（23）化 学 繊 維 1

0

4

3 3 0

（24 ）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料 14 12 0

（2 5）医 薬 品 30 20

4

1

5

7

5

9

13

1

1

6

0

1

2

3

3

8

14

2 5 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

（2 6）その 他 の 化 学 製 品 2 8

4

12

13

4 5

11

0

3

1

0

0

1

0

2

1

0

0

0

0

3

1

0

26

3

2

2

2

0

13

0

14

（30）石 油 ・石 炭 製 品

（31）ゴ ム 製 品

（33）窯 業

（34）鉄 鋼

3

4

6

4 1

（35）非 鉄 金 属 2 8 17

8

1

2

3

0

3

1

3

7

1

4

38

0

4

16

10

（36）金 属 製 品

（4 1）ボ イラ・原 動 機

（42）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械

（43）金 属 加 工 機 械

（44）繊 維 機 械

（45）特 殊 産 業 機 械

（47）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機

（48）動 力 機 械

（49）化 学 機 械 装 置

33

4

6

15

2

7

4

6

14

23

4

4

2

2

3

2

6

12

（50）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械

（5 1）そ の 他 の 機 械

1 1

18

10

9

5 4（52）輸 送 用 機 械 110 29

（53）精 密 機 械 24 17 2 1 0

（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 21 5

2

1

0

6

0

15

7

6

1

32

6

0

（62）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 20 0

（64）有 線 ・無 線 通 信 機 械

（65）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具

（68）電 子 計 算 機

15

6

5 7

6

40

10

6

32

5

14

0

0

4

0

2

25 8

0

0

0

（69）その 他 電 子 応 用 装 置 0

（70）電 子 ・通 信 用 部 品 4

0

0

0

14 15 0

（7 1）そ の 他 の 電 気 機 械 10

3

12

2

3

730

7

3

7

5

3

9

0

（82）レジャー 用 品 0

（83）プラスチ ック製 品 0

（84）他 に 分 類 され な い 製 造 技 術 2 0 0 0

（90）その 他 の 技 術 0 0 3 0

総　　　 計 13 4 92 24 6 4 3 1 2
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表4．技術輸出契約の契約期間（技術分類別）

技 術 分 類 名 全 数

契 約 期 間

1 年 5 年 10 年 15 年 15 年 工 業 所 有 そ の 他 無 回 答

未 満 未 満 未 満 未 満 以 上 権 の 期 間

（0 2）農 林 水 産 業

（04 ）建 設 業

（11）食 料 品 ・た ば こ

（12 ）繊 維

（14 ）外 衣

（15 ）そ の 他 衣 服 ・繊 維 製 品

（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印刷

（2 1）無 機 化 学 等

（22 ）有 機 化 学

（23 ）化 学 繊 維

（24）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料

（25）医 薬 品

（26）そ の 他 の 化 学 製 品

（30）石 油 ・石 炭 製 品

（31）ゴム 製 品

（33）窯 業

（34）鉄 鋼

（3 5）非 鉄 金 属

（3 6）金 属 製 品

6

9

5

9

1

4

5

7

4 4

4

2 7

3 0

2 8

4

1 2

1 3

4 5

2 8

3 3

4

6

1 5

2

7

4

6

1 4

1 1

1 8

1 1 0

0

2

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

4

0

0

0

1 7

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

5

1

0

0

0

0

4

0

4

0

0

0

2

0

4 3

1

3

3

5

1

3

2

1

5

0

9

2

8

0

7

2

2 5

2

1 1

0

2

0

2

0

0

0

1

1 7

3

14

3

3

0

3

6

2

2 1

14

0

0

1

0

0

0

2

1

12

0

2

1 2

5

0

0

3

0

3

3

1

1

1

1

0

0

0

4

1

3

1 3

3

1

1

0

0

0

0

0

2

0

0

3

2

4

0

0

0

0

0

0

0

5

0

0

0

0

0

0

0

1

0

1

0

1

0

3

0

2

0

0

0

0

0

2 9

0

0

0

1

0

1

1

2

3

1

1

3

1

0

2

0

0

0

3

0

0

0

0

1

0

0

0

1

1

7

1

0

1

0

0

5

2

6

0

1

0

0

0

4 5

2

1

0

1

0

0

0

2

4

0

1

7

5

0

0

1

1

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

7

0

0

0

3

0

13

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

（4 1）ボ イラ ・原 動 機

（4 2）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械

（4 3）金 属 加 工 機 械

（4 4）繊 維 機 械

（4 5）特 殊 産 業 機 械

（4 7）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機

（4 8）動 力機 械

（49）化 学 機 械 装 置

（50）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械

（51）そ の 他 の 機 械

（52）輸 送 用 機 械

1

3

7

1

2

1

1

2

3

5

2 5

1

2

2

0

4

3

5

8

6

7

5 0

4

1 1

12

3

2

13

1

16

3

0

6

0

0

2 5 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

（53）精 密 機 械

（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械

（62 ）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具

（64 ）有 線 ・無 線 通 信 機 械

（65 ）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具

（68 ）電 子 計 算 機

（69 ）そ の 他 電 子 応 用 装 置

（70 ）電 子 ・通 信 用 部 品

（7 1）そ の 他 の 電 気 機 械

（82 ）レジ ャー用 品

（83 ）プ ラスチ ック製 品

（84 ）他 に分 類 され な い 製 造 技 術

（90 ）そ の 他 の 技 術

24

2 1

2 0

1 5

6

5 7

6

4 0

1 0

3

1 2

2

3

7 3 0

1 7

7

2

7

3

1 7

3

5

5

2

4

0

1

1

1

5

1

1

2

0

6

2

0

2

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

総　　　 計 2 14 9 1 5 4 4
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表 5 ．技 術 輸 出 契 約 の 契 約 形 態 （技 術 分 類 別 ）

技 術 分 類 名 全 数

契 約 形 態

有 償 無 償 クロスライセ ンス 無 回 答

受 取 等 価 支 払

（02）農 林 水産 業 6

9

5

9

1

4

5

7

44

4

27

0

7

4

5

0

2

6

2

1

1

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

（04）建設 業

（11）食料 品 ・たばこ

（12）繊維

（14）外衣

（15）その他衣 服 ・繊 維製 品

（17）パ ルプ・紙 製品 ・印 刷 5

7

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0（2 1）無機 化 学等

（22）有 機化 学 4 1

4

27

1

0

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

（23）化 学繊 維

（24）油 脂加 工 ・石鹸 ・塗 料

（25）医薬 品 30 2 1 7

10

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0（26）その他 の 化学 製 品 28

4

12

18

（30）石油 ・石 炭製 品 1 0

2

1

2

0

1

0

0

4

0

0

0

0

0

0

1

3

3

0

0

0

0

0

1

3

0

0

0

0

0

0

0

（3 1）ゴム製 品 10

（33）窯業 13 12

（34）鉄鋼 4 5 4 2

（35）非鉄金 属 2 8 2 8 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

2

0

0

0

0

0

0

（3 6）金属 製 品

（4 1）ボイラ・原 動機

（4 2）農業 ・建 設 ・鉱 山用 機械

（4 3）金属 加 工機 械

（4 4）繊維 機械

（4 5）特 殊産 業機 械

（4 7）ポンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機

（48）動 力機 械

（4 9）化 学機 械装 置

33

4

6

15

2

7

4

6

14

3 1

4

8

9

2

7

4

6

14

9

16

（5 0）その他 一般 産 業用 橡械 11

（51）その他 の機 械 18 0

2

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

0

1

0

（5 2）輸送 用機 械 110 10 3

（53）精 密機 械 24 2 1

（61）発送 電 ・産 業用 電気 機械 21 20

（6 2）民生 用電 気機 械 ・照 明器 具 20 20

（64）有線 ・無 線通 信機 械 15

6

57

6

4 0

11

6

44

2

2 5

6

3

11

2

2

6 18

3

0

0

0

0

0

1

0

3

1

0

0

0

1

0

0

0

0

（65）ラジオ ・テ レビ・音 響器 具

（68）電子 計 算機 10

（6 9）その他 電子 応 用装置 2

（7 0）電 子 ・通 信 用部 品 1 9 2 3 0

（71）その他 の電 気機 械 10

3

12

2

3

7 30

2 1 1 0 0

（8 2）レジャー 用 品 0 0 0 0 0

（8 3）プラスチック製 品 1

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

（8 4）他 に分 類されない製 造技 術

（90）その他 の技 術

総　　　 計 64 19 18 4 7
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表6．技術輸出契約の対価の受取方法（技術分類別）

技 術 分 類 名 全 数

イ ニ シ ャ ル ペ イメン ト ラン ニ ン グ ロイ ヤ ル テ ィ

対 価 無有 無 無 回 答 有 無 無 回 答

ミニマム有 ミニマム無 無 回 答

（0 2）農 林 水 産 業

（0 4）建 設 業

（11）食 料 品 ・た ば こ

（12）繊 維

（14 ）外 衣

（15）そ の 他 衣 服 ・繊 維 製 品

（1 7）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷

（2 1）無 機 化 学 等

（22 ）有 機 化 学

（23 ）化 学 繊 維

（24 ）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料

6

9

5

9

1

4

5

7

44

4

2 7

0

6

0

4

0

0

3

6

3 6

3

10

0

1

4

2

0

3

2

1

6

1

17

5

15

0

8

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

15

0

3

2

0

0

1

0

1

4

0

2

0

1

1

4

0

2

4

5

17

4

23

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

2

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

6

0

3

1

2

0

0

1

1

2 1

0

2

8

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

9

6

2

1

3

1

1

0

0

2

0

0

（25 ）医 薬 品 30 18

3

1

2

6

22

6 8 7

（26 ）そ の 他 の 化 学 製 品 28

4

12

0 17 10

（30 ）石 油 ・石 炭 製 品

（31 ）ゴ ム 製 品

0

0

0

10

1

0

2

3 5

6

6

2

0

0

0

0

0

0

2

1

3

2

（33 ）窯 業 13 0 9 1

（3 4 ）鉄 鋼 4 5 1 8 0 8 2

（3 5）非 鉄 金 属 28 19 9 1 2 1 0

（36）金 属 製 品 33

4

6

15

2

7

4

6

14

19

3

3

2

1

5

2

4

10

8

1 1

1 2

1

3

7

1

2

2

2

2 2 3 2

（4 1）ボ イラ ・原 動 機 1 1 0

（4 2）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 1 5 0

（4 3）金 属 加 工 機 械 0 9 6

（4 4 ）繊 維 機 械 0 2 0

（4 5 ）特 殊 産 業 機 械 3 4 0

（4 7 ）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機 0 4 0

（4 8 ）動 力 機 械 1 5 0

（49 ）化 学 機 械 装 置 4 1 11 0

（50 ）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 1 2

5

5 1

1 8 1

（5 1）そ の 他 の 機 械 18 1 14 1 2

（52 ）輸 送 用 機 械 110 54

7

13

8

6

1

2 5

0 94 10

0

0

1

5

（53 ）精 密 機 械 24 14

5

12

5

5

19

0 21 3

（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 1 0 18 1

（62 ）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 20 2 17 0

（64 ）有 線 ・無 線 通 信 機 械

（6 5）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具

（6 8）電 子 計 算 機

1 5

6

5 7

6

40

10

3

12

2

3

730

0

0

1

10

6

15

1

0

2 8

0

5

0

1

3

0

1

14 6

4

0

13

（6 9）そ の 他 電 子 応 用 装 置 1 1 0 2 4

（70 ）電 子 ・通 信 用 部 品

（71）そ の 他 の 電 気 機 械

（8 2）レジ ャー 用 品

（83）プ ラスチ ック製 品

（84）他 に 分 類 され ない 製 造 技 術

（9 0）そ の 他 の 技 術

総　　　 計

11

3

2

7

0

0

34 5

14

4

1

4

2

2

2 77

0

1

2

2

0

0

39

19

6

0

6

2

1

4 37

6

3

0

1

0

1

9 3
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実施権（技榔分類別）表 7 ．技 術 輸 出 契 約 の 独 占 権 ・再 実 施 権 （技 術 分 掌頁別 ）

技 術 分 類 別 全 数 独 占 権 再 実 施 権

有 無 無 回 答 有 無 無 回 答

（0 2）農 林 水 産 業 6

9

5

9

1

4

5

7

4 4

4

2 7

6

2

0

7

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

8

2

2

4

7

0

（0 4）建 設 業 0

（1 1）食 料 品 ・た ば こ 1 4 0 5 0

（1 2）締 維 2

0

4

7

1

0

0

0

0

9

1

4

0

（1 4）外 衣 0

（1 5）そ の 他 衣 服 ・繊 維 製 品 0

（1 7）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷 0

1

5

6

2

0

3

7

0

（2 1）無 機 化 学 等 0

（2 2）有 機 化 学 1 0

2

1 3

3 4

2

1 4

4

0

3

4 0

4

2 4

0

（2 3）化 学 繊 維 0

（2 4）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料 0

（2 5 ）医 薬 品 3 0 1 8 1 2 9 2 1 0

（2 6 ）そ の 他 の 化 学 製 品 2 8

4

1 2

1 4

0

6

7

0

6

1 2

2

5

g

0

3

1

5

1 0

6

7

4 5

7

5

1

2

1

9

2

1 5

14

4

6

6

4 5

5

0

0

2 2 1

0（3 0 ）石 油 ・石 炭 製 品 4

12（3 1）ゴ ム 製 品 0

（3 3 ）窯 業 1 3 0 1 3 0

（3 4 ）鉄 鋼 4 5 1

0

5

0

1

0

0

1

0

1

0

0

0

1 1

3

2

0

4 4 0

（3 5）非 鉄 金 属 2 8 2 1 2 8 0

（3 6）金 属 製 品

（4 1）ボ イラ ・原 動 機

（4 2）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械

（4 3 ）金 属 加 工 機 械

（4 4）繊 維 機 械

（4 5）特 殊 産 業 機 械

（4 7）ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機

（4 8 ）動 力 機 械

（4 9 ）化 学 機 械 装 置

3 3

4

6

1 5

2

7

4

6

1 4

2 0

2

1

2

2

4

3

1

4

5

1 1

2 7

4

5

1 1

2

6

4

5

1 4

1

0

0

4

0

0

0

0

0

（5 0 ）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 1 1 1 0

（5 1）そ の 他 の 槻 械 1 8 1 8 0

（5 2）輸 送 用 機 械 1 10 6 5 9 8 1

（5 3）精 密 機 械 2 4 1 7 2 1 0

（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 1 1 5 1 8 1

0（6 2）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 2 0 1 9 2 0

（6 4）有 線 ・無 線 通 信 機 械 15

6

5 7

6

4 0

1 3

5

4 8

4

2 5

9

2

7

0

2

4 7 4

1

0

1 4

6

0

（6 5）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具 0

（6 8）電 子 計 算 機 4

2

5 3 0

（6 9）そ の 他 電 子 応 用 装 置 4 0

（7 0）電 子 ・通 信 用 部 品 2 3 7 1

（7 1）そ の 他 の 電 気 機 械 1 0

3

1 2

2

3

7 3 0

1 1 9 0

（8 2）レジ ャー 用 品 1

5

2

0

2 4 8

0

0

3 0

（8 3）プ ラスチ ック製 品 1 2 0

（8 4）他 に 分 類 され な い 製 造 技 術 0

1

2

1

0

（9 0）そ の 他 の 技 術 1

総　　 計 6 3 6 5 7 1 0
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表8．技術輸出契約の技術の種類（技術分類別）

技 術 分 類 名 全 数

技 術 の 種 類

特 許 ノウ ハ ウ 商 標 出 願 中

特 許

実 用 新 案 意 匠 無 回 答

（0 2）農 林 水 産 業

（04 ）建 設 業

（11）食 料 品 ・た ば こ

（12）繊 維

（14 ）外 衣

（15）そ の 他 衣 服 ・繊 維 製 品

（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷

（2 1）無 機 化 学 等

（22 ）有 機 化 学

（23 ）化 学 繊 維

（24 ）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料

6

9

5

9

1

4

5

7

44

4

27

0

1

0

2

0

0

4

5

25

4

1

4

9

5

8

1

3

3

7

42

4

26

2

0

1

1

0

1

0

0

3

1

12

9

22

0

2

8

0

2

3

1

1

8

0

0

1

1

3

1

0

0

2

1

0

0

0

3

2

1

1

6

0

0

7

5

0

6

1

0

1

3

2

2

0

0

9

9

0

27

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

1

0

0

3

1

0

1

3

1

0

1

0

0

7

1

2 6

0

0

0

0

0

3

0

1

0

0

0

1

0

0

0

4

0

3

1

0

0

6

0

0

0

1

2

7

1

11

0

2

4

2

3

0

1

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（25 ）医 薬 品 30 18

9

0

8

6

18

6

11

0

2

4

2

1

3

0

7

10

6

4 7

2 6 0

（26）そ の 他 の 化 学 製 品

（30）石 油 ・石 炭 製 品

（31）ゴム 製 品

（33）窯 業

2 8

4

12

13

2 7

4

9

13

0

0

0

0

（34）鉄 鋼 45 42 2

（35）非 鉄 金 属 28 26 1

（36）金 属 製 品

（4 1）ボ イラ ・原 動 機

（4 2）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械

（4 3）金 属 加 工 機 械

（4 4）繊 維 機 械

（4 5）特 殊 産 業 懐 械

（4 7）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機

（48）動 力機 械

（49）化 学 機 械 装 置

（50）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械

33

4

6

15

2

7

4

6

14

日

25

4

6

14

0

7

3

6

13

9

14

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（5 1）そ の 他 の 機 械 18 10 1

（52 ）輸 送 用 機 械 110 92 19

7

5

4

2

2

0

0

6

0

1

0

2

0

14 1

1

（53 ）精 密 機 械 24 19 22 15

6

3

3

0

4

2

18

0

1

16

6

5

3

3

3

2

7

1

1

0

（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 1 15 2 1 0

（62 ）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 20 12

6

4

6

2

25

1

1

4

2

1

17 1

（64 ）有 線 ・無 線 通 信 機 械

（65 ）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具

（68 ）電 子 計 算 機

（69 ）そ の 他 電 子 応 用 装 置

（70 ）電 子 ・通 借 用 部 品

15

6

5 7

6

40

13

6

47

4

2 6

7

1

1

0

5

0

3

（71）そ の 他 の 電 気 機 械 10

3

12

2

3

730

3

（8 2）レジ ャー 用 品 0

（8 3）プ ラスチ ック製 品

（84 ）他 に分 類 され な い 製 造 技 術

（90 ）その 他 の 技 術

10

2

1

1

0

1

1

0

0

9 5

1

0

0

57

0

0

0

総　　　 計 298 629 142 19

一135－



表9．特許内包契約に含まれる特許数（技術分類別）

技 術 分 類 名 全 数

特 許 内 包 契 約 の 特 許 数

特 許 無 無 回 答1 件 10 件

未 満

50 件

未 満

10 0 件

未 満

100 件

以 上

無 回 答

（0 2）農 林 水 産 業 6

9

5

9

1

4

5

7

44

4

27

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

4

0

0

5

1

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

1

2

5

1

2

6

2

4

1

0

2

1

0

0

0

0

4 1

6

8

3

7

1

4

1

2

18

0

2 6

0

（0 4）建 設 業 0

（11）食 料 品 ・た ば こ 1

1

0

0

0

0

0

0

0

（12）繊 維 0 0

（14）外 衣 0 0 0 0 0 0

（15）そ の 他 衣 服 ・繊 維 製 品 0

2

1

0

1

0

4

0

0

1

0

0

1

3

0

0

0

0

0

1

0

1

1

0

5

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

1

0

1

0

2

3

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

（17 ）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷 0

（2 1）無 機 化 学 等 0

（22 ）有 機 化 学 17 5

3

0

0

0

0

0

（23 ）化 学 繊 維 0 0

（24 ）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料 1

4

7

0

4

6

1 3

2

8

0

1

4

2

1

0

0

6

7

4

2 3

0

4

0

0

0 0 0

（25 ）医 薬 品 30 2

0

0

0

1

0

11 0

（2 6）そ の 他 の 化 学 製 品 2 8

4

12

19

4

2

7

25

0

（30 ）石 油 ・石 炭 製 品 0

（3 1）ゴ ム 製 品 5

0

4

2

0

0

0

0

0

0

1

0

3

1

0

15

0

0

0

2

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（3 3）窯 業

（3 4）鉄 鋼

13

4 5

0

2

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

（3 5）非 鉄 金 属 28 20

（3 6）金 属 製 品

（4 1）ボ イラ ・原 動 機

（42）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械

（4 3 ）金 属 加 工 機 械

（4 4 ）繊 維 機 械

（4 5 ）特 殊 産 業 機 械

（4 7 ）ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機

（48 ）動 力 機 械

（49 ）化 学 機 械 装 置

33

4

6

15

2

7

4

6

14

2 1

4

4

1 1

0

5

1

6

4

1（50 ）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 11 0

（5 1）そ の 他 の 観 械 18 1 1 1

（52 ）輸 送 用 棲 械 110 1

0

2

60

5

6

7

8

2

4 6

4

12

6

2

8

0

1

1

（53 ）精 密 機 械 24 17 1

2

2

1

0

0

（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 21 9 0

（62）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 2 0 3

2

0

0

0

0

1

1

0

1

1

0

（64）有 線 ・無 線 通 信 機 械 15

6

5 7

6

4 0

（65）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具

（68 ）電 子 計 算 機 3 0 0 2 5

（69）そ の 他 電 子 応 用 装 置 0 0

3

0

1

2

0

0

0

6

0

0

0

0

0

2

2

0

0

0

0

0

0

（70）電 子 ・通 信 用 部 品 1 1 3

（71）そ の 他 の 電 気 機 械 10

3

12

2

3

7 30

0

0

1

2

1

3

（82 ）レジ ャー 用 品 0

（83 ）プ ラス チック製 品 0

（84 ）他 に 分 類 され な い 製 造 技 術 0

（90 ）そ の 他 の 技 術 0

総　　　 計 25 16 7 5 6 11 12 39 9 19
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表10．技術輸出契約の技術分野（国・地域別）

国 ・地 域 全 数

技 術 分 野

電 気 機 械 化 学 金 属 そ の 他

北 ア メリカ 13 6 3 6 3 7 2 8 2 0 15

米 国 12 2

8

5

1

32 3 2

3

2

0

25

2

1

0

19 14

メキ シコ

カナ ダ

トリ二ダードトパコ’

1

2

1

1

0

0

1

0

0

ヨー ロッパ 1 1 6 2 4 3 2 3 9 1 1 10

ドイツ

英 国

イタリア

フランス

2 8

15

15

13

8

5

2

2

2

2

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

8

4

9

2

4

0

2

1

0

0

0

1

1

0

0

0

10

4

2

4

4

5

2

1

1

2

1

1

0

0

1

2

0

0

2

1

1

2

1

0

0

1

0

0

1

0

0

0

2

2

3

1

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

スペ イン

ベル ギ ー

12

8

7

4

3

3

2

2

1

1

1

オランダ

スウェー デ ン

スイス
ポー ラン ド

フィンランド

ハンガ リー

チェコ

ブ ルガ リア

ロシア

ウクライナ 1 1 0

ア ジア 4 5 1 10 9 1 3 3 8 8 6 6 5 5

韓 国 10 1 18 48 2 4 2 9

中 国 10 1 3 0 27 14 16 14

台 湾 7 3 19

6

9

3

6

6

4

4

0

0

0

0

2

0

1

1

11 15 1 6 12

タイ 4 9 11

5

10

7

1

2

4

3

1

2

0

0

1

0

0

17

0

3

2

4

4

1

1

1

0

2

0

0

0

0

10 5

4

4

2

1

2

1

0

1

0

0

0

0

0

0

マレー シア

イン ドネ シア

2 6

2 4

8

4

6

2

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

イン ド

シンガポ ー ル

フィリピン

香 港

パ キ スタン

トル コ

ベトナム

イスラエ ル

アラブ首 長 国連 邦

モンゴル

クウェー ト

バ ー レー ン

2 3

14

14

10

4

3

2

2

2

1

1

1

そ の 他 2 7 6 5 3 9 4

ブラジ ル

オー ス トラリア

アル ゼ ンチン

南 アフリカ

エジプ ト

エクア ドル
パ ラグアイ

ベ ネズ エラ

コー トジボ アー ル
総　　　 計

10

8

2

2

1

1

1

1

1

7 3 0

2

1

1

0

0

0

1

0

1

1 7 5

1

1

0

1

1

1

0

0

0

2 0 7

0

2

0

1

0

0

0

0

0

15 8

4

4

1

0

0

0

0

0

0

10 6

3

0

0

0

0

0

0

1

0

8 4
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表11．技術輸出契約の資本金・輸出先企業との資本関係（国・地域別）

国 ・地 域 全 数

資 本 金 資 本 関 係

5 0億 円 10 0億 円 5 0 0 億 円 5 0 0 億 円 な し 2分 の 1 2分 の 1 無 回 答

未 満 未 満 未 満 以 上 未 満 以 上

北 ア メリカ 1 3 6 1 6 14 4 7 5 9 8 7 10 3 9 0

米 国

メキ シコ

カナ ダ

トリ二ダードトバコ’

12 2

8

5

1

14

2

0

0

13

1

0

0

4 1

4

2

0

5 4

1

3

1

8 0

4

2

1

9

1

0

0

3 3

3

3

0

0

0

0

0
ヨー ロ ッパ 1 1 6 1 2 2 4 3 9 4 1 9 2 2 2 2 0

ドイツ

英 国

イタリア

フランス

スペ イン

ベル ギ ー

オランダ

スウ ェーデ ン

スイス

ポ ーランド

フィンラン ド

ハ ンガ リー

チェコ
ブル ガ リア

ロシア

ウクライナ

2 8

15

15

13

12

8

7

4

3

3

2

2

1

1

1

1

4

2

3

1

0

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

4

2

2

4

2

2

2

0

1

1

0

2

0

0

1

1

11

5

6

5

2

3

1

2

1

2

1

0

0

0

0

0

9

6

4

3

8

3

3

1

1

0

1

0

1

1

0

0

2 2

12

12

11

7

6

5

4

3

2

2

2

1

1

1

1

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

3

2

2

4

2

2

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ア ジ ア 4 5 1 9 9 5 3 15 3 14 6 2 3 0 1 0 2 1 1 7 2

韓 国 10 1 17 10 3 9 3 5 7 9 1 2 10 0

0

0

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

中 国 10 1 18 1 1

6

5

5

3

5

2

2

1

1

0

0

1

0

1

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

3 0 4 2 3 9 2 9

9

2 1

8

3

6

4

4

0

2

2

1

1

0

0

0

0

．…．．90

0

0

0

0

0

0

0

0

1 14

33

台湾 73 2 0 3 3

9

6

11

8

3

6

6

1

0

0

1

0

0

0

0

7

3

1

1

1

0

0

0

1

0

2 4 6

14 3 7 2 7

9

1 1

10

0

10

4

2

0

0

0

0

0

1

0

0

……．蔓3

1

0

0

0

0

0

0

1

タイ

マ レー シア

インドネ シア

インド

シンガ ポー ル

フィリピン

香 港

パ キ スタン

トル コ

ベ トナ ム

イスラエ ル

アラブ首 長 国 連 邦

モンゴル

クウェー ト

バ ー レー ン

そ ．の 他

ブラジル

オ ー ス トラリア

ア ル ゼ ンチン

南ア フリカ

エジプ ト

エクア ドル

パラグア イ

ベネ ズエラ

コー トジボア ー ル

49

2 6

2 4

2 3

14

14

10

4

3

2

2

2

1

1

1

号7

1 0

8

2

2

1

1

1

1

1

2 2

3

4

7

1

2

2

0

2

1

0

0

0

0

0

．．…．7．2

3

0

1

1

0

0

0

0

13

12

6

3

8

4

1

2

1

1

0

2

0

1

1

1．旦

5

3

1

0

0

1

1

0

1

1 7

7

1 1

17

0

6

8

2

1

1

1

2

0

1

1

里芋

7

7

2

2

1

1

1

1

0

4 3 1総　　　 計 7 3 0 1 3 4 9 2 2 5 8 18 3
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表12．技術輸出契約の契約期間（国・地域別）

国 ・地 域 全 数

契 約 期 間

1 年 5 年 1 0 年 1 5 年 1 5 年 工 業 所 有 そ の 他 無 回 答

未 満 未 満 未 満 未 満 以 上 権 の 期 間

北 ア メ リカ 1 3 6 7 3 7 3 0 1 3 8 2 3 1 8 0

米 国

メキ シ コ

カ ナ ダ

トリ二ダードトバ コ’

12 2

8

5

1

6

0

1

0

3 2

4

1

0

2 5

2

2

1

1 3

0

0

0

6

1

1

0

2 3

0

0

0

1 7

1

0

0

0

0

0

0

ヨ ー ロ ッパ 1 1 6 1 3 3 0 3 0 1 4 3 1 6 1 0 0

ドイツ

英 国

イ タリア

フラン ス

ス ペ イン

ベ ル ギ ー

オ ラン ダ

ス ウ ェー デ ン

ス イス

ポ ー ラン ド

フ ィン ラン ド

ハ ンガ リー

チ ェコ

ブ ル ガ リア

ロ シア

ウ クラ イナ

28

1 5

1 5

1 3

1 2

8

7

4

3

3

2

2

1

1

1

1

1

1

0

3

0

1

1

1

1

1

1

1

0

1

0

0

8

5

5

4

3

0

2

0

0

1

1

1

0

0

0

0

7

2

6

0

6

3

2

2

0

1

0

0

1

0

0

0

5

2

2

3

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

3

1

2

1

1

0

0

2

0

0

0

0

0

0

0

1

1

1

1

0

2

1

1

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ア ジ ア 4 5 1 2 2 1 3 5 1 8 0 6 2 1 8 6 2 4 4

韓 国 1 0 1 6

6

1

2

2

0

2

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

4 3

3 4 4 5 1 2 1

4

3

3

1

3

0

0

1

3

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4 5

0

5

5

5

3

1

0

1

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

中 国 1 0 1 2 5 3 0 2 9

6

4

0

1

台 湾

タイ

マ レー シ ア

イン ドネ シア

73

4 9

2 6

2 4

2 9

1 6

8

7

2 6

1 7

1 2

12

イン ド 23 3 15 2

4

3

0

0

0

0

1

0

0

0

0

2

0

0

0

1

0

0

0

0

1

9 1

1

シ ンガ ポ ー ル 14 2 5 1

フ ィリピン 14 3 5 1

香 港

パ キ ス タン

トル コ

ベ トナ ム

イス ラ エ ル

ア ラブ 首 長 国 連 邦

モ ン ゴ ル

ク ウェー ト

バ ー レ ー ン

そ の 他

ブ ラジ ル

オ ー ス トラ リア

ア ル ゼ ン チ ン

南 ア フ リカ

エ ジ プ ト

エ クア ドル

パ ラグ ア イ

ベ ネ ズ エラ

コー トジ ボ ア ー ル

総　　　 計

10

4

3

2

2

2

1

1

1

2 7

1 0

8

2

2

1

1

1

1

1

7 3 0

7

1

0

0

0

0

0

0

0

1 2

5

4

2

0

1

0

0

0

0

2 1 4

1

3

2

2

0

2

1

1

1

1 0

5

2

0

1

0

0

1

1

0

2 5 0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2 9

1

0

0

0

1

0

0

0

0

2

0

1

0

0

0

1

0

0

0

5 4
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表13．技術輸出契約の契約形態（国・地域別）

国 ・地 域 全 数

契 約 形 態

有 償 無 償 ク ロス ライセ ン ス 無 回 答

受 取 等 価 支 払

北 ア メリカ 1 3 6 10 5 13 4 10 4 0

米 国 122

8

5

1

9 1

8

5

1

13

0

0

0

4

0

0

0

10

0

0

0

4

0

0

0

0

0

0

0

メキ シコ

カナダ

トリ二ダードトパ コ’

ヨー ロッパ 1 1 6 9 7 12 3 3 0 1

ドイツ 28 2 4 1

2

0

1

0

2

0

0

0

2

0

1

0

1

1

1

1

0

0

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

英 国 15 12

イタリア 15 15

フランス 13 12

ス ペ イン 12

8

7

4

3

3

2

2

1

1

1

1

11

ベル ギ ー 5

7

3

3

1

2

1

1

0

0

0

オ ランダ

スウ ェーデ ン

スイス
ポ ーランド

フィンラン ド

ハ ンガ リー

チェコ

ブル が ノア

ロシア

ウ クライナ

ア ジ ア 4 5 1 3 9 1 3 7 1 2 5 0 6

韓 国 10 1 92 3

9

8

3

2

2

1

1

4

2

1

5

0

3

1

0

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

18

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

2

1

2

0

0

0

0

0

0

0

中 国 10 1 8 6

台 湾 73 60

タイ 49 43

マ レーシア 26 24

インドネシア 24 22

インド 23 22

シ ンガ ポ ー ル

フィリピン

香 港

14

14

10

4

3

2

2

2

1

1

1

2 7

11

9

8

3パ キ スタン

トル コ 2

2

2

2

1

1

1

2 5

1

0

0

0

0

0

0

2

0

2

0

0

0

0

0

0

0

ベ トナ ム

イスラエ ル

アラブ首 長 国 連 邦

モンゴル

クウェー ト

バ ー レーン 0

そ の 他 0

0

0

0

ブラジ ル 10

8

2

2

1

1

1

10

オ ース トラリア 6

2アル ゼンチン

南 アフリカ 2

1

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

エジプ ト

エクアドル

パ ラグ アイ

ベ ネズ エラ 1 1 0 0 0 0

コー トジボ アー ル 1 1 0 0 0 0

総　　　 計 7 3 0 6 18 6 4 19 4 7
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表14．技術輸出契約の対価の受取方法（国・地域別）

園 ・地 域 全 数

イ ニ シ ャ ル ペ イ メン ト ラ ン ニ ン グ ロ イ ヤ ル テ ィ

対 価 な し有 無 無 回 答 有 無 無 回 答

ミニマム有 ミニマム無 無 回 答

北 ア メ リカ 13 6 5 3 5 6 0 3 8 1 1 2 4 0 2 7

米 国

メキ シコ

カナ ダ

トリ二ダードトバ コ’

12 2

8

5

1

4 6

4

2

1

4 9

4

3

0

0

0

0

0

3

0

0

0

7 4

5

2

0

1

0

0

0

1 7

3

3

1

0

0

0

0

2 7

0

0

0

ヨー ロッパ 1 1 6 5 8 4 2 0 1 0 6 5 0 2 5 0 1 6

ドイツ

英 国

イタリア

フラン ス

ス ペ イン

ベ ル ギ ー

オ ラン ダ

ス ウ ェー デ ン

ス イス

ポ ー ラン ド

フィンラン ド

ハ ン ガ リー

チ ェコ

2 8

1 5

15

1 3

1 2

8

7

4

3

3

2

2

1

1

1

1

1 2

7

7

1 0

5

4

3

4

3

0

2

0

1

0

0

0

1 3

5

8

2

7

1

4

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

0

0

2

1

2

1

0

0

0

0

0

0

1 5

7

1 3

4

1 0

2

6

2

1

1

2

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

5

2

6

1

1

0

2

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

3

0

1

0

3

0

0

0

2

0

1

0

ブル が ノア 0 0 1

ロシ ア 0 0 1

ウ クライナ 0 0 1

ア ジ ア 45 1 2 2 1 1 6 7 1 5 2 3 2 7 8 5 8 8 9 4 8

韓 国 10 1 6 5 2 8 4

4

2

0

0

0

2

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1 5

8 6 7 1 1 7 4

0

2

0

0

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

4

中 国 10 1 4 5 3 7 5 6 1 1

0

0

0

0

2

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

1 9 1 5

台 湾 73 3 0 3 1 4 3 9 1 8 1 0

タイ 49 1 9 2 5 2 2 9 1 3

2

5

3

3

2

2

0

0

0

0

2

0

1

1

9

4

2

1

0

1

0

1

0

0

1 4 6

5

マ レー シア 2 6 1 0 1 4

8

5

4

7

5

2

0

0

0

0

1

0

0

1 2

3

3

1

0 2 2 2

イン ドネ シ ア 2 4 1 4 2 1 5 2

イン ド 2 3 1 5

7

2

3

1

2

2

2

2

0

1

1

…．1．旦7

3

1

0 1 7 1

シン ガ ポ ー ル 14 1 7 1

フィリピン 14 0 7 4

香 港

パ キ ス タン

トル コ

ベ トナ ム

イス ラエ ル

ア ラブ 首 長 国 連 邦

モ ン ゴ ル

ク ウェー ト

バ ー レー ン

そ の 他

10

4

3

2

2

2

1

1

1

2 7

0

0

0

0

1

0

0

0

0

旦

6

3

2

2

0

0

1

0

0

1三

2

1

1

0

0

0

0

0

0

2

ブ ラジ ル

オ ー ス トラリア

ア ル ゼ ン チ ン

10

8

2

2

1

1

1

1

1

7 3 0

1

1

0

0

0

0

0

1

0

3 9

5

3

1

0

2

0

南 ア フリカ

エ ジ プ ト

エ クア ドル

パ ラグ ア イ

ベ ネ ズ エ ラ

コー トジボ ア ー ル

総　　　 計

1

0

0

1

0

0

3 4 5

1

1

1

0

1

1

2 7 7

2

0

1

0

0

1

4 3 7

0

0

0

0

0

0

9 3
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表15．技術輸出契約の独占権・再実施権（国・地域別）

国 ・地 域 全 数 独 占 権 再 実 施 権

有 無 無 回 答 有 無 無 回 答

北 ア メ リカ 1 3 6 3 4 1 0 1 1 2 2 1 1 3 1

米 国

メキ シ コ

カ ナ ダ

12 2

8

5

1

3 1

1

2

0

9 0

7

3

1

1

0

0

0

2 2

0

0

0

9 9

8

5

1

1

0

0

トリ二グードトパ コ’ 0

ヨ ー ロ ッパ 1 1 6 4 0 7 6 0 1 4 1 0 2 0

ドイツ 2 8 1 0

3

6

1 8 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

2

0

3

0

1

1

0

1

1

1

0

0

0

0

0

2 4 0

英 国 1 5 1 2

9

8

9

5

2

2

3

3

1

1

0

1

1 3 0

イタリア 15 1 5 0

フ ラン ス 13 5

3

3

5

2

0

0

1

1

1

0

0

0

1 0 0

ス ペ イン

ベ ル ギ ー

12

8

7

4

3

3

2

2

1

1

1 2

7

6

4

2

2

1

2

1

1

0

0

オ ラ ンダ

ス ウ ェー デ ン

ス イス

ポ ー ラン ド

フ ィン ラン ド

0

0

0

0

0

ハ ン ガ リー

チ ェコ

0

0

ブ ル ガ リア 0

ロ シ ア 1

1

1

1

1

1

0

ウ クライ ナ 0

ア ジ ア 4 5 1 1 6 4 2 8 0 7 2 7 4 1 5 9

韓 国 1 0 1 5 0 5 0 1

3

1

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

8

3

4

4

4

1

3

5

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9 7 1

中 国 1 0 1 1 7 8 1 9 3 4

台 湾 7 3 2 3 4 9 6 8 1

1タイ 4 9 1 7 3 2 4 4

マ レー シ ア 26 1 0 1 6 2 5 0

イ ン ドネ シ ア 24 1 0 1 3 2 0 1

イ ン ド 23 1 3

5

8

2

2

3

2

2

0

0

1 0

8

6

8

2

0

0

0

2

1

1 8 0

シ ン ガ ポ ー ル 14 1 4 0

フィリピ ン 14 1 1

9

4

3

2

2

2

1

1

0

0

0

0

0

0

0

香 港

パ キ ス タン

トル コ

ベ トナ ム

イ ス ラエ ル

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦

モ ン ゴ ル

10

4

3

2

2

2

1

ク ウ ェー ト 1 0 1 1 0

バ ー レ ー ン 1

2 7

0

1 0

4

4

0

1

0

1

1 7

6

4

2

1

1

1

2 7

0

そ の 他 0

ブ ラ ジ ル 10

8

2

2

1

1 0 0

オ ー ス トラ リア 8

2

2

1

0

ア ル ゼ ン チ ン 0

南 ア フ リカ 0

エ ジ プ ト 0

エ クア ドル 1 0 1 1 0

パ ラ グ ア イ 1 0 1

0

1

1 0

ベ ネ ズ エ ラ 1 1 1 0

コー トジ ボ ア ー ル 1 0 1 0

総　　　 計 7 3 0 2 4 8 4 7 4 6 3 6 5 7 1 0
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表16．技術輸出契約の技術の種類（国・地域別）

国 ・地 域 全 数

技 術 の 種 類

特 許 ノ ウ ハ ウ 商 標 出 願 中

特 許

実 用 新 案 意 匠 無 回 答

北 ア メ リカ 1 3 6 7 2 1 0 4 1 4 3 9 2 2 1 1 2

米 国

メキ シ コ

カ ナ ダ

トリ二ダードトバ コ’

12 2

8

5

1

6 8

2

2

0

9 1

8

4

1

1 2

0

2

0

3 6

2

1

0

2 2

0

0

0

1 0

0

1

0

2

0

0

0

ヨ ー ロ ッパ 1 1 6 6 0 9 2 2 5 3 0 1 4 9 3

ドイツ 28 1 5

6

1 0

6

1 0

3

3

3

2

0

1

1

0

0

0

0

1 8 2

3

3

3

4

1

3

1

0

1

1

1

0

0

1

8

1

7

3

4

0

2

3

1

0

0

1

0

0

0

0

3

1

5

0

3

0

0

1

0

0

0

1

0

0

0

0

0

1

3

0

2

0

1

1

1

0

0

0

0

0

0

0

1

英 国 15 1 2 0

イ タリア 15 1 3 1

フラ ンス 13 1 1 1

ス ペ イン

ベ ル ギ ー

オ ラン ダ

ス ウェー デ ン

ス イス

ポ ー ラ ン ド

フィン ラン ド

12

8

7

4

3

3

2

2

1

1

1

1 0

8

5

4

2

2

2

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

0

ハ ンガ リー

チ ェコ

0

0

ブ ル ガ リア 0

ロ シア 0

ウ クラ イナ 1 1 1 0

ア ジ ア 4 5 1 1 6 1 4 0 8 9 7 7 1 5 6 3 4 1 2

韓 国 10 1 4 5 9 0 2 3 2 2 1 2

9

1 6

4

2

4

4

0

1

3

1

0

0

0

0

0

0

0

3

0

1

1

1

0

0

0

0

0

9 5

9 0

中 国 10 1 3 6 9 2 2 9 1 7 1 2 5

台 湾 7 3 3 6

9

5

5

5

6 3 9 1 3 3 1

タイ 4 9 4 7 1 0

3

7

4

3

1

2

3

4

1

3

1

0

0

0

0

1

0

0

2

1

0

0

1

0

0

0

0

0

1 4 2

1

2

2

3

0

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

1

0

1

1

0

0

0

0

0

5 7

1

マ レー シ ア 2 6 2 4 1

イン ドネ シ ア 2 4 2 1 1

イン ド 2 3 2 0 1

シ ン ガ ポ ー ル 14 8

3

5

3

0

0

0

0

1

0

0

5

2

1

1

1

0

0

0

0

0

2 9 8

14 1

5

2

2

0

1

1

0

0

0

0

5

3

1

1

0

0

0

0

0

0

1 4 1

0

フィリピ ン 14 1 3

9

3

3

2

2

2

1

1

1

2 5

1

香 港

パ キ ス タン

トル コ

ベ トナ ム

イス ラエ ル

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦

モ ンゴ ル

10

4

3

2

2

2

1

1

1

2 7

1

0

0

0

0

0

0

ク ウ ェー ト 0

バ ー レー ン 0

そ の 他 2

ブ ラジ ル

オ ー ス トラ リア

10

8

2

2

1

1

1

1

1

1 0

6

2

2

1

1

1

1

1

0

2

ア ル ゼ ン チ ン 0

南 ア フ リカ

エ ジ プ ト

エ クア ドル

パ ラグ ア イ

ベ ネ ズ エ ラ

コー トジ ボ ア ー ル

0

0

0

0

0

0

総　　　 計 7 3 0 6 2 9 1 9
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表17．技術輸出契約の技術分野（産業分類別）

産 業 分 類 全 数

技 術 分 野

電 気 機 械 化 学 金 属 そ の 他

（0 1）農 林 水 産 業

（0 2）鉱 業

（0 3）建 設 業

（0 4）食 品 工 業

（0 5）繊 維 工 業

（0 6）パ ル プ ・紙 工 業

（0 7）出 版 ・印 刷 業

6

2

1 1

4

20

4

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

0

5

54

0

0

0

0

5

1

0

0

0

0

0

0

0

3

1

3

6

4

55

0

2

5

1

4

0

0

4 4

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

6

0

5

3

11

3

1

8（0 8）総 合 化 学 工 業 52

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 33 3 1 2

（10）医 薬 品 工 業 26 26 0

0

0

5

10

（11）そ の 他 の 化 学 工 業

（12）石 油 製 品 工 業

（13）プラス チ ック工 業

（14）ゴ ム 製 品 工 業

20

3

7

13

20

3

2

0

3

0

0

1

7

2

0

2

4

1

0

0

0

（15）窯 業 20 15

（16）鉄 鋼 業 6 2 59 0

（17）非 鉄 金 属 工 業 3 3 2 1 3

5

0

0

2

（18）金 属 製 品 工 業 24 14

0

5

1

（19）機 械 工 業 6 7

（20）電 気 機 械 器 具 工 業 7 7 16

5（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 73 6 5

（22）自 動 車 工 業 97 2 6 68 1

0

0

0

0

（23）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 27 3 2 0 0

（2 4）精 密 機 械 工 業 23

9

8

1

4 18 0

（2 5）そ の 他 の 工 業 3 2 4

（2 6）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 5

1

0

0

2

0

1

0（2 7）卸 売 ・小 売 業

（2 8）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 1 1 0 0 0 0

（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業 6 5 0 0 1 0

総　　　 計 73 0 17 5 20 7 158 10 6 8 4
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表18．技術輸出契約の資本金・輸出先企業との資本関係（産業分類別）

産 業 分 類 全 数

資 本 金 資 本 関 係

5 0億 円

未 満

1 0 0億 円

未 満

5 0 0億 円

未 満

5 0 0 億 円

以 上

な し 2 分 の 1

未 満

2 分 の 1

以 上

無 回 答

（0 1）農 林 水 産 業

（0 2）鉱 業

（0 3）建 設 業

（0 4）食 品 工 業

（0 5 ）繊 維 工 業

（0 6 ）パ ル プ ・紙 工 業

（0 7）出 版 ・印 刷 業

6

2

1 1

4

2 0

4

1

6

2

3

2

5

1

0

5

0

0

0

0

3

0

0

0

0

8

2

10

2

0

2 3

0

0

0

0

2

1

1

3

0

1 0

3

1 2

3

1

3

0

1

0

5

1

0

8

0

2

0

1

1

0

0

1 3

0

0

0

0

2

0

0

（0 8）総 合 化 学 工 業 5 2 8 16 3 1 0

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 3 3 8 0 1 4 1 1

2

0

3

1

4

4

4 4

1 4 1 3

0

3

6 0

（1 0）医 薬 品 工 業 2 6 2 3 1 9 2 1 5 0

（1 1）そ の 他 の 化 学 工 業 2 0

3

7

1 3

9 1 0 1

0

5

1 3 4 0

（1 2）石 油 製 品 工 業 0 0 3 0 0 0

（1 3）プ ラ ス チ ック工 業 0 1 6 0 1 0

（1 4）ゴ ム 製 品 工 業 0 3 6 7 2 4 0

（1 5）窯 業 2 0 6 2 8 1 1 3 6 0

（1 6）鉄 鋼 業 6 2 1 0 1 7 4 9 7 6 0

（1 7）非 鉄 金 属 工 業 3 3 0 2 1 1 2 0

2

1

1 1 1 3 9 0

（1 8）金 属 製 品 工 業 2 4 5 0 1 7 1 8 1 5 0

（1 9）機 械 工 業 6 7 1 6 7 4 3 3 8 10 19 0

（2 0）電 気 機 械 器 具 工 業 7 7 1 5 7 2 1 3 4 3 4 1 5 2 8 0

（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 7 3 1 6 1 6 1 3 2 8 2 5 7 ′4 1 0

（2 2 ）自 動 車 工 業 9 7 6 2 2 1 1

0

1 8

7

0

0

0

0

2 4 6

5 8 5 3 19 2 5 0

（2 3 ）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 7 5

3

2

0

0

1

6

1 3 4

4 1 8

0

0

8

0

0

0

2 5 8

2 0 3

0

0

0

0

0

0

1 1 4

4 0

（2 4）精 密 機 械 工 業

（2 5）そ の 他 の 工 業

（2 6）運 輸 ・通 信 ・公 益 業

（2 7）卸 売 ・小 売 業

2 3

9

8

1

2

0

0

1

0

0

9 2

2 1

8

8

1

2

1

0

0

0

0

18 3

0

0

0

0

（2 8）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業

（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業

総　　　 計

1

6

7 3 0

1

6

4 3 1

0

0

2
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表19．技術輸出契約の契約相手先国・地域（産業分類別）

産 業 分 類 全 数

北 ア メ リ カ ヨ ー ロ ッ パ

米 国 そ の 合 計 ドイ ツ 英 国
イタ

リア

フ ラ

ン ス

ス ペ

イン
そ の 合 計

（0 1）農 林 水 産 業

（0 2）鉱 業

6

2

1 1

4

2 0

4

1

5 2

0

1

0

0

1

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

1

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

1

0

0

0

1

4

1

0

3

0

0

0

0

0

0

0

1

0

2

1

0

0

2

1

2

0

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

2

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

4

2

2

4

0

1

0

1

5

0

2

3

1

1

3

2

0

1

0

0

（0 3 ）建 設 業

（0 4 ）食 品 工 業

0

0

1

0

3

3

0

1 1

4

4

3

2

0

1

2

1 3

5

5

1 6

8

1 4

0

1

（0 5 ）繊 維 工 業

（0 6 ）パ ル プ ・紙 工 業

（0 7）出 版 ・印 刷 業

（0 8 ）総 合 化 学 工 業

3

3

0

1 0

2

0

0

1

2

0

1

6

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 3 3 3 1 2 5

（1 0）医 薬 品 工 業 2 6 3 1

0

0

0

0

0

1

0

0

1

3

0

0

0

1

0

1

1 2

（1 1）そ の 他 の 化 学 工 業 2 0

3

7

1 3

2 0

6 2

3 6

（1 2）石 油 製 品 工 業

（1 3）プ ラ ス チ ック 工 業

（1 4）ゴ ム 製 品 工 業

（1 5）窯 業

（1 6）鉄 鋼 業

2

0

1

2

1 2

1

0

2

0

0

0

0

1

1

1

7

2

8

（1 7）非 鉄 金 属 工 業 3 3 5 1 1

（1 8）金 属 製 品 工 業 2 4 5 1 4

（1 9）機 械 工 業 6 7 15 3 1 3

（2 0）電 気 機 械 器 具 工 業 7 7 7 1 3 1

0

4

1 7

（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 7 3 13 1

6

0

0

0

0

0

0

0

1 4

3 1

4

1

0

0

0

0

5

（2 2）自 動 車 工 業 9 7 18 2 4

3

4

3

4

0

0

2

1 1 6

（2 3）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 7 3 0 0 1 0 4

（2 4）精 密 機 械 工 業 2 3

9

8

1

4 3 0 1 0 4

（2 5）そ の 他 の 工 業 3 0 0 1 0 2

（2 6）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 4 1 1 0 1 1

0

0

0

3 3

4

（2 7）卸 売 り圧 売 業 0 0 0 0 0 0

（2 8）情 報 サ ー ビス t調 査 ・広 告 業 1 0 0 1 0 0 0 1

（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業 6 2 1 0 1 1 0 3

総　　　 計 7 3 0 12 2 1 3 6 2 8 1 5 1 5 13 1 2 1 1 6
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ア　 ジ　 ア その 他

韓国 中国 ム湾 タイ
マレー インド イン シンガ フイリ

香港 その他 ■ゝ喜
オーストブラ

その他 合計ロJ シア ネシア ド ポール ピン 口計 ラリア ジル

0

0

2

0

2

0

0

9

6

2

2

0

2

0

2

1

4

1

1

0

2

0

6

0

0

4

4

2

2

0

0

0

8

12

4

2

0

0

4

0

2

0

0

8

3

1

2

0

1

1

3

4

7

8

1

1

1

2

3

0

0

4

6

0

3

0

1

1

0

7

3

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

2

0

4

4

0

1

0

0

1

0

0

0

4

0

0

0

0

0

1

0

1

2

1

1

0

0

0

0

1

0

0

2

0

0

0

0

0

0

3

0

1

2

5

2

3

2

0

0

0

0

0

0

0

4

0

0

0

0

0

0

1

1

1

0

0

0

6

0

1

0

0

0

0

0

0

14

1

0

0

0

1

0

0

1

1

2

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

3

1

0

3

1

0

0

0

0

0

0

1

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

1

6

1

10

3

1 5

1

0

3 5

2 3

10

9

0

5

5

14

34

2 5

14

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

3

1

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

3

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

1

0

0

1

0

0

1

1

1

2

1

0

0

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

2

0

1

0

2

7

2

1

14 6 3 3 2 4 1 3 7 1

1 1 23 6 6 3 4 1 1

0

9

0

0

0

0

0

0

0

16

60 2

10 1 1 1 1 2 5

4

0

0 1 5 1 1 3

17

1 1

5

5

3

0

5

0

4

0

3

0

5 4

19

1

0

0

1

0

0

0

0

10

3

1

5 1 5 0 0 0 1 0 1 5

3

0

1

0

1

4 5 1

0

0

0

0

2

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

10 1

0

1

10 1

0

0

73

0

0

4 9

0

0

2 6

0

0

24

0

0

2 3

0

0

14

0

0

10

0

0

8

0

0

2 7
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表20．技術輸出契約の契約期間（産業分類別）

産 業 分 類 全 数

契 約 期 間

1 年

未 満

5 年

未 満

10 年

未 満

1 5年

未 満

15 年

以 上

工 業 所 有

権 の 期 間

そ の 他 無 回 答

（0 1）農 林 水 産 業

（0 2）鉱 業

（0 3）建 設 業

（0 4）食 品 工 業

（0 5）繊 維 工 業

（0 6）パ ル プ ・紙 工 業

（0 7）出 版 ・印 刷 業

（0 8）総 合 化 学 工 業

6

2

1 1

4

20

4

1

5 2

0

0

2

0

0

0

0

1

0

0

4

0

0

0

0

1 7

2

0

1

1

8

4

0

1

0

2

0

0

0

4 3

1

0

4

3

9

2

0

7

9

2

5

0

1

5

2

3 0

6

1 1

0

0

3

0

4

0

0

1 5

0

0

0

0

1

1

1

18

2

1 1

0

0

0

0

5

1

7

2

6

1 5

5

9

5

0

2

0

0

0

0

9 1

3

2

0

0

0

0

0

5

0

2

0

3

1

0

0

0

0

1

5

3

4

0

0

0

0

0

0

0

0

2 9

0

0

1

0

2

1

0

3

1

2

1

0

0

2

1

2

0

4

5

1

8

5

0

2

2

2

0

0

0

4 5

2

0

1

1

2

0

0

3

2

6

6

0

0

0

3

3

0

1

2

1

7

8

2

1

0

0

0

0

2

0

0

0

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業

（1 0）医 薬 品 工 業

（1 1）そ の 他 の 化 学 工 業

（12）石 油 製 品 工 業

（13）プ ラ ス チ ック工 業

（14）ゴ ム 製 品 工 業

（15）窯 業

（16）鉄 鋼 業

（17）非 鉄 金 属 工 業

（18）金 属 製 品 工 業

3 3

2 6

2 0

3

7

13

2 0

6 2

3 3

2 4

1 9

3

4

0

5

6

8

9

18

5

2 8

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

（1 9）機 械 工 業 6 7 2 0 0

（2 0）電 気 機 械 器 具 工 業 7 7 2 6 3 0 0

（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 7 3 1 0 3 0 1

（2 2）自 動 車 工 業 9 7 2 6

7

18

3

2

0

0

5

4 5 0

（2 3）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 7 1 3 0

（2 4 ）精 密 機 械 工 業 23

9

8

1

1 0

（2 5）そ の 他 の 工 業

（2 6）運 輸 ・通 信 ・公 益 業

（2 7）卸 売 ・小 売 業

1

2

0

0

1

1

0

1

0

0

0

（2 8）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業

（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業

1

6

7 3 0

1

0

5 4

0

0

．
2 1 4 2 5 0 4
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表21．技術輸出契約の契約形態（産業分類別）

産 業 分 類 全 数

契 約 形 態

有 償 無 償 ク ロス ライセ ン ス 無 回 答

受 取 等 価 支 払

（0 1）農 林 水 産 業

（0 2）鉱 業

（0 3）建 設 業

6

2

11

4

20

4

1

0

2

10

3

9

4

1

6

0

1

1

1

0

0

1

0

7

0

0

0

0

4

0

0

1

0

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（04 ）食 品 工 業 0

（0 5）繊 維 工 業

（0 6 ）パ ル プ ・紙 工 業

（0 7 ）出 版 ・印 刷 業

3

0

0

（0 8 ）総 合 化 学 工 業 5 2 4 9 0

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 3 3 3 3 0

（10）医 薬 品 工 業 2 6 17 0

（11）そ の 他 の 化 学 工 業 20

3

7

1 3

10 10 0

（12）石 油 製 品 工 業 0 0 3 0

（13）プラ スチ ック工 業 7 0 0 0

（14）ゴ ム 製 品 工 業 13 0 0 0

（15）窯 業 20 17 2 1 0

（16）鉄 鋼 業 62 58 3 1 0 0

（17）非 鉄 金 属 工 業 3 3 33 0 0 0 0

（18）金 属 製 品 工 業 24 19 4 0 0 0 1

（19）機 械 工 業 6 7 56 7 1 3 0 0

（2 0）電 気 機 械 器 具 工 業 7 7 68 4 1 2 0 2

（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 7 3 50 7 9

0

0

0

0

0

0

0

0

19

5 1 1

（22 ）自動 車 工 業 9 7 9 2 5 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

0

0

0

0

0

（2 3 ）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 7 2 5 2 0

（24 ）精 密 機 械 工 業 2 3

9

8

1

2 2 1 0

（25 ）そ の 他 の 工 業 6 0 0

（26 ）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 8 0 0

（27 ）卸 売 ・小 売 業 0 1 0

（28 ）情 報 サ ー ビろ ・調 査 ・広 告 業 1

6

73 0

0 1 0

（29 ）そ の 他 の サ ー ビ ス 業 6 0 0

総　　　 計 6 18 64 18 4 7
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表22．技術輸出契約の対価の受取方法（産業分類別）

産 業 分 類 全 数

イ ニ シ ャ ル ペ イメン ト ラン ニ ン グ ロイヤ ル テ ィ

対 価 な し有 無 無 回 ロ 有 無 無 回 答

二マム ミニマム 無 回 答

（0 1）農 林 水 産 業

（0 2）鉱 業

（0 3 ）建 設 業

（0 4）食 品 工 業

（0 5）繊 維 工 業

（0 6）パ ル プ ・紙 工 業

6

2

1 1

4

2 0

4

1

0

0

7

1

9

2

0

2

3

2

4

2

0

10

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

3

0

0

0

0

9

0

2

0

0

0

0

0

0

1 5

0

0

1

2

1

0

0

7

2

4

0

0

3

0

0

0

2

1

5

2

5

0

1

0

2

1

0

2

2

1

8

3

0

2 5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

1

0

3

0

0

0

0

0

7

0

4

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

0

0

0

9

6

0

1

1

7

0

（0 7）出 版 ・印 刷 業 1 1 0

（0 8）総 合 化 学 工 業 5 2 4 0 18

3

8

1

0

2

0

2

3 7

8

5

4

3

5

2 5

2

1

2

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 3 3 13 20

7

6

0

2

1 1

7

2 7

2 8

6

9

0

2

13

0

（1 0）医 薬 品 工 業

（1 1）そ の 他 の 化 学 工 業

（1 2）石 油 製 品 工 業

（1 3）プ ラス チ ック工 業

（1 4）ゴ ム 製 品 工 業

2 6

2 0

3

7

13

1 2

4

0

5

2

9

2 9

7

10

3

0

0

（1 5）窯 業 2 0 14 3

（16）鉄 鋼 業 6 2 2 2 3

（1 7）非 鉄 金 属 工 業 3 3 23 10

9

2 7

2 3 0

（1 8）金 属 製 品 工 業 2 4 10 1 3 5

（19）機 械 工 業 6 7 3 0 4 8 10

（2 0）電 気 機 械 器 具 工 業 7 7 3 5 3 4 6 4 8

（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 7 3 18 3 2 3 9 14

（2 2）自動 車 工 業 9 7 6 1 3 1 6 7 5

（2 3）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 7 17 6 1 9 2

（2 4）精 密 機 械 工 業 2 3

9

8

1

5 1 7 2 1 1

（2 5）そ の 他 の 工 業 4 2 3 1 3

（2 6）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 7 1 4 3 0

（2 7）卸 売 ・小 売 業 0 0 0 0 0 0 1

（2 8）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 1

6

73 0

0 0 0 0 0 0 1

（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業 1 5 0 1 0 5 0

総　　　 計 3 4 5 2 7 7 3 9 4 3 7 6 14 6 9 3
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表23．技術輸出契約の独占権・再実施権（産業分類別）

産 業 分 類 全 数 独 占権 再 実 施 権

有 無 無 回 答 有 無 無 回 答

（0 1）農 林 水 産 業

（02）鉱 業

（03）建 設 業

（0 4）食 品 工 業

（0 5）繊 維 工 業

（0 6）パ ル プ ・紙 工 業

（0 7）出 版 ・印 刷 業

6

2

11

4

2 0

4

1

6

2

0

2

7

0

0

14

0

0

11

2

13

4

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

1

2

2

0

1

2

2

0

8

3

7

4

0

1 1

3

18

2

1

0

0

0

0

0

0

0

（0 8）総 合 化 学 工 業 5 2 3 8 4 3 1

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 3 3 15 18 30 0

（10 ）医 薬 品 工 業 26 13 13 19 0

（11）そ の 他 の 化 学 工 業 20

3

7

13

9

0

5

11

3

2

1

0

1

19

3

6

0

（12 ）石 油 製 品 工 業 0

（13 ）プラ スチ ック工 業 0

（14）ゴ ム 製 品 工 業 4 9 0 13 0

（15）窯 業 20 7 12 1 18 1

（16）鉄 鋼 業 62 4 58 2 6 0 0

（17）非 鉄 金 属 工 業 33 9 23 1 3 2 0

（18 ）金 属 製 品 工 業 24 15 8 1

4

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

8

4 19 1

（19 ）機 械 工 業 67 32 3 1 1 6 1 5

（20 ）電 気 機 械 器 具 工 業 77 19 58 8 6 9 0

（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 7 3 30 42 9 6 2 2

（22）自 動 車 工 業 9 7 3 3 64 6 9 1 0

（23）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 7 15 12 1 26 0

（24）精 密 機 械 工 業 2 3

9

8

1

4

3

0

0

0

0

2 48

19 1

0

0

0

0

0

63

22

9

8

1

0

（25）そ の 他 の 工 業

（26 ）運 輸 ・通 信 ・公 益 業

（2 7）卸 売 ・小 売 業

6

8

1

0

．0

0

（2 8）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 1

6

7 30

1

6

4 74

1 0

（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業 6 0

総　　　 計 6 5 7 10
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表24．技術輸出契約の技術の種類（産業分類別）

産 業 分 類 全 数

技 術 の 種 類

特 許 ノウハ ウ 商 標 出 願 中

特 許

実 用　 意 匠

新 案

無 回 答

（0 1）農 林 水 産 業

（02 ）鉱 業

（03 ）建 設 業

（04 ）食 品 工 業

（05 ）繊 維 工 業

（06 ）パ ル プ ・紙 工 業

（0 7）出 版 ・印 刷 業

6

2

11

4

2 0

4

1

5 2

0

2

5

1

7

2

1

4

2

10

4

18

3

1

4 8

2

2

0

1

1

0

0

8

13

9

16

0

0

2

9

1

2

3

2 1

0

0

2

2

4

1

0

7

1

3

1

0

1

7

6

0

6

3

19

0

0

0

0

3

0

0

0

0

0

1

0

0

1

0

0

3

4

2 2

0

0

0

0

3

0

0

1

0

0

0

0

1

0

5

2

1

0

19

0

0

0

0

0

0

0

（0 8）総 合 化 学 工 業 29

1

14

6

0

1

6

9

2 4

6

14

0

（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 3 3 3 2 0

（10 ）医 薬 品工 業 2 6 2 4 0

（11）その 他 の 化 学 工 業

（1 2）石 油 製 品 工 業

（13）プラスチック工 業

（14 ）ゴム 製 品 工 業

2 0

3

7

13

18

3

7

12

0

0

0

0

（15）窯 業 2 0 19 0

（16）鉄 鋼 業 6 2 5 6 4

（1 7）非 鉄 金 属 工 業 3 3 30 0

（18 ）金 属 製 品工 業 24 14 1

（19 ）機 械 工 業 67 3 3 54 2

（20 ）電 気 機 械 器 具 工 業 77 35 6 8 2 3

7

13

2

3

3

0

0

0

0

12 19

6

14

3

13

4

2

0

0

18

0

1

4

1

6

（2 1）通 信 ・電 気計 測 器 工 業 73 3 1 6 2 1 7 1

（2 2）自動 車 工 業 9 7 33 8 1 15 0

（2 3）そ の他 の 輸 送 用 機 械 工 業 2 7 1 1 2 7 10 0

（24 ）精 密 機 械 工 業 2 3

9

8

1

16

5

5

0

0

2 1

3

6

1

16

5

4

0

0

0

（25 ）その 他 の 工 業

（26 ）運 輸 ・通 信 ・公 益 業

（27 ）卸 売 ・小 売 業

1

0

0

0

0

5 7

0

0

0

（28 ）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 1

6

7 30

1 0

（29 ）その 他 の サ ー ビス 業 1 0 0 0 5

総　　　 計 2 98 6 2 9 14 1 14 2 95 19
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